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              入札公告                      

 

次のとおり一般競争入札【総合評価落札方式】に付します。 

令和 7 年 8 月 27 日 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

  契約職取締役 永野 直樹 

◎調達機関番号 413   ◎所在地番号 13 

１ 調達内容 

 (1) 品目分類番号 71 

(2) 業 務 名 総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度） 

(3) 業務内容  発注説明書による。  

(4) 業務期間 契約日から令和 9 年 3 月 31 日まで 

 (5) 入札方法  本件は、入札に併せて技術等の提案書を受け付け、価格と技術 

等の総合評価によって落札者を決定する総合評価落札方式の入札

である。 

入札金額は、業務に要する一切の費用を含めた額とする。落札

決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パー

セントに相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数

がある時は、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分の

100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

 (6)そ の 他 本件は、競争参加資格を確認の上、入札の参加者を選定し

実施するものである。 

 

２ 競争参加資格 

  競争参加資格確認申請書の提出期限（令和 7 年 9 月 11 日）において次の条件

をすべて満たしているものであること。 

（１）予算決算及び会計令第 70 条及び第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（２）経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

（３）営業に関し法律上必要とする資格を有しない者でないこと。 

（４）競争参加資格確認申請書及びそれらの付属書類又は競争参加資格確認申請

用データ中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事実について記

載をしなかった者でないこと。 

（５）会社更生法に基づき更生手続開始の申立がなされている者又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申立がなされている者でないこと。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力団

又は暴力団員と関係がないこと。 

（７）競争参加資格確認申請書の提出期限の日から入札執行の時までに、中間貯

蔵・環境安全事業株式会社から、指名停止等措置要領に基づく指名停止を受け

ている期間中でないこと。 

（８）令和 07・08・09 年度に有効な全省庁統一資格（「役務の提供等」、営業品

目「調査・研究」、「情報処理」又は「ソフトウェア開発」のいずれか）にお

いて、「Ａ」又は「Ｂ」級に格付されている者であること。 

（９）令和２年度以降の受注業務のうち、クラウドサービス上でデータベースに
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関連するシステムの構築又は開発をした実績を元請けとして１件以上有する者

であること。 

 

３ 入札者の義務 

 この入札の競争参加資格を認められた者は、中間貯蔵・環境安全事業株式会

社が交付する発注説明書に基づいて提案書を作成し、期限までに提出しなけれ

ばならない。又、当該提案書に関する説明を求められた場合は、これに応じな

ければならない。 

 なお、提出された提案書は、中間貯蔵・環境安全事業株式会社において発注

説明書に定める技術等の要求要件及び評価基準に基づき審査する。審査の結

果、合格した提案書に係る入札書のみを落札決定の対象とする。 

 

 ４ 発注手続等 

 (1) 担当部課 

   〒105-0014 東京都港区芝 1-7-17 住友不動産芝ビル 3 号館 4 階  

   中間貯蔵・環境安全事業株式会社管理部契約購買課 奥村 

TEL 03-5765-1916  E-mail:keiyaku-1@jesconet.co.jp  

 (2) 発注説明書の入手方法 

   中間貯蔵・環境安全事業株式会社 ホームページよりダウンロード 

https://www.jesconet.co.jp/bid_contract/bid/index.html 

   ※当社では発注説明書の交付はしないので注意すること。 

 (3) 入札説明会の日時及び場所（希望者のみ） 

① 日  時 令和 7 年 9 月 8 日（月）※時間については別途連絡 

② 場  所  (1)に同じ。 

③ 参加申込 希望者は発注説明書にある「入札説明会参加申込書」により、

上記 (1)に書面を PDF 化して電子メールで申込むこと。 

④ 申込期限 令和 7 年 9 月 3 日（水）16 時 00 分まで（提出期限必着） 

⑤ 開催方法 リモート開催とする。参加手順については別途連絡 

 (4) 競争参加資格確認申請書の提出期間及び場所 

提出期間 令和 7 年 8 月 27 日(水)～令和 7 年 9 月 11 日(木)まで。 

ただし、上記期間の毎日 10 時から 12 時及び 13 時から 16 時ま

で。 

   提出場所  (1)に同じ。 

 提出方法 書面を PDF 化し電子メールで提出すること。（提出期限必着） 

 (5) 競争参加資格確認結果の通知予定日及び方法 

   通知予定日 令和 7 年 9 月 22 日(月) 

   通知方法  電子メールで通知する。 

(6) 提案書の提出期間、場所及び方法 

   提出期間  令和 7 年 9 月 22 日(月)から令和 7 年 10 月 22 日(水)まで。 

ただし、上記の期間は毎日 10 時から 12 時及び 13 時から 16 時

まで。 

   提出場所  (1)に同じ。 

   提出方法  書面を PDF 化し電子メールで提出すること。（提出期限必着） 

 (7) 提案書の合否について通知予定日及び方法 

   通知予定日 令和 7 年 11 月 20 日(木) 
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   通知方法  電子メールで通知する。 

 (8) 入札書の提出について 

   提出期限  令和 7 年 11 月 26 日（水） 16 時 00 分 

   提出場所  (1)に同じ。 

      提出方法  持参又は郵送すること。（提出期限必着） 

（1 回目のみ。2 回目以降は電子メールを送信後、原本を郵送） 

郵送する場合は、配達の記録が残る方法に限る。 

 (9)開札の日時及び場所 

日  時 令和 7 年 11 月 27 日（木）10 時 30 分 

場  所 上記(1)に同じ。 

  ※立会方式の開札を実施しない。 

開札日当日の手順については、入札（見積）者に対する指

示書に定めるとおりとする。 

 

５ その他 

 (1) 入札保証金 免除 

 (2) 契約保証金 免除 

 (3) 落札者の決定方法 次の各要件を満たす入札者のうち、発注説明書に定め

る総合評価の方法によって得られた数値の最も高い者を落札者とする。 

  ① 入札価格が、中間貯蔵・環境安全事業株式会社契約細則第９条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であること。 

  ② 提案書が、中間貯蔵・環境安全事業株式会社による審査の結果合格してい

ること。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者によ

り当該契約の内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められる

とき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すことと

なるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格の

制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち総合評価の最も高い者

を落札者とすることがある。 

③「契約細則第１７条第３項に関する基準及び事務手続きについて（低入札

の基準）」の規程により競争入札において、予定価格が１０００万円を超

える工事、測量業務、建設コンサルタント業務、地質調査業務、補償コン

サルタント業務、製造その他の請負契約（物品の売買、賃貸等の契約を除

く）において、調査基準価格を設定した案件について、落札者となるべき

者の入札価格が第２条に基づく調査基準価格を下回る場合は、第６条に基

づき低入札価格調査を行うものとする。 

④ 調査基準価格を下回った場合の措置 

 調査基準価格を下回って入札が行われた場合は、入札を「保留」とし、契

約の内容が履行されないおそれがあると認めるか否かについて、落札者と

なるべき者から事情聴取、関係機関の意見照会等の調査を行い、落札者の

決定をする。この調査期間に伴う当該業務の履行期間の延長は行わない。 

⑤調査基準価格を下回った価格をもって契約する場合は、以下の内容を反映

すること。 

監督強化の一環として、低入札調査時の確認事項と業務実績の整合性等を

確認するために実施する「中間検査」を受けること。 

 (4) 入札の無効 本公告に示した競争参加資格のない者が行った入札及び入札
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に関する条件に違反した入札は無効とする。 

 (5) 契約書作成の要否  要（本件は電子契約を推奨する。） 

 (6) 詳細は発注説明書による。 

 

５ Summary 

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity: NAGANO 

Naoki, Director General (in charge of accounting duties), Japan 

Environmental Storage & Safety Corporation. 

(2) Classification of the products to be procured:71 

(3) Nature and quantity of the products to be purchased: sed: Business 

of migrating the foundation of the comprehensive management 

system. 

(4) Contract period: From 3 December 2025 through 31 Mmarch 2027. 

(5) Time-limit for the submission of application forms and relevant 

documents for the qualification: 16:00 11 September, 2025. 

(6) Time-limit for the submission of tenders：16:00 26 November,2025. 

(7) Contact point for tender documentation: Contract and Purchasing 

Division, Japan Environmental Storage & Safety Corporation,1-7-17 

Shiba, Minato-ku, Tokyo 105-0014,TEL 03-5765-1916 

 



 総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度） 
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発 注 説 明 書 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社が発注する総合管理システムの基盤移行業務(令和７年

度)に係る入札公告に基づく一般競争入札手続等については、中間貯蔵・環境安全事業株式

会社契約規程等関係規定等に定めるもののほか、この発注説明書によるものとする。 

 

１ 公 告 日   令和 7 年 8 月 27 日 

 

２ 契 約 職   中間貯蔵・環境安全事業株式会社 契約職取締役 永野 直樹  

 

３ 調達概要 

（１）業 務 名        総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度）  

（２）仕 様 等        特記仕様書及び共通仕様書による。 

（３）業 務 期 間  令和 7 年 12 月（契約予定日）から令和 9 年 3 月 31 日まで 

（４）入 札 方 法  本件は、入札に併せて技術等の提案書を受け付け、価格と技術等の

総合評価によって落札者を決定する総合評価落札方式の入札である。

入札金額は、業務に要する一切の費用を含めた額とする。落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10 パーセントに

相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、

その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とするの

で、入札者は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の 110 分の 100 に相当する金額を入札

書に記載すること。 

（５）そ の 他  本業務は競争参加資格を確認のうえ、入札の参加者を選定し発注す

るものである。 

 

４ 競争参加資格 

競争参加資格確認申請書の提出期限（令和 7 年 9 月 11 日）において次の条件をすべて

満たしているものであること。 

（１）予算決算及び会計令第 70 条及び第 71 条の規定に該当しない者であること。 

（２）経営状態が著しく不健全であると認められる者でないこと。 

（３）営業に関し法律上必要とする資格を有しない者でないこと。 

（４）競争参加資格確認申請書及びそれらの付属書類又は競争参加資格確認申請用データ

中の重要な事項について虚偽の記載をし、又は重要な事実について記載をしなかった

者でないこと。 

（５）会社更生法に基づき更生手続開始の申立がなされている者又は民事再生法に基づき

再生手続開始の申立がなされている者でないこと。 

（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条に規定する暴力団又は暴力

団員と関係がないこと。 

（７）競争参加資格確認申請書の提出期限の日から入札執行の時までに、中間貯蔵・環境

安全事業株式会社から、指名停止等措置要領に基づく指名停止を受けている期間中で

ないこと。 
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（８）令和 07・08・09 年度に有効な全省庁統一資格（「役務の提供等」、営業品目「調査

・研究」、「情報処理」又は「ソフトウェア開発」のいずれか）において、「Ａ」又

は「Ｂ」級に格付されている者であること。 

（９）令和２年度以降の受注業務のうち、クラウドサービス上でデータベースに関連する

システムの構築又は開発をした実績を元請けとして１件以上有する者であること。 

 

５ 担当部課 

  〒105-0014 東京都港区芝１－７－１７住友不動産芝ビル３号館４階 

   中間貯蔵・環境安全事業株式会社 管理部契約購買課 奥村 

TEL 03-5765-1916 E-mail:keiyaku-1@jesconet.co.jp  

 

６ 入札説明会について（希望者のみ） 

  入札説明会の参加希望者は、入札説明会参加申込書を提出すること。 

(1) 入札説明会参加申込書の提出 

① 提出期限：令和 7 年 9 月 3 日(水) 16 時 00 分まで。（時間厳守） 

② 提出先：５に同じ。 

③ 提出方法：書面を PDF 化して電子メールで提出すること。 

(2) 開催日 

令和 7 年 9 月 8 日（月）※時間未定 

(3) 場所及び担当部署 

  ５に同じ。   

(4) 開催方法  

リモート開催とする。※参加手順については別途連絡 

 

７ 既存資料の閲覧 

  総合管理システム基本設計書（システム方式、機能一覧、画面設計、ソフトウェア構

成、ハードウェア構成等）の閲覧を希望する者は、現場説明書３.に記載する連絡先に

申請書を送信し、訪問日時及び閲覧希望資料を調整すること。ただし、コピーや写真撮

影等の行為は禁止する。また、閲覧を希望する資料であっても、本業務における情報セ

キュリティ保護等の観点から、提示できない場合がある。 

 

８ 競争参加資格の確認 

（１） 本競争の参加希望者は、４に掲げる競争参加資格を有することを証明するため、次

に従い、競争参加資格確認申請書を提出し、契約職から競争参加資格の有無について

の確認を受けなければならない。 

なお、期限までに競争参加資格確認申請書を提出しない者又は競争参加資格がない

と認められた者は、本競争に参加することができない。 

（２） 競争参加資格確認申請書の提出 

①  提出期間：令和 7 年 8 月 27 日(水)～令和 7 年 9 月 11 日(木)まで。 

ただし、上記期間の毎日 10 時から 12 時及び 13 時から 16 時まで。 

② 提出場所：５に同じ。 

③  提出方法：書面を PDF 化し電子メールで提出すること。（提出期限必着） 
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④ 提出部数：１部 

（３） 競争参加資格確認申請書 

競争参加資格確認申請書は、別添「競争参加資格確認申請書」により作成すること。 

（４） 競争参加資格確認結果の通知予定日及び方法 

   通知予定日 令和 7 年 9 月 22 日(月) 

通知方法  電子メールで通知する。 

（５） その他 

① 競争参加資格確認申請書の作成及び提出にかかる費用は、提出者の負担とする。 

② 提出された競争参加資格確認申請書は、競争参加資格の確認以外に提出者に無断

で使用しない。 

③ 提出された競争参加資格確認申請書は返却しない。 

④ 提出期限以降における競争参加資格確認申請書の再提出（部分的な再提出を含む。

以下同じ。）は認めない。 

⑤ 競争参加資格確認申請書に関する問い合わせ先は５に同じ。 

 

９ 競争参加資格がないと認めた者に対する理由の説明 

（１） 競争参加資格がないと認められた者は、契約職に対して競争参加資格がないと認

めた理由について、次に従い、書面（様式は自由、押印省略可）により説明を求め

ることができる。 

① 提出期限：令和 7 年 9 月 24 日（水）12 時まで 

② 提出場所：５に同じ。 

③ 提出方法：書面を PDF 化して電子メールで提出すること。（提出期限必着） 

（２） 契約職は、説明を求められたときは、説明を求めた者に対し、令和 7 年 10 月 1 日 

（水）までに書面にて回答するものとする。 

 

１０ 入札者の義務 

この入札の競争参加資格を認められた者は、別添「提案書作成・審査要領」に基づき、

別添「提案書作成様式」により提案書を作成し、提出しなければならない。又、当該提案

書に関する説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

 

１１ 発注説明書に対する質問及び回答 

（１）本業務の受注を検討するうえでこの発注説明書の記述内容について質問がある場合

は、次に従い、書面（別添「質問･回答書」）により提出すること。  

①提出期間：[競争参加資格に関するもの] 

令和 7 年 8 月 27 日（水）から令和 7 年 9 月 2 日（火）16：00 まで。 

[発注内容に関するもの] 

令和 7 年 9 月 22 日（月）から令和 7 年 9 月 25 日（木）16:00 まで。 

②提出場所：５に同じ。                      

③提出方法：書面は PDF に変換して電子メールにより提出すること。（提出期限必

着） 

（２）（１）の質問に対する回答は、次のとおりとする。 

[競争参加資格に関するもの] 
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閲覧期間 令和 7 年 9 月 9 日（火）から令和 7 年 9 月 11 日（木） 

回答方法 閲覧により回答する。（希望者には電子メール送信） 

回答場所 ５に同じ。 

[発注内容に関するもの] 

回 答 日 令和 7 年 10 月 9 日（木） 

回答方法 電子メールにより回答する。 

※競争参加資格を認められた者に対して回答。

１２ 提案書の提出及び審査方法等 

(１)提案書の提出

(２)提出期間：令和 7 年 9 月 22 日(月)から令和 7 年 10 月 22 日(水)16 時まで。

ただし、上記の期間は毎日 10 時から 12 時及び 13 時から 16 時まで。 

② 提出場所：５に同じ。

③ 提出方法：書面を PDF 化し電子メールで提出すること。（提出期限必着）

※添付容量制限のため PDF は約６ＭＢ以下とし、越える場合は分割送付すること。 

④ 提出部数：２部（正１部、副１部）

※副１部については、提案者が特定できないよう、提案者の社名等を塗りつぶす

等の措置を講ずること。

（２）提案書の作成

別添「提案書作成・審査要領」に基づき、別添「提案書作成様式」により提案書を作

成すること。 

（３）提案書の審査

提出された提案書は、別添「提案書の評価基準」に基づき、提案に係る事項の履行の

確実性に留意して、中間貯蔵・環境安全事業株式会社において審査する。提案書の合否

については、通知するものとし、不合格となった提案書には理由を付して通知するも

のとする。 

（４）提案書の合否について通知予定日及び方法

① 通知予定日：令和 7 年 11 月 20 日(木)

② 通知方法：電子メールで通知する。

（５）その他

① 提案書の作成及び提出にかかる費用は、提出者の負担とする。

② 提出された提案書は、合否の確認以外に提出者に無断で使用しない。

③ 提出された提案書は返却しない。

④ 提出期限以降における提案書の再提出（部分的な再提出を含む。以下同じ。）は認

めない。 

④ 提案書に関する問い合わせ先は５に同じ。

１３ 入札書の提出について 

（１）提出期限 令和 7 年 11 月 26 日（水） １６時００分

（２）提出場所 ５に同じ。

（３）提出方法 持参又は郵送による。（提出期限必着）
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（1 回目のみ。2 回目以降は電子メールを送信後、原本を郵送） 

※郵送する場合は、配達の記録が残る方法に限る。 

（４）そ の 他 入札書の日付は、入札日（入札書提出期限）までの日付を記入すること。 

入札金額については、業務１式あたりの金額を記載すること。 

開札の結果、落札者がないときは、再度入札を行う。 

 

１４ 開札の立ち会い等について 

  立会方式の開札を実施しない。 

※開札日当日の手順については、入札（見積）者に対する指示書に定めるとおりとする。 

 

１５ 開札の日時及び場所等 

（１）日時 令和 7 年 11 月 27 日（木）10時 30 分 

（２）場所 上記５に同じ。 

 

１６ 入札保証金  免除 

 

１７ 契約保証金  免除 

 

１８  業務費内訳書の提示 

（１）第１回の入札に際し、第１回の入札書に記載される入札金額に対応した内訳書の提

示を求める。 

（２）内訳書の様式は自由であるが、記載内容は規格、数量、単価、金額等を明らかにする

こと。 

 

１９  入札の無効 

入札公告に示した競争参加資格のない者の行った入札、競争参加資格確認申請書に虚

偽の記載をした者の行った入札並びに別添「入札（見積）者に対する指示書」において

示した条件等入札に関する条件に違反した入札は無効とし、無効の入札を行った者を契

約者としていた場合には契約決定を取り消す。 

なお、契約職により競争参加資格のある旨確認された者であっても、入札執行の時に

おいて指名停止措置要領に基づく指名停止を受けているもの、その他４に掲げる資格の

ないものは、競争参加資格のないものに該当する。 

 

２０  落札者の決定方法 

次の各要件を満たす入札者のうち、別添「提案書作成・審査要領」に規定する「評価値

の計算方法」によって得られた数値の最も高い者を落札者とする。 

（１）入札価格が、中間貯蔵・環境安全事業株式会社契約細則第９条の規定に基づいて作

成された予定価格の制限の範囲内であること。 

（２） 提案書が、中間貯蔵・環境安全事業株式会社による審査の結果合格していること。

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に

適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結

することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると
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認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち総

合評価の最も高い者を落札者とすることがある。 

（３）「契約細則第１７条第３項に関する基準及び事務手続きについて（低入札の基準）」

の規程により競争入札において、予定価格が１０００万円を超える工事、測量業務、建

設コンサルタント業務、地質調査業務、補償コンサルタント業務、製造その他の請負契

約（物品の売買、賃貸等の契約を除く）において、調査基準価格を設定した案件につい

て、落札者となるべき者の入札価格が第２条に基づく調査基準価格を下回る場合は、

第６条に基づき低入札価格調査を行うものとする。 

（４）調査基準価格を下回った場合の措置 

 調査基準価格を下回って入札が行われた場合は、入札を「保留」とし、契約の内容が履

行されないおそれがあると認めるか否かについて、落札者となるべき者から事情聴取、

関係機関の意見照会等の調査を行い、落札者の決定をする。この調査期間に伴う当該

業務の履行期間の延長は行わない。 

（５）調査基準価格を下回った価格をもって契約する場合は、以下の内容を反映すること。 

監督強化の一環として、低入札調査時の確認事項と業務実績の整合性等を確認するた

めに実施する「中間検査」を受けること。 

※ 低入札の基準については下記 URL から確認できます。 

https://www.jesconet.co.jp/content/000004034.pdf 

 

２１  契約書作成の要否等  要（本件は電子契約を推奨する。） 

 

２２  支払条件  完了払い 

 

２３ その他 

（１）提案書の履行の確約 

   落札者は、提案書の内容を委託者と協議の上、その結果を踏まえた内容の履行を確

約しなければならない。 

 

２４  別添 

 （１）現場説明書 

 （２）入札（見積）者に対する指示書（質問･回答書を含む） 

 （３）委託契約書（案） 

 （４）特記仕様書（別紙１～６を含む） 

（５）共通仕様書 

（６）提案書作成・審査要領 

 （７）提案書作成様式 

 （８）提案書の評価基準 

 （９）競争参加資格確認申請書 

（１０）入札説明会参加申込書 

（１１）既存資料の閲覧に関する申込書兼誓約書 



「発注手続日程（予定）」 別紙 
業務名：総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度） 

入札公告（ＨＰ） 8月27日(水) 

資料閲期間（希望者のみ） 8月27日(水)～9月25日(木) 

入札説明会(Web) 9 月 8 日(月) 

競争参加資格確認申請書の提出期間 8月27日(水)～9月11日(木) 

競争参加資格確認申請書の確認結果の通知 9月22日(月) 

電子メール 

発注内容等に関する質問書の提出期間 9月22日(月)～9月25日(木) 

発注内容等に関する質問書に対する回答日 10月9日(木) 

 電子メール 

競争参加資格がないと認めた場合

の理由説明要求期限 9月24日（水） 12時 

同質問に対する回答期限 10月1日（水） 

提案書の提出期間 9月22日(月)～10月22日(水) 16時 

提案書の審査結果通知 11月20日(木) 
電子メール 

入札書の提出期限 

※持参又は郵送（1回目のみ）

開 札 

契 約 

11月26日(水)  16：00 

11月27日(木) 10：30 

12月3日(水) 予定 

入札結果公表（ＨＰ） 

※時間については、土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日 10～12時及び 13～16時。

※質問がある場合は、提出期限までに質問書を電子メールで送信すること。

競争参加資格等に関する 

質問書の提出期間 

8月27日(水) 

 ～9月2日(火) 

同質問書に対する回答期間 9月9日(火)～9月11日(木) 

閲覧による 
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現 場 説 明 書 

 

 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 

 

 

業 務 名  総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度） 

 

業務期間   令和 7年 12 月（契約予定日）から令和 9年 3 月 31 日まで 

 

 上記業務につき下記のとおり説明する。この説明は、契約仕様書等と同様の効力を有する

ものとする。   

 

１．入札（見積）は「入札（見積）者に対する指示書」の定めるところに従って行なう。 

         

２．質問回答は、別紙「質問・回答書」により行うものとする。 

 

【競争参加資格に関するもの】 

（１）質問書提出期間 

令和 7年 8月 27日（水）から令和 7年 9 月 2日（火）16：00まで。 

上記期間の毎日 10時から 12時及び 13 時から 16 時まで。以下同じ。 

（２）提出方法 書面は PDFに変換して電子メールにより提出すること。（提出期限必着） 

（３）質問書提出場所 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 管理部契約・購買課 

                TEL:03-5765-1916  E-mail:keiyaku-1@jesconet.co.jp 

（４）質問書に対する回答閲覧期間 

令和 7年 9月 9 日（火）から令和 7年 9 月 11 日（木） 

（５）回答閲覧場所 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

※希望者には電子メール送信 

 

【発注内容に関するもの】 

（１）質問書提出期間 

  令和 7年 9 月 22 日（月）から令和 7 年 9月 25 日（木）まで。 

上記期間の毎日 10 時から 12 時及び 13 時から 16 時まで。 

（２）提出方法 書面を PDF化して電子メールで提出すること。（提出期限必着） 

（３）質問書提出場所 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 管理部契約・購買課 

TEL:03-5765-1916  E-mail:keiyaku-1@jesconet.co.jp 

（４）質問書に対する回答日 

 令和 7 年 10 月 9日（木） 

（５）回答方法 電子メールで回答。 

 

tel:03-5765-1916
tel:03-5765-1916
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３.既存資料の閲覧について。

入札参加希望者は、必要に応じて「総合管理システム基本設計書」を、所定の手続を経

て JESCO 本社内で閲覧することを可能とする。

資料閲覧を希望する者は、以下の連絡先に予め連絡の上、様式第１２号「既存資料の閲

覧に関する申込書兼誓約書」を電子メールで提出し、訪問日時及び閲覧希望資料を調整

すること。ただし、コピーや写真撮影等の行為は禁止する。また、閲覧を希望する資料

であっても、本業務における情報セキュリティ保護等の観点から、提示できない場合が

ある。

閲覧資料：総合管理システム基本設計書（システム方式、機能一覧、画面設計、ソフト

ウェア構成、ハードウェア構成等）

閲覧場所：以下住所における指定場所 

閲覧期間：令和 7 年 8 月 27 日（水）から令和 7 年 9 月 25 日（木）12：00 まで 

連絡先：東京都港区芝 1-7-17 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 ４F 

管理部契約・購買課 奥村 TEL:03-5765-1916 

E-mail:keiyaku-1@jesconet.co.jp

tel:03-5765-1916
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 入札（見積）者に対する指示書  

  

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

   

 この指示書は、中間貯蔵・環境安全事業株式会社（以下「会社」という。）が締結する業

務等契約に関する入札（見積）（以下「入札」という。）執行上の注意事項並びに契約締結

上の必要事項について指示するものである。 

 

一 入札執行上の注意事項  

 

 第1  入札者の注意事項 

   ※立会方式の開札を実施しない。 

   入札書、辞退書の提出方法及び期日については、別紙のとおり定める。 

入札者は、次の各号に掲げる事項を厳守しなければならない。 

1  入札者は、発注説明書、仕様書、契約書（案）等を熟知のうえ、入札しなければな

らない。 

2  入札者は、所定の時刻の少なくとも 10分前までに電話及び電子メールの送受信が

可能な場所で待機すること。 

3  入札書は別添様式第３号によるものとし、記載数字は、算用数字を用いること。 

4  入札金額は、仕様書及び契約書（案）（以下「仕様書等」という。）により積算す

ること。なお、入札日の前日までに仕様書等について修正があった場合は、修正後の

仕様書等により積算すること。 

5  入札書は、競争参加資格確認申請書により、会社に届け出た代表者名及び印章を押

印し、封かんのうえ入札執行者の指示に従って入札すること。 

① 代理人により入札する場合は、別添様式第１号－１の委任状を入札の執行前に提

出し、入札書には、被代理人の住所、会社名、代表者氏名及び代理人である旨を記

載し、代理人が記名押印すること。なお、委任状の作成がない限り、代理人が入札

書を記載することはできない。よって、委任する日付は、入札日以前であること。 

② 代理人が復代理人を選任する場合は、別添様式第１号－２及び第２号の復代理人

に対する委任状を提出のうえ、入札書は復代理人が記名押印すること。なお、委任

状の作成がない限り、復代理人が入札書を記載することはできない。よって、委任

する日付は、入札日以前であること。 

6  決定金額に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10パーセントに相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、その端数金額を

切り捨てた金額とする。）をもって契約金額とするので、入札者は、消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金額の 110 分

の 100 に相当する金額を入札書に記載すること。 

7   送付により入札書を提出する場合（送付による提出が認められている場合に限

る）は、次の方法によること。 

① 入札書の日付は、入札日（入札書提出期限）までの日付を記入すること。 

② 送付用の封筒に、担当者の名刺、委任状（代理人又は復代理人により入札する

場合に限る）、入札書が封入された封筒及び入札金額内訳書が封入された封筒を

封入すること。なお、それぞれの封筒には、会社名、件名及び在中書類の名称を



 

- 2 - 

明記すること。 

③ 送付は書留郵便又は民間事業者による信書の送達に関する法律（平成 14 年法律

第 99 号）第 2 条第 6 項に規定する一般信書便事業者若しくは同条第 9 項に規定

する特定信書便事業者による同条第 2 項に規定する信書便により行うこと。 

8  入札者は、入札書を提出した後は、その引換え、変更又は取消しをすることができ

ない。 

9  入札者は、入札又は見積り執行の完了に至るまでは、いつでも入札又は見積りを辞

退することができる。 

入札者は、入札又は見積りを辞退するときは、その旨を、次の各号に掲げるところ

により申し出るものとする。 

① 入札又は見積り執行前にあっては、別添様式第１１号による入札（見積）辞退書

を発注者に直接持参し、又は送付（入札又は見積り執行日の前日までに到着するも

のに限る。）して行う。 

② 入札又は見積り執行中にあっては、入札（見積）辞退書又はその旨を明記した入

札書若しくは見積書を別紙の方法により電子メールで送信する。 

入札又は見積りを辞退した者は、これを理由として以後の指名等について不利益

な取扱いを受けるものではない。 

 

 第2  公正な入札の確保 

１  入札者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22年法律第 54 

号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

2   入札者は、入札にあたっては、他の入札者と入札意思、入札価格又は入札書、入札

金額内訳書その他提出する書類（以下「入札書等」という）の作成についていかなる

相談も行ってはならず、独自に入札価格を定めなければならない。 

3   入札者は、落札者の決定前に、他の入札者に対して、入札意思、入札価格、入札書

等を意図的に開示してはならない。 

 

 第3  入札の無効 

   次の各号の一に該当する場合は、入札を無効とする。 

1  入札書の金額が訂正してある場合 

2  入札者の記名又は押印が欠けている場合 

3  誤字、脱字等により意思表示が不明確な場合 

4  再度入札の場合において、前回の最低額を上回る金額で入札している場合 

5  送付による入札が認められていない場合において、送付により入札書が提出された

場合 

6 送付による入札が認められている場合において、入札書の提出期限を過ぎて入札書

等が提出された場合 

7 一般競争における申請書又は資料に虚偽の記載をした者が入札を行った場合 

8 競争に参加する資格のない者が入札を行った場合 

9 同一事項の入札について、入札者が他の入札者の代理をしていると認められる場合 

10 明らかに連合によると認められる入札を行った場合 

11 前各号に掲げる場合のほか、入札に関する必要な条件を具備していない場合又は会

社の指示に従わなかった場合 
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 第4  入札の中止その他  

入札者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公正に執行する

ことができないと認められるときは、当該入札者を入札に参加させず、又は入札の執

行を延期し、若しくは取りやめることがある。 

 

 第5  開札及び落札者（見積りの場合は契約の相手方、以下「落札者」という。）の決定 

1  開札は、別紙の方法により行うものとする。 

2  落札者の決定方法 

① 中間貯蔵・環境安全事業株式会社契約細則第９条の規定に基づいて作成された予

定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の

内容に適合した履行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契

約を締結することが公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適

当であると認められるときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した他

の者のうち最低価格をもって入札した者を落札者とすることがある。 

3   前号の決定方法によって落札となるべき同価の入札をした者が 2者以上あるときは

直ちに当該入札者にくじに参加させて落札者を決定する。 

くじの参加方法については、別途案内する。 

4  開札の結果は、電子メールで送信する。 

5  開札の結果、落札者がないときは、直ちに、再度の入札を行う。この場合、前回の

入札に参加しなかった者は、入札に加わることはできない。     

6   前号の再度の入札の結果、落札者がないときは、最低価格提示者から順次見積り合

せを行う。 

 

二 契約上の注意事項 

 第1  契約書等 

1  落札者は、会社所定の契約書の案に記名押印し、契約締結決定の日から7 日以内に

提出しなければならない。ただし、承諾をえて、この期間を延長することができる。 

2  契約書を作成する場合において、会社が落札者とともに記名押印しなければ、当該

契約は確定しないものとする。 

3  契約締結後 14日以内に契約金額内訳書を提出すること。 

4  別添様式第６号の着手届及び別添様式第４号の業務管理者届をそれぞれ提出するこ

と。 

    5   業務の一部を第三者に委託するときは、あらかじめ別添様式第５号の再委任等承諾

申請書を提出すること。 

        

 第2  契約の保証 

  入札保証金免除、契約保証金免除。 

 

 第3  契約代金の支払 

1  目的物が完成したときは、別添様式第７号の完了届を提出するものとする。 

2  目的物が完成し、会社の検査に合格したときは、別添様式第８号の引渡書を提出す

ること。 

3  完了代金は、別添様式第９号の代金支払請求書に基づき振込み支払とする。 
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三 その他の事項 

1  入札者は、入札の際又は速やかに、入札金額内訳書を必ず提出すること。 

2  入札者は、入札の執行後においては、本指示書、仕様書等、現場の状況等について

の不明確又は不知を理由として異議を申し出ることはできない。 
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（様式第１号－１） 

 

                

         委   任   状  
 

 

 

 私は、（会社名              、所属部課名            、

氏名            ）を代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

 

 業 務 名                                 

 

 委任事項  入札（見積）に関すること。 

 

 代 理 人                   印 

 

 

                    

 

 

                        令和  年  月  日 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 契約職取締役 永野 直樹 殿 

 

                 住  所 

 

                 会 社 名                

 

                 代 表 者               印  

                                  

 

 

※日付は入札日以前であること。 
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（様式第１号－２） 

 

                

          委   任   状  
 

 

 私は、（支社名              、所属部課名            、

氏名            ）を代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

 業 務 名                                

 

 委任事項 一 入札（見積）に関すること。 

      二 復代理人を選任すること。 

      三 委託契約の締結及び代金の請求並びに受領に関すること。 

      四 諸願届等に関すること。 

 

  住  所 

 

  会 社 名                  

 

  代 理 人                 印 

 

  

 

 

                        令和  年  月  日 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 契約職取締役 永野 直樹 殿  

 

                 住  所 

 

                 会 社 名                  

 

                 代 表 者                 印 

  

                                  

 

※日付は入札日以前であること。 
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（様式第２号） 

 

               （復代理人用） 

         委   任   状  
 

 

 私は、（支社名              、所属部課名            、

氏名            ）を復代理人と定め、次の権限を委任します。 

 

 業 務 名                               

 

 委任事項  入札（見積）に関すること。 

 

 復 代 理 人               印 

  

 

 

 

 

 

                        令和  年  月  日 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 契約職取締役 永野 直樹 殿   

 

                住  所 

 

                会 社 名                  

 

                代 理 人                    印 

 

                 

 

※日付は入札日以前であること。 
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（様式第３号） 

 

 

入札（見積）書  
 

     

   

      

 

 金   

百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円     

    

    

                                                                         

 

   業 務 名                           

 

     上記の金額により入札（見積）いたします。 

 

 

  令和  年  月  日 

 

 

               住 所      

               会 社 名                      

               代表者氏名                 

               代理人又は復代理人氏名            印 

 

                     

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 契約職取締役 永野 直樹 殿  

 

 

 

 

 （注）送付による入札の場合は、入札書提出期限までの日付を記入すること。 

    入札（見積）書は、封かんし、業務名を表記すること。 
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入札（見積）書封かん例 
 

            （表面）                         （裏面） 

 

 

 

 

    中          業 

  間          務 

契貯   令     名 

 約蔵   和         入 

 職・         

 取環          

 締境   年      札 

 役安          

  全             ）  

   事   月        

 殿業             見 

  株          

  式   日       積 

  会             

    社            （   

               

書 

                    

 

  入札者の名称  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  印   

  

 印  

  

 

 

 

 

社名等 
 

  印   

  

 

 

※入札金額内訳書は別の封筒に入れ、会社名、業務名及び入札金額内訳書在中の旨表記する

こと。 
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（様式第４号） 

                       令和  年  月  日 

 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 契約職取締役 永野 直樹 殿  

 

 

                 住 所      

 

                 会 社 名                    

 

                 代表者氏名               

 

 

業務管理者届  
 

 

     業 務 名                           

 

 

    標記の業務について、（氏名        ）を業務管理者として、選任いたし 

 

   ますので、当人の経歴書を添えてお届けします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 
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（様式第４号－１） 

 

経   歴   書 

 

氏 名 

 

生 年 月 日 

 

最 終 学 歴 

 

資格及び取得年月日 

 

 

 

職 歴 

 

 

 

業 務 歴 

 

 

 

 

令和  年  月  日 

 

上記のとおり相違ありません。 

 

氏 名           
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（様式第５号） 

 

 

再委任等承諾申請書 

 

令和  年  月  日 

 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

契約職取締役 永野 直樹   殿 

 

 

                 住   所 

                 会 社 名 

                 代表者氏名              

 

 

 本件業務の実施に当たり、下記により業務の一部を再委任等したく、本件契約書第５条の

規定に基づき承諾を求めます。 

 

記 

 

１ 業務名： 

 

２ 契約金額： 

 

３ 再委任等を行う業務の範囲： 

 

４ 再委任等を行う業務に係る経費： 

 

５ 再委任等を必要とする理由： 

 

６ 再委任等を行う相手方の商号又は名称及び住所： 

 

７ 再委任等を行う相手方を選定した理由（再委任等する業務を履行する能力など）： 

                        

  
担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 
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（様式第６号） 

                       令和  年  月  日 

 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 契約職取締役 永野 直樹 殿  

 

 

                 住 所      

 

                 会 社 名                   

 

                 代表者氏名              

 

 

着  手  届  
 

 

      業 務 名                          

 

 

      標記の業務について、令和  年  月  日着手しますので、 

 

     お届けします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 
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（様式第７号） 

                       令和  年  月  日 

 

 

 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 契約職取締役 永野 直樹 殿  

 

 

                 住 所      

 

                 会 社 名                    

 

                 代表者氏名               

 

 

完  了  届  
 

 

      業 務 名                           

 

 

      標記の業務について、令和  年  月  日（一部）完了し 

     ましたので、お届けします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 
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（様式第８号） 

令和  年  月  日 

 

 

  中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 契約職取締役 永野 直樹 殿  

 

 

           

                          住   所 

                   会 社 名 

                                   代表者氏名                     

 

 

 

引  渡  書 
       

 

 

     業 務 名                              

  

                   一部完了 

標記業務について、令和 年 月 日に      検査に合格いたしましたので、これを
                

完  了 

お引き渡し致します。
 

 

 

  

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 
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（様式第９号） 

令和  年  月  日 

 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

契約職取締役 永野 直樹 殿 

                                                                  

                                      所 在 地                   

                                  商号又は名称 

                                代 表 者 名                         印 

             適格請求書(インボイス)発行事業者登録番号 [有]

（T                   ） 

 （登録済の場合は Tで始まる登録番号を記載） [無] 

（無しの場合は[有]に取り消し線を記載）  

 

代金支払請求書 
                              

   

  業 務 名                                   

 

 上記の業務については、令和  年  月  日に完了いたしましたので下記のとおり請

求いたします。   

 

 

記 

 

金                  円  

                                                             

（内消費税額１０％：      円） 

 

上記金額について、下記にお振込戴きたくお願いします。 

 

振込指定金融機関                  

       支店名                                     

                                                            

預 金 種 別                          

 

口 座 番 号                          

 

口 座 名 義                          
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（様式第 10号） 

 

開札立会申込書 

                                                                        

 業 務 名     

 

  

  

  

  

  

  

 開札日時  令和  年  月  日   時  分 

 
開札場所

 

 

 東京都港区芝１－７－１７住友不動産芝ビル３号館 

 中間貯蔵・環境安全事業(株)   

  会社名 

  及び 

 代表者名 

 

 

                                         

立会者 

所属・職名 

氏名 

連絡先 

 

 

                      印 

 TEL 

 

 ※注 郵便等による入札が認められた場合において提出のこと 

 

  ① 入札者及び入札者に常時雇用されている者が開札に立ち会うことができます。 

   本書面による申し込みの無い者は開札に立ち会うことができません。 

  ② 開札の立ち会いに当たっては、契約職により競争参加資格があることが確認された

旨の通知書の写しを持参し、開札の時刻の少なくとも 10 分前に集合して下さい。 

  ③ 本書面の提出  

   提出期限 令和  年  月  日（ ）   時 

提出場所 東京都港区芝１－７－１７ 住友不動産芝ビル３号館 ４階  

         中間貯蔵・環境安全事業(株) 管理部 契約・購買課 

             ＦＡＸ０３－５７６５－１９３９ 電話０３－５７６５－１９１６ 

      提出方法 持参、郵送又はＦＡＸ 
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（様式第１１号） 

                                                         令和  年  月  日 

 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

契約職取締役  永野 直樹 殿 

 

住   所             

会 社 名             

代表者氏名 印 

                                         

 

 

入札（見積）辞退書 

 

 

業 務 名                                                   

                                                                     

 

 

標記について入札を辞退いたします。 

 

   辞退となった理由（可能な範囲で記載願います） 
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質問・回答書 

 

    業務名 

 

  

 

 

    会社名 

 

 

                                                   

 

   担当者名 

 

                                                   

 

質問番号 

 

仕様書頁 

 

       質  問 

 

       回  答 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

  

１．質問がある場合はこの様式により質問を提出してください。 

２．期限までに「質問回答書」の提出が無い場合は、質問なしと見做します。 

   

                            中間貯蔵・環境安全事業株式会社 



別紙 

開札手順 

 

■入札書提出期限まで 

入札参加者 JESCO 

開札日当日の待機者の連絡先を提出（メール） 

（電話番号、メールアドレス） 

 

 

 

■開札日当日 

開札（1回目） 

入札参加者 JESCO 

 

開札時間 
※待機すること。（開札～結果

通知まで） 

1回目開札結果のメールを送信 

1 回目不落の場合は再度入札の時間を

メールで送信する 

 

再度の入札を行う場合（2回目以降開札） 

入札参加者 JESCO 

開札 10分前 2 回目以降の入札書又は辞退

書（押印済み PDF）のメールを

送信 ※待機すること 

 

2 回目以降開札

時間 

※待機すること(開札～結果

通知まで) 

2回目以降開札結果のメールを送信 

 

 

 注 1：入札の結果、落札者がないときは、最低価格提示者から順次見積合わせを行うの

で、別途連絡する。 

 注 2：落札者となるべき者の入札価格が調査基準価格を下回る場合は、低入札価格調査

を行うので、別途連絡する。 

 注 3：辞退する場合は、期限までに辞退する旨のメールを送信すること（その場合は辞

退書を添付）。 

 注 4：PDFで送信した入札書及び辞退書の原本は、後日郵送すること。 

注 5：メール送付先 E-mail: keiyaku-1@jesconet.co.jp 
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委 託 契 約 書（案） 

 

 

１ 業  務  名     総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度） 

 

２ 業 務 期 間    自 令和７年１２月 日 

                 至  令和９年３月３１日  

 

３ 業務委託料   金         円 

          （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額金        円） 

 

４ 支 払 方法   完了払い 

 

 

 

 この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

令和７年 月 日 

 

               委託者 住 所 東京都港区芝一丁目７番１７号 

氏 名  中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

                         契約職取締役 永野 直樹     印 

 

受託者  住 所   

氏 名   

     

                                      印 
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 （総則） 

第１条 委託者及び受託者は、この契約書（頭書を含む。以下同じ。）に基づき、仕様書（特記仕様

書、共通仕様書及び質問回答書をいう。以下同じ。）及び提案書に従い、この契約（この契約書及

び仕様書を内容とする業務の委託契約をいう。以下同じ。）を履行しなければならない。 

２ 受託者は、契約書及び仕様書に記載の業務（以下「業務」という。）を契約書記載の業務期間（以

下「業務期間」という。）内に完了し、契約の目的物（以下「成果物」という。）を委託者に引き

渡すものとし、委託者は、その業務委託料を支払うものとする。 

３ 委託者は、その意図する業務を遂行させるため、業務に関する指示を受託者に対して行うことが

できる。この場合において、受託者は、当該指示に従い業務を行わなければならない。 

４ 受託者は、この契約書に特別の定めがある場合又は前項の指示若しくは委託者と受託者で協議が

ある場合を除き、業務を遂行するために必要な一切の手段をその責任において定めるものとする。 

５ 受託者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

６ この契約書及び仕様書における期間の定めについては、民法（明治２９年法律第８９号）及び商

法（明治３２年法律第４８号）の定めるところによるものとする。 

７ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

８ この契約に係る訴訟の提起又は調停（第３５条の規定に基づき、委託者と受託者で協議の上選任

される調停人が行うものを除く。）の申立てについては、日本国の裁判所をもって合意による専属

的管轄裁判所とする。                   

 （指示等及び協議の書面主義） 

第２条 この契約書に定める指示、催告、請求、通知、報告、申出、承諾、質問、回答及び解除（以

下「指示等」という。）は、書面により行わなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ない事情がある場合には、委託者及び受託者は、前項に

規定する指示等を口頭で行うことができる。この場合において、委託者及び受託者は、既に行った

指示等を書面に記載し、７日以内にこれを相手方に交付するものとする。 

３ 委託者及び受託者は、この契約書の他の条項の規定に基づき協議を行うときは、当該協議の内容

を書面に記録するものとする。 

  （権利義務の譲渡等の禁止） 

第３条 受託者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならな

い。ただし、あらかじめ、委託者の承諾を得た場合は、この限りでない。 

 （著作権等の譲渡等） 

第４条 受託者は、成果物が著作権法（昭和４５年法律第４８号）第２条第１項第１号に規定する著

作物（以下「著作物」という。）に該当する場合には、当該著作物に係る受託者の著作権（著作権

法第２１条から第２８条に規定する権利をいう。）を当該著作物の引渡し時に委託者に無償で譲渡

するものとする。 

２ 委託者は、成果物が著作物に該当するとしないとにかかわらず、当該成果物の内容を受託者の承

諾なく自由に公表することができる。 

３ 委託者は、成果物が著作物に該当する場合には、受託者が承諾したときに限り、既に受託者が当

該著作物に表示した氏名を変更することができる。 

４ 受託者は、成果物が著作物に該当する場合において、委託者が当該著作物の利用目的の実現のた

めにその内容を改変するときは、その改変に同意する。また、委託者は、成果物が著作物に該当し
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ない場合には、当該成果物の内容を受託者の承諾なく自由に改変することができる。 

５ 受託者は、成果物（業務を行う上で得られた記録を含む。）が著作物に該当するとしないとにか

かわらず、委託者が承諾した場合には、当該成果物を使用又は複製し、又第１条第５項の規程にか

かわらず、当該成果物の内容を公表することができる。 

６ 委託者は、受託者が成果物の作成に当たって開発したプログラム（著作権法第１０条第１項第９

号に規定するプログラムの著作物をいう。）及びデータベース（著作権法第１２条の２に規定する

データベースの著作物をいう。）について、受託者が承諾した場合には、別に定めるところにより、

当該プログラム及びデータベースを利用することができる。 

 （一括再委託の禁止） 

第５条 受託者は、業務の全部又は主たる部分を一括して第三者に委任し、又は委託してはならない。 

  ただし、業務の一部であってあらかじめ委託者の承諾を得た場合はこの限りではない。 

 （特許権等の使用） 

第６条 受託者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護されてい

る第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっているものを使用するときは、その使

用に関する一切の責任を負わなければならない。 

 （業務管理者） 

第７条 受託者は、業務管理者を選任し、その氏名その他必要な事項を委託者に通知しなければなら

ない。 

２ 業務管理者は、この契約の履行に関し、その運営及び統括を行うほか、業務委託料の変更、業務

期間の変更、業務委託料の請求及び受領並びにこの契約の解除に係る権限を除き、この契約に基づ

く受託者の一切の権限を履行することができる。   

３ 委託者は、業務管理者又は第５条の規定により受託者から業務を委任され、若しくは請け負った

者がその業務の遂行につき著しく不適当と認められるときは、受託者に対して、その理由を明示し

た書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。    

４ 受託者は、前項の規定による請求があったときは、当該請求に係る事項について決定し、その結

果を請求を受けた日から１０日以内に委託者に通知しなければならない。 

 （調査社員） 

第８条 委託者は、調査社員を置いたときは、その氏名を受託者に通知しなければならない。調査社

員を変更したときも、同様とする。 

２ 調査社員は、この契約書の他の条項に定めるもの及びこの契約書に基づく委託者の権限とされる

事項のうち委託者が必要と認めて調査社員に委任したもののほか、仕様書に定めるところにより、

次に掲げる権限を有する。 

 一 委託者の意図する業務を完了させるための受託者又は受託者の業務管理者に対する業務に関す

る指示 

 二 この契約書および仕様書の記載内容に関する受託者の確認の申出又は質問に対する承諾又は回

答 

 三 この契約の履行に関する受託者又は受託者の業務管理者との協議 

 四 業務の進捗の確認、仕様書の記載内容と履行内容との照合その他この契約の履行状況の調査 

３ 委託者は、２名以上の調査社員を置き、前項の権限を分担させたときにあってはそれぞれの調査

社員の有する権限の内容を、調査社員にこの契約書に基づく委託者の権限の一部を委任したときに
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あっては当該委任した権限の内容を、受託者に通知しなければならない。 

４ 第２項の規定に基づく調査社員の指示又は承諾は、原則として、書面により行わなければならな

い。 

５ この契約書に定める書面の提出は、仕様書に定めるものを除き、調査社員を経由して行うものと

する。この場合においては、調査社員に到達した日をもって委託者に到達したものとみなす。 

（業務計画書の提出） 

第９条 受託者は、この契約締結後、１４日以内に仕様書に基づき、業務計画書を作成し、委託者に

提出しなければならない。 

 （条件変更等） 

第１０条 受託者は、業務を遂行するに当たり、次の各号の一に該当する事実を発見したときは、そ

の旨を直ちに委託者に通知しなければならない。 

 一 仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書が一致しないこと（これらの優先順位が

定められている場合を除く。）。 

 二 仕様書に誤謬又は脱漏があること。 

 三 仕様書の表示が明確でないこと。 

 四 履行上の制約等仕様書に示された自然的又は人為的な履行条件が実際と相違すること。 

 五 仕様書に明示されていない履行条件について予期することのできない特別な状態が生じたこ

と。 

２ 委託者は、前項の規定による通知があったときは、直ちに調査を行わなければならない。この場

合において、受託者は委託者の行う調査に立ち会わなければならない。 

 （仕様書の変更） 

第１１条 委託者は、必要があると認めるときは、仕様書の変更内容を受託者に通知して、仕様書を

変更することができる。この場合において、委託者は、必要があると認められるときは業務委託料

を変更し、又は受託者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 （業務の一時中止） 

第１２条 委託者は、必要があると認めるときは、業務の中止内容を受託者に通知して、業務の全部

又は一部を一時中止させることができる。 

２ 委託者は、前項の規定により業務を一時中止した場合において、必要があると認められるときは

業務委託料を変更し、又は受託者が業務の続行に備え業務の一時中止に伴う増加費用を必要とした

とき若しくは受託者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

（適正な業務期間の設定） 

第１３条 委託者は、業務期間の延長又は短縮を行うときは、この業務に従事する者の労働時間その

他の労働条件が適正に確保されるよう、やむを得ない事由により業務の実施が困難であると見込ま

れる日数等を考慮しなければならない。 

 （受託者の請求による業務期間の延長） 

第１４条 受託者は、その責めに帰すことができない事由により業務期間内に業務を完了することが

できないときは、その理由を明示した書面により委託者に業務期間の延長変更を請求することがで

きる。 

２ 委託者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるときは、業務

期間を延長しなければならない。委託者は、その業務期間の延長が委託者の責めに帰すべき事由に
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よる場合においては、業務委託料について必要と認められる変更を行い、又は受託者に損害を及ぼ

したときは必要な費用を負担しなければならない。 

（委託者の請求による業務期間の短縮等） 

第１５条 委託者は、特別の理由により業務期間を短縮する必要があるときは、業務期間の短縮変更

を受託者に請求することができる。 

２ 委託者は、前項の場合において、必要があると認められるときは、業務委託料を変更し、又は受

託者に損害を及ぼしたときは、必要な費用を負担しなければならない。 

 （業務期間の変更方法） 

第１６条 業務期間の変更については、委託者と受託者で協議して定める。ただし、協議開始の日か

ら１４日以内に協議が整わなかったときは、委託者が定め、受託者に通知する。 

 （業務委託料の変更方法等） 

第１７条 業務委託料の変更については、委託者と受託者で協議して定める。ただし、協議開始の日

から１４日以内に協議が整わない場合には、委託者が定め、受託者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、委託者が受託者の意見を聴いて定め、受託者に通知するものと

する。ただし、委託者が業務委託料の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しな

い場合には、受託者は協議開始の日を定め、委託者に通知することができる。 

３ この契約書の規定により、受託者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に委託者が

負担する必要な費用の額については、委託者と受託者で協議して定める。 

 （一般的損害の負担） 

第１８条 業務の完了前に、業務を行うにつき生じた損害（次条に規定する損害を除く。）について

は、受託者がその費用を負担する。ただし、その損害のうち委託者の責めに帰すべき事由により生

じたものについては、委託者が負担する。 

（第三者に及ぼした損害） 

第１９条 業務を行うにつき第三者に及ぼした損害について、当該第三者に対して損害の賠償を行わ

なければならないときは、受託者がその賠償額を負担する。 

 （業務委託料の変更に代える仕様書の変更） 

第２０条 委託者は、第１１条、第１２条、第１４条、第１５条及び第１８条の規定により業務委託

料を増額すべき場合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、業務委託料の

増額又は負担額の全部又は一部に代えて仕様書を変更することができる。この場合において、仕様

書の変更内容は、委託者と受託者で協議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議

が整わない場合には、委託者が定め、受託者に通知する。 

２ 前項の協議開始の日については、委託者が受託者の意見を聴いて定め、受託者に通知しなければ

ならない。ただし、委託者が前項の業務委託料を増額すべき事由又は費用を負担すべき事由が生じ

た日から７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受託者は、協議開始の日を定め、委託者

に通知することができる。 

 （検査及び引渡し） 

第２１条 受託者は、業務を終了したときは、その旨を委託者に通知しなければならない。 

２ 委託者又は委託者が検査を行う者として定めた社員（以下「検査員」という。）は、前項の規定

による通知を受けたときは、通知を受けた日から１４日以内に受託者の立会いの上、業務の終了を

確認するための検査を完了し、当該検査の結果を受託者に通知しなければならない。 
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３ 委託者は、前項の検査によって業務の完了を確認した後、受託者が成果物の引渡しを申し出たと

きは、直ちに当該成果物の引渡しを受けなければならない。 

４ 受託者は、業務が前２項の検査に合格しないときは、直ちに必要な措置を講じて委託者の検査を

受けなければならない。 

 （業務委託料の支払） 

第２２条 受託者は、前条第２項の検査に合格したときは、業務委託料の支払を請求することができ

る。 

２ 委託者は、前項の規定により請求があったときは、請求を受けた月の翌月末日までに業務委託料

を支払わなければならない。 

３ 委託者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に検査をしないときは、その期限を

経過した日から検査をした日までの期間の日数は、前項の期間（以下「約定期間」という。）の日

数から差し引くものとする。この場合において、その遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、

約定期間は、遅延日数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。 

（契約不適合責任） 

第２３条 委託者は、引き渡された成果物が種類又は品質に関して契約の内容に適合しないもの（以

下「契約不適合」という。）であるときは、受託者に対し、成果物の修補又は代替物の引渡しによ

る履行の追完を請求することができる。 

２ 前項の場合において、受託者は、委託者に不相当な負担を課するものでないときは、委託者が請

求した方法と異なる方法による履行の追完をすることができる。 

３ 第１項の場合において、委託者が相当の期間を定めて履行の追完の催告をし、その期間内に履行

の追完がないときは、委託者は、その不適合の程度に応じて代金の減額を請求することができる。

ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、催告をすることなく、直ちに代金の減額を請求す

ることができる。 

一 履行の追完が不能であるとき。 

二 受託者が履行の追完を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

三 成果物の性質又は当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなければ契

約をした目的を達することができない場合において、受託者が履行の追完をしないでその時期を

経過したとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、委託者がこの項の規定による催告をしても履行の追完を受ける見

込みがないことが明らかであるとき。 

（委託者の任意解除権） 

第２４条 委託者は、業務が完了するまでの間は、次条又は第２６条の規定によるほか、必要がある

ときは、この契約を解除することができる。 

２ 委託者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受託者に損害を及ぼしたときは、

その損害を賠償しなければならない。 

（委託者の催告による解除権） 

第２５条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは相当の期間を定めてその履行の

催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただし、その期間を

経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、

この限りでない。 
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一 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 

二 履行期間内に完了しないとき又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する見込みがない

と認められるとき。 

三 業務管理者を配置しなかったとき。 

四 正当な理由なく、第２３条第１項の履行の追完がなされないとき。 

五 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

（委託者の催告によらない解除権） 

第２６条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除するこ

とができる。 

一 第３条の規定に違反して業務委託料債権を譲渡したとき。 

二 この契約の成果物を完成させることができないことが明らかであるとき。 

三 受託者がこの契約の成果物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

四 受託者の債務の一部の履行が不能である場合又は受託者がその債務の一部の履行を拒絶する意

思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することができな

いとき。 

五 契約の成果物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履行しなけれ

ば契約をした目的を達することができない場合において、受託者が履行をしないでその時期を経

過したとき。 

六 前各号に掲げる場合のほか、受託者がその債務の履行をせず、委託者が前条の催告をしても契

約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるとき。 

七 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に

規定する暴力団員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると認めら

れる者に業務委託料債権を譲渡したとき。 

八 第２８条又は第２９条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

九 受託者が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受託者が個人である場合にはその者を、受託者が法人である場合にはその役員又は

その支店若しくは常時業務等の契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同

じ。）が暴力団員であると認められるとき。 

ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 

ヘ 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方がイからホまでのいずれかに該当することを

知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

ト 受託者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託契約その他の契約の相手方として

いた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、委託者が受託者に対して当該契約の解除を求め、
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受託者がこれに従わなかったとき。 

（委託者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第２７条 第２５条各号又は前条各号に定める場合が委託者の責めに帰すべき事由によるものである

ときは、委託者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（受託者の催告による解除権） 

第２８条 受託者は、委託者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告をし、

その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期間を経過した

時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限り

でない。 

（受託者の催告によらない解除権） 

第２９条 受託者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することができ

る。 

一 第１１条の規定により仕様書を変更したため業務委託料が３分の２以上減少したとき。 

二 第１２条の規定による業務の一時中止期間が履行期間の１０分の５（履行期間の１０分の５が

６月を超えるときは、６月）を超えたとき。ただし、一時中止が業務の一部のみの場合は、その

一部を除いた他の部分の業務が完了した後３月を経過しても、なおその一時中止が解除されない

とき。 

（受託者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第３０条 第２８条又は前条各号に定める場合が受託者の責めに帰すべき事由によるものであるとき

は、受託者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

（解除に伴う措置） 

第３１条 委託者は、この契約が業務の完了前に解除された場合において、受託者が既に業務を終了

した部分があると認めたときは、既履行部分を検査の上、当該検査に合格した部分に相応する業務

委託料（以下「既履行部分業務委託料」という。）を受託者に支払わなければならない。 

２ 前項に規定する既履行部分業務委託料は、委託者と受託者で協議して定める。ただし、協議開始

の日から１４日以内に協議が整わない場合には、委託者が定め、受託者に通知する。 

３ 業務の完了後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理については委託者及

び受託者が民法の規定に従って協議して決める。 

（委託者の損害賠償請求等） 

第３２条 委託者は、受託者が次の各号のいずれかに該当するときは、これによって生じた損害の賠

償を請求することができる。 

一 履行期間内に業務を完了することができないとき。 

二 この契約の成果物に契約不適合があるとき。 

三 第２５条又は第２６条の規定により成果物の引渡し後にこの契約が解除されたとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能であ

るとき。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、前項の損害賠償に代えて、受託者は、業務委託料の１０

分の１に相当する額を違約金として委託者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 第２５条又は第２６条の規定により成果物の引渡し前にこの契約が解除されたとき。 

二 成果物の引渡し前に、受託者がその債務の履行を拒否し、又は受託者の責めに帰すべき事由に
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よって受託者の債務について履行不能となったとき。 

３ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場合とみなす。 

一 受託者について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成１６年法律第７５号）

の規定により選任された破産管財人 

二 受託者について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成１４年法律第１

５４号）の規定により選任された管財人 

三 受託者について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）の規定により選任された再生債務者等 

４ 第１項各号又は第２項各号に定める場合（前項の規定により第２項第二号に該当する場合とみな

される場合を除く。）がこの契約及び取引上の社会通念に照らして受託者の責めに帰することがで

きない事由によるものであるときは、第１項及び第２項の規定は適用しない。 

５ 第１項第一号に該当し、委託者が損害の賠償を請求する場合の請求額は、業務委託料から既履行

部分に相応する業務委託料を控除した額につき、遅延日数に応じ、年２．５パーセントの割合で計

算した額とする。 

（受託者の損害賠償請求等） 

第３３条 受託者は、委託者が次の各号のいずれかに該当する場合はこれによって生じた損害の賠償

を請求することができる。ただし、当該各号に定める場合がこの契約及び取引上の社会通念に照ら

して委託者の責めに帰することができない事由によるものであるときは、この限りでない。 

一 第２８条又は第２９条の規定によりこの契約が解除されたとき。 

二 前号に掲げる場合のほか、債務の本旨に従った履行をしないとき又は債務の履行が不能である

とき。 

２ 第２２条第２項の規定による業務委託料の支払いが遅れた場合においては、受託者は、未受領金

額につき、遅延日数に応じ、年２．５パーセントの割合で計算した額の遅延利息の支払いを委託者

に請求することができる。 

（契約不適合責任期間等） 

第３４条 委託者は、引き渡された成果物に関し、第２１条第３項又は第４項の規定による引渡し（以

下この条において単に「引渡し」という。）を受けた日から２年以内でなければ、契約不適合を理

由とした履行の追完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解除（以下この条にお

いて「請求等」という。）をすることができない。 

２ 前項の請求等は、具体的な契約不適合の内容、請求する損害額の算定の根拠等当該請求等の根拠

を示して、受託者の契約不適合責任を問う意思を明確に告げることで行う。 

３ 委託者が第１項に規定する契約不適合に係る請求等が可能な期間（以下この項及び第６項におい

て「契約不適合責任期間」という。）の内に契約不適合を知り、その旨を受託者に通知した場合に

おいて、委託者が通知から１年が経過する日までに前項に規定する方法による請求等をしたときは、

契約不適合責任期間の内に請求等をしたものとみなす。 

４ 委託者は、第１項の請求等を行ったときは、当該請求等の根拠となる契約不適合に関し、民法の

消滅時効の範囲で、当該請求等以外に必要と認められる請求等をすることができる。 

５ 前各項の規定は、契約不適合が受託者の故意又は重過失により生じたものであるときには適用せ

ず、契約不適合に関する受託者の責任については、民法の定めるところによる。 

６ 民法第６３７条第１項の規定は、契約不適合責任期間については適用しない。 
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７ 委託者は、成果物の引渡しの際に契約不適合があることを知ったときは、第１項の規定にかかわ

らず、その旨を直ちに受託者に通知しなければ、当該契約不適合に関する請求等をすることはでき

ない。ただし、受託者がその契約不適合があることを知っていたときは、この限りでない。 

８ 引き渡された成果物の契約不適合が仕様書の記載内容、委託者の指示又は貸与品等の性状により

生じたものであるときは、委託者は当該契約不適合を理由として、請求等をすることができない。

ただし、受託者がその記載内容、指示又は貸与品等が不適当であることを知りながらこれを通知し

なかったときは、この限りでない。 

（紛争の解決） 

第３５条 この契約の各条項において委託者と受託者で協議して定めるものにつき協議が整わなかっ

たときに委託者が定めたものに受託者が不服がある場合その他契約に関して委託者と受託者の間に

紛争を生じた場合には、委託者及び受託者は、委託者受託者双方の同意により選任した調停人のあ

っせん又は調停によりその解決を図る。この場合において、紛争の処理に要する費用については、

委託者と受託者で協議して特別の定めをしたものを除き、委託者と受託者のそれぞれが負担する。 

２ 前項の規定にかかわらず、委託者又は受託者は、必要があると認めるときは、同項に規定する手

続前又は手続中であっても同項の委託者と受託者の間の紛争について民事訴訟法（平成８年法律第

１０９号）に基づく訴えの提起又は民事調停法（昭和２６年法律第２２２号）に基づく調停の申立

てを行うことができる。 

（談合等の不正行為に係る違約金） 

第３６条 本契約に関し、受託者が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受託者は、委託

者の請求に基づき、契約期間全体の支払総額の１０分の１に相当する金額を違約金（損害賠償額の

予定）として委託者の指定する期間内に支払わなければならない。本契約が終了した後も同様とす

る。 

一 本契約に関し、受託者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第

５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は受託者が構成事業者である

事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が受託者に

対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の

規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定した

とき（確定した当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り消された場合を含

む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命

令が受託者又は受託者が構成事業者である事業者団体（以下「受託者等」という。）に対して行

われたときは、受託者等に対する命令で確定したものをいい、受託者等に対して行われていない

ときは、各名宛人に対する命令すべてが確定した場合における当該命令をいう。次号において「納

付命令又は排除措置命令」という。）において、本契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第

１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。 

三 納付命令又は排除措置命令により、受託者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違

反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合

において、本契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が受託者に

対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である

当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、
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かつ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

四 本契約に関し、受託者（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４０年

法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規

定する刑が確定したとき。 

２ 受託者が前項の違約金を委託者の指定する期間内に支払わないときは、受託者は、当該期間を経

過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年２．５パーセントの割合で計算した額の遅延利

息を委託者に支払わなければならない。 

（補則） 

第３７条 この契約に定めのない事項又は疑義が生じた事項については、必要に応じて委託者と受託

者で協議して定める。 
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第１  業務案件の概要に関する事項 

１  業務件名 

総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度） 

２  業務期間 

契約日から令和９年３月 31日までとする。 

３  業務背景 

環境省が策定した「中間貯蔵施設への除去土壌等の輸送に係る基本計画（平成 26

年 11月）」（以下「輸送基本計画」という。）においては、大量の除去土壌等を安全か

つ効率的に輸送するため、輸送対象物の全数管理及び輸送車両の運行管理を行うため

のシステムを構築することとしている。このシステムは、環境省から委託を受け中間

貯蔵・環境安全事業株式会社（以下「JESCO」という。）が構築し、平成 28年３月に

次期総合管理システム（以下「総合管理システム」という。）としてリリースした。 

総合管理システムの構築にあたっては、輸送対象物の全数管理及び輸送車両の運行

管理、輸送に関与するすべての業務従事者の被ばく情報管理、輸送経路等のモニタリ

ング情報管理を実現し、輸送基本計画に示す３原則の確保に資することを目的とし

た。 

 安全かつ確実に輸送を実施すること 

 短期間かつ円滑に輸送を実施すること 

 国民及び関係機関の理解と協力の下、輸送を実施すること 

４  業務目的 

平成 27年度に設計・開発した「総合管理システム」（フレコンの全数管理及び輸送車

両の運行管理等）においては、輸送量に対応したシステム運用を行えるようにシステム

機能改良やシステムの整備を行ってきた。 

一方で、システムを稼働させるためのサーバー等について、機器のサポート期限（保

守対象期限）及びサーバーOS のサポート終了時期も迫っていることから、サーバー環

境等の更新が必要である。 

本業務は、今後の輸送量に応じた処理が可能なサーバー構成とリソースの見直しを

実施した上で、サーバー環境の更新並びに、試験運用及び関連する保守を行うものであ

る。 

 

５  業務スケジュール 

本業務において想定する業務スケジュールを「図１ 想定する業務スケジュール」に

示す。システム移行は令和８年 12月末に実施する。なお、業務完了検査日については、

調査社員より別途指示する。 
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図１ 想定する業務スケジュール 

 

 

  

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

イベント

システム設計等引継ぎ

設計および設計書の作成

新運用環境等の構築

動作検証

システム移行

試験運用及び関連保守業務

内容

令和９年令和８年

△
切替

システム設計等引継ぎ

設計および設計書の作成

サーバ環境等の構築

試験運用及び関連保守業務

システム移行

動作検証

△
キックオフ

△
完了

△
試験運用開始

△
リハーサル

△
DNS移行



3 

 

第２  作業の実施内容に関する事項 

総合管理システムが稼働する現運用環境の移行環境として、「別紙１ 総合管理シス

テムの基盤移行業務（令和７年度）要求仕様書」に基づく新運用環境の構築及びシス

テム移行を実施する。 

本業務は、今後の輸送量に応じた処理が可能なサーバー構成とリソースの見直しを

実施した上で、サーバー環境の更新並びに、試験運用及び関連する保守を行うもので

ある。 

１  システム設計等引継ぎ 

・総合管理システムの説明及び設計書等の引継ぎを現ベンダーより受け、新運用環

境の構築及び新運用環境における試験運用・関連保守を行う準備をすること。 

２  設計及び設計書の作成 

・新運用環境でのシステム方式(セキュリティー対策、バックアップ方針等）、サー

バー・ソフトウェア構成等の設計、及び設計書を作成し、調査社員の承諾得る

こと。 

・現運用環境で動作するアプリケーションプログラム、バッチ処理プログラム及び

スマートフォン向けアプリケーションについては、プログラムの改修は行わ

ず、設定変更等で新運用環境に対応する。ただし、一部のアプリケーションプ

ログラム及びバッチ処理プログラムについて、プログラム内の環境依存箇所の

修正を行うこと。 

３  新運用環境等の構築 

・クラウドサービス等の設定、サーバーアプリケーション等が動作する各種サーバ

ーの実行環境の整備、アプリケーション等の配備・設定、及び運用に必要な監

視設定等を行い、新運用環境を動作検証前に構築すること。 

・クラウドサービスのコンピューターリソース及び各種サービス等は委託者より提

供するので、受託者にて設定を行うこと。 

・新運用環境として、本番環境、練習環境、及び検証環境の３つの環境を整備する

こと。 

・新運用環境向け各種プログラムのビルドが行える環境を整備すること。 

・ユーザーが Webブラウザー等でアクセスを行う際に利用するドメイン

（www1.jescoweb.jp等）は引き続き利用できるものとし、DNSの管理を先行し

て令和８年８月末までに移行して管理すること。 

・新運用環境において使用するミドルウェア等（アプリケーションサーバーソフ

ト、Job制御ソフト、アンチウイルスソフト等）の調達を行うこと。 
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４  動作検証 

・３で構築する新運用環境において、総合管理システムの各種アプリケーションプ

ログラム及びバッチ処理プログラム等が正常に動作することの検証をシステム

移行前に行うこと。ただし、端末アプリについては動作環境に変更が無いこと

から検証対象外とする。 

・３で構築する新運用環境において、運用で想定するシステム負荷（900台の輸送

車両及び 300 ユーザー同時利用）にて、正常に運用が可能であるかの検証をシ

ステム移行前に行うこと。 

・上記動作検証にあたり、動作検証計画書を作成し、調査社員の承諾を得ること。 

・動作検証後、検証結果について調査社員に報告し、承諾を得ること。 

５  システム移行 

・現運用環境から、３で構築する新運用環境へデータ等の移行を行うこと。 

・最終的な移行作業を行う前にリハーサルを実施すること。 

・新運用環境での運用開始に伴い、現運用環境のドメインを引き続き利用できるよ

う DNSの切替えを先行して行うこと。 

・上記作業実施後、新運用環境にて、移行後の動作確認及び確認結果の報告を調査

社員に行うこと。 

・新運用環境への移行は令和８年 12月末に実施すること。詳細日程は調査社員よ

り指示する。 

６  システム移行後の新運用環境での試験運用及び関連保守について 

・システム移行後の新運用環境での運用を行う為の運用実施要領を作成し、調査社

員の承諾を得ること。 

・システム移行後の新運用環境での保守を行う為の保守実施要領を作成し、調査社

員の承諾を得ること。 

・運用実施要領、保守実施要領を基に、システム移行後から令和９年３月 31日ま

で試験運用及び関連保守を行うこと。運用、保守の内容について「別紙４ 試

験運用・関連保守に係る業務 一覧」に記載する。 

・試験運用及び関連保守期間において、状況及び課題を調査社員に報告すること。

基本的に報告は週に１回とするが、報告時期及び内容については調査社員と調

整すること。 
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第３  作業の実施要領に関する事項 

１  プロジェクト管理 

プロジェクト管理に係る基本的な要件を以下に示す。 

（１）業務計画書作成 

① 受託者は、本業務の各作業工程を明確に示すスケジュール、作業体制及びプロ

ジェクト管理の実施手順を定義したプロジェクト管理要領等を含む、業務計画

書を作成し、調査社員の承諾を得ること。 

② 本業務遂行中に、業務計画書等の修正及び見直しが必要となる場合、速やかに

再提出し、調査社員の承諾を得ること。 

（２）進捗管理 

① 受託者は、WBS（Work Breakdown Structure）等により作業工程ごとに必要な成

果物、作業タスクを明確にすること。 

② 受託者は、本業務に係る進捗管理等を含むプロジェクト管理の実施にあたり、

プロジェクト管理状況に係る資料を調査社員へ提出すること。 

（３）品質管理 

受託者は、作業工程毎に品質評価基準等を設定し、品質目標・評価結果を調査

社員に報告すること。 

（４）コミュニケーション管理 

① 受託者は、委託者の参加を求め、作業工程毎における各種作業に関する打合せ、

成果物等のレビュー、進捗確認及び課題共有等を行うための会議を開催するこ

と。 

② 進捗確認及び課題共有等を行う為の会議を月２回定例実施すること。会議は

Web会議等にて実施するものとする。 

③ 会議を開催したときは議事録を作成し、調査社員の承諾を得ること。 

（５）課題管理 

① 受託者は本業務を行う上で対応・解決が必要となった課題については、その内

容、発生日、優先度、担当者、対応状況、対応策、対応結果、及び解決日等の

情報を整理して記録すること。 

② 受託者は①の情報を定期的（月２回を想定）及び緊急性がある場合はその都度

委託者に報告し、課題の経過状況を共有するとともに、迅速な解決に取り組む

こと。 

（６）リスク管理 

① 本業務の遂行に影響を与えるリスクを予め特定し、その発生要因、発生確率、
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及び影響度について想定するとともに、リスク回避策及び軽減策を策定するこ

と。 

② リスクの発生に備え、緊急対応時の体制及び計画を整備すること。 

（７）セキュリティー管理 

① 受託者内の品質管理部門等の第三者、又は外部機関によるセキュリティー監査

を実施し、セキュリティー監査結果に対する改善や対策の実施状況について、

調査社員に報告すること。 

② セキュリティーに関する事故及び障害等が発生した場合は、速やかに調査社員

に報告し、対応策について協議すること。 

２  成果物の範囲、納品期日等 

（１）成果物 

本業務の成果物を以下に示す。 

表１ 成果物一覧 

No 成果物名 納品期日 

１ 業務計画書 業務期間開始から２週間以内 

２ 移行計画書 業務期間開始から３か月以内 

３ 動作検証計画書 動作検証の実施１か月前まで 

４ 動作検証結果報告書 動作検証終了後１週間以内 

５ 移行結果報告書 システム移行終了後２週間以内 

６ 会議議事録 会議終了後５営業日以内 

７ 運用実施要領 システム移行の２週間前まで 

８ 保守実施要領 システム移行の２週間前まで 

９ サーバー・ソフトウェア構成表 業務完了検査日の１週間前まで 

10 ライセンス関係書類一式 業務完了検査日の１週間前まで 

11 設計書（各アプリケーション、方式等） 業務完了検査日の１週間前まで 

12 ソースコード一式 業務完了検査日の１週間前まで 

13 実行プログラム一式 業務完了検査日の１週間前まで 

14 業務完了報告書 業務完了後速やかに 

 

（２）提出部数 

紙媒体：業務完了報告書 １部（A4 版 30 頁程度） 

ライセンス関係書類 各１部 

電子媒体：全ての成果物の電子データを収納した電子媒体 DVD-R等 ２式 

 

（３）納品方法等 

成果物の納品方法等に係る要件を以下に示す。 

① 成果物は、全て日本語で作成すること。 



7 

 

② 用字・用語・記述符号の表記については、「公用文作成の考え方（建議）」（令和

４年１月７日文化審議会）」を参考にすること。 

③ 情報処理に関する用語の表記については、日本産業規格（JIS）の規定を参考に

すること。 

④ 電子媒体による納品について、Microsoft Office Open XML形式及び PDF形式

で作成し、CD又は DVDに格納して納品すること。なお、業務名称、実施年度を

収納ケース及び DVD-R等に必ず印刷により付記すること。 

⑤ 図表等の元データも併せて納品すること。 

⑥ 成果物の作成に当たって、特別なツールを使用する場合は、調査社員の承諾得

ること。 

⑦ 成果物が外部に不正に使用されたり、納品過程において改ざんされたりするこ

とのないよう、安全な納品方法を提案し、成果物の情報セキュリティーの確保

に留意すること。 

⑧ 電磁的記録媒体により納品する場合は、不正プログラム対策ソフトウェアによ

る確認を行う等して、成果物に不正プログラムが混入することのないよう、適

切に対処すること。 

 

（４）納品場所 

原則として、成果物は次の場所において引渡しを行うこと。ただし、委託者が納

品場所を別途指示する場合はこの限りではない。 

〒105－0014 

東京都港区芝一丁目 7番 17号 住友不動産芝ビル 3号館 7F 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 中間貯蔵事業部 

 

第４  システム移行後の運用・保守に係る業務に関する事項 

本業務の構築実績が良好と認められた場合、所用の予算措置が講じられることを前

提に、引き続き、令和９年度における本システムの運用・保守に係る業務の契約締結

する場合がある。 
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第５  作業の実施体制・方法に関する事項 

１  作業実施体制 

総合管理システムの基盤移行業務作業体制について、求める要件及び体制図を

「  

図２ 業務実施体制図」に示す。 

① 本書に示す要件を満たし、一貫性を持って本業務の実施が可能な専任体制の構

築に努めること。 

② 業務管理者及び主任技術者については、契約期間中は同一人物が継続した対応

を行うこと。また、業務要件整理が出来る人材や品質管理体制等にも配慮した

体制で臨むこと。 
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図２ 業務実施体制図 
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２  作業要員に求める資格等 

（１）業務管理者の資格 

業務管理者とは、本業務全体を統括・管理するとともに、全てにおいて責任

を持つ者である。業務管理者は以下の全ての要件を満たすものとする。なお、

病気等により当該者が本業務を遂行できない状況が生じた場合は、当該者と同

等の能力及び資格を有する要員を配置すること。 

① 類似するシステムの設計及び開発・運用保守に係るプロジェクト管理の実務経

験を 10年以上有すること。 

② 情報処理技術者試験の資格であるプロジェクトマネージャー又は PMI（米国プ

ロジェクトマネジメント協会）が認定する PMP（ Project Management 

Professional）の資格を有すること。 

③ 受託者と直接的かつ恒常的な雇用関係（契約日から業務完了まで）にあること。 

（２）主任技術者の資格 

主任技術者とは、総合管理システムを構成する各サブシステム単位（サブシ

ステム及び方式）で、取りまとめ役として開発管理を行う者であり、調査社員

と調整する者である。 

以下に示す要件を満たす主任技術者を配置すること。 

① 主任技術者全員が、システム設計、開発等の実務経験を５年以上有すること。

また、担当する各サブシステムの内容に応じて、当該サブシステムと同等規模

のシステム開発等業務に関する知識、スキル及び経験を有すること。 

② 受託者と直接的かつ恒常的な雇用関係（契約日から業務完了まで）にあること。 

 

（３）情報セキュリティー統括責任者の資格 

情報セキュリティー統括責任者とは、本業務において、情報セキュリティー

に関する統括責任を担う者である。情報セキュリティー統括責任者は以下の要

件を満たす者を配置すること。なお、病気等により当該者が本業務を遂行でき

ない状況が生じた場合は、当該者と同等の能力及び資格を有する要員を配置す

ること。 

①  （ISC）2（International Information Systems Security Certification 

Consortium）が認定する CISSP 認定資格者又は情報セキュリティーに係る国家

資格である情報処理安全確保支援士の資格を有する、又はこれと同等以上の能

力があること。 

② 受託者と直接的かつ恒常的な雇用関係（契約日から業務完了まで）にあること。 
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３  作業場所等 

本業務の作業場所及び作業に当たり必要となる設備、備品及び消耗品等について

は、受託者の責任において用意すること。また、必要に応じて調査社員が現地確認を

実施できるものとする。 

  



12 

 

第６  業務の実施に当っての遵守事項 

１  秘密保持、資料の取り扱い 

① 受託者は、本業務において、委託者から提供された資料及び情報、並びに総合

管理システムに関する情報等について、厳格に管理すること。 

② 受託者は、本業務において、委託者から提供された資料及び情報、並びに総合

管理システムに関する情報等について、本業務の関係する作業以外の目的に利

用しないこと。 

③ 委託者から貸与された資料及び情報は、本業務完了後、委託者に返却するとと

もに、確実に全てを返却したことを証する資料を提出すること。 

２  遵守する法令等 

受託者は、中間貯蔵事業に係る各種計画及び方針、並びに関連する各種法令を遵守

すること。 

３  その他文書、標準への準拠 

受託者は、本業務の実施にあたり、情報システムに係る以下のガイドライン等に準

拠すること。 

① 情報セキュリティガイドライン（別紙５ 参照） 

② 政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準（令和５年度版）

（内閣サイバーセキュリティセンター） 

③ サイバー攻撃による重要インフラサービス障害等の深刻度評価基準（初版）

（内閣サイバーセキュリティセンター） 

④ 「高度標的型攻撃」対策に向けたシステム設計ガイド（独立行政法人 情報

処理推進機構） 

⑤ IT製品の調達におけるセキュリティ要件リスト活用ハンドブック（独立行政

法人 情報処理推進機構） 
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第７  成果物の取扱いに関する事項 

１  知的財産権の帰属 

① 本業務に関し作成・変更・更新されるドキュメント類及びプログラムの著作権

（著作権法第 21 条から第 28 条に定めるすべての権利を含む）は、受託者が本

業務以前より権利を保有していた等の明確な理由により、本業務に係る契約時

等にあらかじめ権利譲渡不可能と示されたもの以外、委託者が所有する現有資

産を移行等して発生した権利を含めて、すべて委託者に帰属するものとする。

また委託者は、納入された当該プログラムの複製物を、著作権法（昭和 45年法

律第 48 号）第 47 条の２の規定に基づき、複製、翻案すること及び当該作業を

第三者に委託し、当該者に行わせることができるものとする。 

② 本業務に係り発生した権利については、受託者は著作者人格権を行使しないも

のとする。 

③ 本業務に係り発生した権利については、今後、二次的著作物が作成された場合

等であっても、受託者は原著作物の著作権者としての権利を行使しないものと

する。 

④ 本業務に係り作成・変更・修正されるドキュメント類及びプログラム等に第三

者が権利を有する著作物が含まれる場合、受託者は当該著作物の使用に必要な

費用を負担するとともに使用許諾契約に係る一切の手続きを行うこと。この場

合は、事前に委託者へ報告し、承諾を得ること。 

⑤ 受託者は、委託者の事前の書面による承諾を得た場合を除き、この契約によっ

て生ずる権利又は義務の全部若しくは一部を第三者に譲渡、承継させてはなら

ない。ただし、売掛債権担保融資保証制度に基づく融資を受けるに当たり信用

保証協会及び中小企業信用保険法施行令（昭和 25年政令第 350 号）第１条の２

に規定する金融機関に対し債権を譲渡する場合は、この限りではない。その場

合、速やかにその旨を書面により委託者に届けなければならない。 

⑥ 本業務に係り第三者が有する著作物をめぐる紛争については、受託者の責任、

負担において一切を処理すること。 
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第８  その他 

① 本業務は、本仕様書による他、「中間貯蔵事業に関する調査・研究業務共通仕

様書（第 5.0版）」（令和６年 12月）に基づき実施するものとする。 

② 受託者は、本仕様書に疑義が生じたとき、本仕様書により難い事由が生じたと

き、あるいは本仕様書に記載のない事項については、必要に応じて調査社員と

協議すること。 

 

 

以上 
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１．業務要求 

１．１ 対象システムについて 

本業務は、運用中の総合管理システムが稼働する運用環境の利用期間終了に伴い、新運用環境の構

築、総合管理システムアプリケーション、及び業務データ等のデータ移行を行うものである。 

本業務の対象となる総合管理システムの概要を「図１ 総合管理システム概要」に示す。 

 

 

図１ 総合管理システム概要 

 

本業務において、新運用環境の構築と同時に移行するシステムの対象範囲を「表１ 総合管理システ

ム サブシステム概要」に示す。 

総合管理システムの各サブシステムの他、運用で利用している各種ツール等は全て移行対象とする。 

 

表１ 総合管理システム サブシステム概要 

サブシステム 概要 

共通機能 ・ 認証やシステム運用に必要な機能等の各サブシステム

で共通で利用する機能を提供する。 

トレーサビリティサブシステム ・ 除去土壌等の輸送について、属性（重量及び線量）、所

在並びにステータスを管理する。 

・ 除去土壌等の輸送車両の動態を管理する。 
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・ 除去土壌等の輸送開始に対する承認を行う。 

・ 除去土壌等の輸送に関する計画・実績を管理する。 

・ 除去土壌の輸送に関するステータスの登録を行う（Web

アプリ、端末アプリ）。 

被ばく情報サブシステム ・ 除去土壌等の輸送等に関する作業者（仮置場作業者、中

間貯蔵施設作業者、及び運転手等）の日次・月次等の被

ばく線量を集約する。 

・ 被ばく傾向を統計的に分析する。 

モニタリングサブシステム ・ JESCO が設置するモニタリングポスト等による空間線

量率等の測定結果を集約する。 

・ 輸送事業者等による空間線量率等の測定結果を集約す

る。 

外部情報公開サブシステム ・ JESCO が区域内及び区域境界に設置するリアルタイム

モニタリングポストによる空間線量率等の測定結果を

「放射線モニタリング情報」として Web 画面で外部公

開する。 

・ 除去土壌等の輸送車両が走行する高速道路、主要国道、

県道等の輸送路の状況について、区間毎の台数集計し

た結果を「除去土壌等の輸送車両の走行状況」として

Web画面で外部公開する。 

・ 区域内に滞在する除去土壌等の輸送車両の走行状況に

ついて、区間毎の台数集計結果を「区域内車両状況」と

して Web画面で限定した利用者に公開する。 

運用保守ツール ・ 運用保守業務にて、データの抽出や修正等で利用して

いる。 
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２．機能要求 

２．１ システム機能に係る要求 

総合管理システムのシステム機能については、現状機能（令和７年８月時点で保有する機能）を移行

し、継続して維持すること。 

各サブシステムが保有する機能については、「別紙２ 総合管理システム 機能一覧」を参照するこ

と。 

 

２．２ 構築環境に係る要求 

総合管理システムの運用環境として、「表２ 総合管理システム 運用環境」に示す環境を構築する

こと。 

 

表２ 総合管理システム 運用環境 

環境 概要 

本番環境 ・ 中間貯蔵施事業の工事実績やモニタリングデータ、被ばく情報等

の事業のデータを登録・参照する環境である。 

・ 施設実績管理システム、モニタリング収集システム等の外部シス

テムとの連携を行う。 

練習環境 ・ システム利用者が本番環境の利用前に操作訓練を行う環境であ

る。 

・ 上記の他、事業者が仮置場からの輸送を実施する前に行う事前走

行を確認する為の環境として利用する。 

・ 本番環境と同等の機能を有するが冗長構成は採用しない。 

・ 外部システムとの連携は行わない。 

・ バッチ処理等は行わない。 

検証環境 ・ アプリケーション保守、運用等で事前に検証等を行う環境である。 

・ 練習環境と同等の環境とする。 

 

２．３ システム環境に係る要求 

（１）システム環境について 

総合管理システムが稼働する新運用環境は Amazon Web Services（以下「AWS」という。）上に構築を

行うこととする。AWSのリソースは委託者にて調達を行い、受託者にリソース及びリソースを設定する

為の権限を提供する。 

新運用環境で構築対象となる本番環境、練習環境、及び検証環境は、それぞれ異なる VPC内に構築す

る。VPC間の接続は行わない。 

 

（２）外部から総合管理システムにアクセスする際の FQDNについて 

総合管理システムに Webブラウザーや端末アプリからアクセスする場合の FQDNを「表３ 総合管理

システム FQDN」に示す。 
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Webブラウザー及び端末アプリからのアクセスは httpsプロトコルのみとする。 

 

表３ 総合管理システム FQDN 

環境 FQDN 用途 備考 

本番環境 www1.jescoweb.jp. Web ブラウザー 

アクセス用 

アクセス時にクライア

ント証明書が必要 

mapp1.jescoweb.jp. 端末アプリ 

アクセス用 

 

www1.jesconet.co.jp. 外部公開サイト 

アクセス用 

本番環境のみ 

練習環境 practice.jescoweb.jp. Web ブラウザー 

アクセス用 

アクセス時にクライア

ント証明書が必要 

mapppractice.jescoweb.jp. 端末アプリ 

アクセス用 

 

検証環境 verification.jescoweb.jp. Web ブラウザー 

アクセス用 

アクセス時にクライア

ント証明書が必要 

mappverification.jescoweb.jp. 端末アプリ 

アクセス用 

 

 

新運用環境でも引き続き同じFQDNを利用することとし、jescoweb.jpドメインの管理（更新を含む）、

DNSの管理は受託者が行うこと。（jesconet.co.jpのドメイン管理は対象外とする） 

 

２．４ ソフトウェア等に係る要求 

総合管理システムは、「表４ 総合管理システム モジュール・ソフトウェア等」に示すモジュール・

ソフトウェアで構成される。 

総合管理システム固有のモジュール等は、現運用環境で利用しているモジュールのプログラムを変

更せずに、新運用環境に合わせて設定変更等を行うこととする。ただし、新運用環境にて動作等に支障

が生じる場合は、協議の上、プログラムの改修を行うこと。 

「表４ 総合管理システム モジュール・ソフトウェア等」に示すモジュール・ソフトウェアの他、

運用・保守（運用監視、セキュリティー関連等）にて必要となるソフトウェアもしくはサービスについ

て、受託者が提案を行い、調査社員の承諾を受け調達、設定を行うこと。ただし、AWSが提供するサー

ビスについては委託者にて調達を行う。 

 

表４ 総合管理システム モジュール・ソフトウェア等 

モジュール・ソフトウェ

ア 

内包するサブシステ

ム、機能等 

処理概要 備考 

Oracle Database DBMS 業務データ等を格納す

る。 

AWS サービス 

委託者が調達 
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Windows Server  OS 各プログラムの実行環

境。 

AWS サービス 

委託者が調達 

WebSAM JobCenter MG/SV Job管理 各種バッチ処理を制御

する。 

市販ソフトウェア 

受託者が調達 

WebOTX Application 

Server Standard 

アプリケーションサ

ーバー 

Javaベースのサーバー

アプリケーションの実

行環境を提供する。 

市販ソフトウェア 

受託者が調達 

Google Maps Platform 地図表示サービス トレーサビリティサブ

システム及び外部情報

公開サブシステムにて

表示する地図情報を提

供する。 

一般サービス 

受託者が調達 

Oracle Java8 SE 

Subscription  

 WebOTX、各種バッチ処

理の実行環境を提供す

る。 

市販ソフトウェア 

委託者が調達 

C2GmsWeb 共通機能 

トレーサビリティ 

モニタリング 

被ばく 

Web ブラウザーからの

アクセスに対する処理

を行う。 

WebOTX 上で実行され

る。 

C2GmsJson トレーサビリティ 端末アプリからのアク

セスに対する処理を行

う。 

WebOTX 上で実行され

る。 

C2GmsBatch トレーサビリティ 

モニタリング 

各種バッチ処理を行

う。 

JobCenter より起動さ

れ、OS+Java環境で実行

される。 

C2MpsWeb 外部情報公開 インターネット上に公

開しているページを提

供する。 

サーバー上のデータを

取り込み、Webブラウザ

ー上で動作する。 

HTML+JavaScript 

から構成される。 

端末アプリ 

 -現場アプリ 

  -車載アプリ 

トレーサビリティ 工事実績の登録をする

機能を提供する。 

端末アプリは、仮置場、

保管場等で主に輸送物

に関する登録を行う

「現場アプリ」と、輸送

車両の位置情報の取得

及びサーバーへの登録

端末アプリは、スマー

トフォン（Android12

以上）及びハンディタ

ーミナル（キーエンス 

DX-A600）で動作する

Android アプリとして

提供する。 

ミドルウェアとして
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を行う「車載アプリ」か

ら構成される。 

ReactNative＋

TypeScript を利用す

る。 

各種ツール 運用保守ツール 運用時の情報取得やデ

ータ修正等で利用す

る。 

OS 上で動作するバッチ

ファイルやシェルスク

リプト等から構成され

る。 

 

２．５ サーバー構成に係る要求 

新運用環境におけるサーバー・サービス構成案を「表５ 新運用環境 サーバー・サービス 基本構

成案」及び「図２ 新運用環境（本番環境） サーバー構成案」に示す。 

各サーバー・サービスの詳細については、「別紙３ 総合管理システム 環境別サーバー・サービス

構成案」を参照すること。 

受託者より、運用・保守（運用監視、セキュリティー関連等）を考慮したサーバー・サービスの構成

について提案を行い、調査社員の承諾を受けること。 

 その際、「表５ 新運用環境 サーバー・サービス 基本構成案」、「別紙３ 総合管理システム 環

境別サーバー・サービス構成案」に示す以外のサーバー・サービスを利用する場合や構成を変更するこ

とも可とする。 

 

表５ 新運用環境 サーバー・サービス 基本構成案 

サーバー・サービス 配置するモジュール・用途等 備考 

アプリサーバー 

（Amazon EC2+EBS） 

Windows Server 

WebOTX Application Server 

C2GmsWeb 

C2GmsJson 

C2GmsBatch 

C2MpsWeb 

JobCenter SV 

本番環境のみ冗長構成（ホット

スタンバイ）とする。 

管理サーバー 

（Amazon EC2+EBS） 

JobCenter MG 

管理作業用に利用 

 

Amazon RDS for Oracle 

（マルチ AZ） 

Oracle 本番環境のみ冗長構成（マルチ

AZ）とする。 

Amazon S3 ログ、バックアップ等保管用 システム管理者が配置されたフ

ァイルに直接アクセスすること

を想定。 

Amazon FSx for Windows File 

Server（マルチ AZ） 

アプリケーションファイルの共有

用 

アプリサーバーでマウントして

利用することを想定。 

Amazon Cloud Watch リソース管理等  
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Amazon SES Email送信  

Amazon Route 53 DNS管理  

Network Load Balancer ホットスタンバイの切り替えに利

用することを想定 

 

 

 

 

図２ 新運用環境（本番環境） サーバー構成案 

 

２．６ 外部システムとの接続に係る要求 

総合管理システムは外部システムとして、「表６ 外部システムについて」に示すシステムと連携を

行うこと。 

新運用環境においても、現運用環境と同様の連携が行えること。 

 

表６ 外部システムについて 

外部システム 接続方式等 連携内容 

施設実績管理システム VPC Peering 

+ HTTP 

総合管理システムから施設実績

管理システムへデータの送信

（PUT）。 

モニタリング収集システム インターネット 

+ sftp（秘密鍵） 

総合管理システムからモニタリ

ング収集システムへアクセス

し、配置されているデータを取

得（GET）した後、データを削除
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（DELETE）する。 

情報分析システム インターネット 

+ sftp（秘密鍵） 

総合管理システムから情報分析

システムに業務データの日々の

差分データを送信（PUT）する。 
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３．非機能要求 

３．１ システム方式に係る要求 

（１）システムの構成に関する方針 

サーバー等更新後のシステムの構成に関する全体方針を「表７ システムの構成に関する方針」に示

す。 

 

表７ システムの構成に関する方針 

No. 分類 ユーザビリティー要求 

１ システムアーキテクチャー ・ サーバー等更新後のシステムのアプリケーションは、Web サ

ーバー型を基本とする。 

２ アプリケーションプログラム

の設計方針 

・ サーバー等更新後のシステムを構成する各コンポーネント間

の疎結合及び再利用性を確保すること。 

３ ソフトウェア製品の活用方針 ・ 広く市場に流通し、利用実績を十分に有するソフトウェア製

品を活用すること。 

４ システム基盤の方針 ・ サーバー等更新後のシステムのサーバー環境は、クラウド等

のサービス利用型とすること 

・ クラウドサービスを極力利用すること。 

 

３．２ ユーザビリティー及びアクセシビリティーに係る要求 

（１）利用者の種類 

サーバー等更新後のシステムの利用者の種類を「表８ 利用者の種類」に示す。（現運用環境構築時の

非機能要求と同じ） 

 

表８ 利用者の種類 

No. 利用者区分 利用者の種類 

１ 輸送統括管理者 環境省職員、JESCO職員 

２ 仮置場／受入側責任者（作業者） 工事事業者 

３ 輸送責任者（作業者） 工事事業者 

４ 測定事業者 工事事業者 

５ 除染事業者 工事事業者 

６ 道路管理者 福島県警 

各市町村消防本部 

国土交通省東北地方整備局 

NEXCO東日本 等 

７ システム管理者 JESCO職員、システム運用ベンダー 
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（２）ユーザビリティー要求 

サーバー等更新後のシステムに求めるユーザビリティー要求を「表９ ユーザビリティー要求」に示

す。（現運用環境構築時の非機能要求と同じ） 

 

表９ ユーザビリティー要求 

No. ユーザビリティー分類 ユーザビリティー要求 

１ 画面の構成 ・ 画面遷移、ボタン機能の操作性は画面表示及び構成に統一性を

持たせた配置とすること。 

２ 操作方法の分かりやすさ ・ データ入力支援、チェック機能、ヘルプ機能、及びメッセージ表

示機能等にて業務が効率的に行える画面構成とすること。 

・ 選択肢が多い場合には、プルダウンメニュー、カレンダー表示等

を活用し、利用者負担を極力減らすこと。 

・ 不要なボタンは表示しない、非活性化する等により、利用者が操

作時に迷わないようにすること。 

３ エラーの防止と処理 ・ データの削除や更新を行う操作では、確認メッセージを促す等、

誤操作に対する防止策を講じること。 

 

（３）アクセシビリティー要求 

サーバー等更新後のシステムに求めるアクセシビリティー要求を「表 10 アクセシビリティー要求」

に示す。（現運用環境構築時の非機能要求と同じ） 

 

表 10 アクセシビリティー要求 

No. アクセシビリティー分類 アクセシビリティー要求 

１ 基準等への準拠 ・ アクセシビリティーを確保し、利用者が操作しやすく誤操作の

生じないシステムとなるよう設計するため、日本産業規格 JIS 

X8341-3:2010 の等級 A に準拠し、アクセシビリティーを確保し

た設計・開発を行うこと。 

２ 言語対応 ・ 日本語（一部英語含む）で記述されたコンテンツを取り扱うこと

が可能となるよう設計すること。 

 

（４）不正アクセス防止要求 

本システムの利用者は、インターネットからのアクセスを想定しているため、セキュリティーを鑑

み、クライアント証明書の利用や多要素認証の導入等の不正アクセス防止の施策を施すこと。 

 

３．３ 性能に係る要求 

（１）利用規模 

サーバー等更新後のシステムで想定する今後の利用ユーザー数、サブシステムの管理対象（輸送量、

同時車両台数、モニタリングポスト数等）の概算規模を「表 11 利用規模」以下に示す。 
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表 11 利用規模 

№ 項目 概算規模 

１ 登録ユーザー数 1,000人程度（令和８年度見込み） 

２ 同時利用ユーザー数 150人程度 （令和８年度見込み） 

３ 年間輸送量 30万㎥程度 （令和８年度見込み） 

４ ピーク時の同時車両台数 300台程度／日（令和８年度見込み） 

５ モニタリング測定地点 1,000地点（うち外部公開 28地点）  

（令和８年度見込み） 

 

 （２）データ規模 

本システムの令和６年 12 月現在のデータ量を「表 12 主なデータベースのデータ量（令和６年 12

月末時点）」「表 13 主要サーバー及びファイルサーバーのストレージ使用量（令和６年 12月末時点）」

に示す。 

 

表 12 主なデータベースのデータ量（令和６年 12月末時点） 

No. サブシステム データ種別 主なデータ データ量 

１ 共通 マスタ 事業者マスタ、システムマスタ等 約 0.03GB 

約 1.2万レコード 

２ ユーザー情報 ユーザー情報 約 0.001GB 

約 0.5億レコード 

３ トレーサビリ

ティ 

マスタ 仮置場マスタ、保管場マスタ、車

両マスタ、運転手マスタ等 

約 0.03GB 

約 6万レコード 

４ 輸送管理情報 運行計画、輸送予定、輸送ステー

タス等 

約 6GB 

約 0.5億レコード 

５ 輸送車両位置情

報 

車両位置情報 約 135GB 

約 7.5億レコード 

６ フレコン情報 新タグ紐付情報、定置情報等 約 15GB 

約 0.7億レコード 

７ 被ばく管理 マスタ  約 0.15GB 

約 78万レコード 

８ 被ばく情報  約 1.8GB 

約 9百万レコード 

９ モニタリング マスタ  約 0.005GB 

約 0.3万レコード 

10 モニタリング測

定結果 

 約 45GB 

約 2.3億レコード 
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11 その他   約 203GB 

データベース合計 約 380GB 

インデックス合計 約 180GB 

 

表 13 主要サーバー及びファイルサーバーのストレージ使用量（令和６年 12月末時点） 

No. サーバー 主なデータ データ使用量 

１ APサーバー OS、アプリケーションプログラム、ログ 約 70GB 

２ DBサーバー OS、アプリケーションプログラム、ログ(データ除く) 約 400GB 

３ 管理サーバー OS、アプリケーションプログラム、ログ 約 32GB 

４ 共有ストレージ 帳票ファイル、バッチ処理でのデータ出力ファイル 約 550GB 

 

（３）データの増加想定について 

本システムのストレージ、データベースの増加想定を「表 14 データ増加想定」に示す。 

 

表 14 データ増加想定 

種類 データ増加量/年 

ストレージ 150GB／年  ※主にログデータ 

データベース 32GB／年 ※インデックス含む 

 

（４）応答時間（オンライン処理レスポンス） 

サーバー等更新後のシステムのオンライン処理レスポンスに関する要求を以下に示す。 

① 平常時のオンラインレスポンス目標値は、令和７年４月時点のオンラインレスポンス（応答時

間）から低下させないこと（主要画面の表示：３秒以内、端末アプリ向け IF：１秒以内）。なお、

サーバー等のリソース不足によるレスポンス低下が発生した場合は、対応方法を速やかに調査

社員と協議すること。また、これについて、対応方法によっては変更協議の対象とする。 

② 評価対象とする時間は、ネットワーク環境及び Webブラウザー（クライアント端末環境）、端末

アプリに依存しないサーバー処理時間のみを対象とする。 

③ Webブラウザー（クライアント端末）、端末アプリから同時アクセスが発生した場合においても、

システムのサーバー処理時間に影響を与えない構成とすること。 

 

（５）応答時間（バッチ処理レスポンス） 

サーバー等更新後のシステムのバッチ処理レスポンスに関する要求を以下に示す。 

① バッチ処理は、夜間（22:00から翌 5:00まで）にすべてのバッチ処理を完了させること。 

 

３．４ 信頼性に係る要求 

（１）可用性要求（目標値） 

本業務で整備するデータベース基盤等の可用性に係る要求は次のとおりとする。 

① サービス提供時間 
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基盤移行後のシステムのサービス提供時間（利用者がシステムを利用可能な時間）は、原則毎日

7:00～22:00とする。なお、22:00～翌日 7:00までの時間帯は、バッチ処理プログラム、データバ

ックアップ等での使用を想定している。保守作業のため計画停止を行う場合は、事前に調査社員と

調整のうえで、本時間帯にて対応すること。 

 

② 稼働率 

基盤移行後のシステムの稼働率は、99.9％とする。 

なお、稼働率は、稼働予定時間に対して実際に稼働した時間の割合であり、下記の算式により算出

する。 

 

稼働率（％）＝（１－１か月の停止時間÷１か月の稼働予定時間）×100 

 

・稼働予定時間とは、稼働すべき時間を指し、稼働時間から計画停電及び定期保守等、事前に計

画した停止時間を除くものとする。 

・停止時間とは、計画外で本システムが停止していた時間、あるいは多数のユーザーが利用でき

ない状態にあった時間を指し、待機系システム等への切替えのために発生した停止時間、障害

発生から本格復旧のために必要となった停止時間及び人為的なミスにより発生した停止時間

等を含むものとする。 

・冗長化構成されている部分の内、一部分が停止した場合でも、冗長化によりサービスの提供に

支障をきたさなかった場合は停止時間として取り扱わないこととする。 

 

③ 平均障害復旧時間 

基盤移行後のシステムの平均障害復旧時間は６時間以内を目標とする。 

なお、平均障害復旧時間とは、本システムに障害が発生した時刻から障害が復旧した時刻までに要

した時間の、１か月における平均値であり、下記の算式により算出する。 

 

平均障害復旧時間＝１か月の総障害復旧時間÷１か月の総障害件数 

 

・障害が発生した時刻とは、障害発生後、調査社員等が受託者に通知した時刻とし、障害が復旧

した時刻とは、調査社員等が受託者から障害が復旧した旨の通知を受け障害復旧を確認した

時刻とする。  

・障害復旧とは、データベース基盤等の障害原因を排除し、正常に稼働することを確認し、ユー

ザーが通常の運用方法で使用可能な状態にあることとする。 

・データベース基盤等が障害発生した際、可能な限り障害発生時点までのデータ状態に復旧す

ること。 

 

（２）完全性要求 

本業務で整備するデータベース基盤等の完全性に係る要求は次のとおりとする。 
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・誤操作等により重要なデータが消去されることのないよう、必要な措置を講じること。 

・データの整合性を確保するため、エラー等により処理が中断された場合には、データを処理実行

前の状態に戻すこと。 

・障害発生により提供サービスへ影響が生じた場合にも、データや利用環境が速やかに復旧でき

るよう、必要な措置を講じること。 

 

３．５ 継続性に係る要求 

サーバー等更新後の総合管理システムにおける継続性対策については、「表 15 各サーバーの継

続性対策」に示す実装方式とする。 

表 15 各サーバーの継続性対策 

継続性対策 現運用環境 新運用環境 

アプリサーバー 負荷分散 ホットスタンバイ 

管理サーバー 無 無 

データベース ホットスタンバイ AWSサービスに依存 

ファイル共有ストレージ RAID6 AWSサービスに依存 

 

３．６ バックアップに係る要求 

災害・障害等の発生により本システムの利用が困難となった場合、24時間以内に復旧して業務が

継続可能なこと。また、復旧後のデータは少なくとも前日までのデータが利用できること。 

受託者より、上記の要求を満たすバックアップの取得手法、保存先、取得時期、頻度、世代管理

等の提案を行い、調査社員の承諾を受けること。 
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４．情報セキュリティー要求 

本業務で整備するデータベース基盤等における情報セキュリティーに係る要求は「表 16 情報セキ

ュリティーに係る要求」に示す。 

 

表 16 情報セキュリティーに係る要求 

No. 情報セキュリティー対策 対策に係る要求 

１ 製品選定 ・ 設計する技術方式は、実績を十分に備えたものを採用する

ことを原則とする。ただし、新技術方式を採用することを

否定するものではなく、新技術を採用する際には、十分な

検証が行われていることを調査社員に説明し、その指示に

従うこと。 

・ 試験稼働時点で必要な機能の組み込みに加えて、稼働期間

全体に渡っての継続的な更新（最新かつ実証済みのセキュ

リティーパッチ等を遅滞なく取り込む等）のための仕組み

を実現するよう計画すること。 

２ ウイルス／マルウェア対策 

 

・ ウイルス／マルウェアの対策を施し、想定される不正プロ

グラムの感染経路の全てにおいて、その検知及び除去が可

能となる設計とすること。 

・ なお、当該対策ソフトウェアの設定（定時スキャンの実施

時間の設定等）を容易に、かつ一括で変更できる仕組みを

検討し、ウイルスチェックパターンファイルの更新状況及

びウイルス被害状況を確認できる環境を整備する設計とす

ること。 

３ アクセス管理 ・ アクセス証跡の取得及び保管可能な設計とし、必要に応じ

て確認が可能とすること。 

・ システム内の不正行為や不正通信を感知する仕組みを整備

すること。 

・ 取得したアクセスログ等はサービス提供期間中保持するこ

と。 

・ 外部からのアクセスに対し不要な通信の送受信が無いよう

に設定を行うこと。 

４ ソフトウェアの対策 ・ OS及びミドルウェアのセキュアな設定を行うこと（セキュ

リティーパッチの適用、不要サービスの停止、リモートロ

グイン時の管理者権限への昇格禁止等）。 
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５ ネットワークの対策 ・ ネットワーク通信経路は、必要なアクセスだけが許可され

るよう設定すること。 

・ ネットワーク通信経路は、IPアドレス及びポート・レベル

で許可・閉鎖が設定できること。 

・ リモートアクセスによる保守業務等の接続は、指定された

クライアント端末及び利用者に限定した接続ができるこ

と。 

・ ネットワークについては、変更があった際及び定期的に、

経路制御及びアクセス制御の設定の見直しを行うこと。 

６ 運用におけるセキュリティ

ーイベント対応 

・ セキュリティーイベントが発生した場合、速やかに調査社

員に報告し、速やかに対処すること。 

７ 利用者認証・アクセス制御 ・ 利用者 IDによる認証を行い、認可された利用者だけがデー

タベース基盤等に接続することができること。また、当該

IDは、認可されたものであることが判別できること。 

・ 利用者 IDに応じた適切なアクセス権の設定ができ、定めら

れたアクセス制御を行うこと。 

・ 異動等によるアクセス権の変更を柔軟かつ容易に実施でき

るようにすること。 

・ ID/パスワードのみの認証だけでなく、クライアント証明書

の利用や多要素認証の導入等で、セキュリティーレベルを

向上させること。 

・ 管理者権限の特権を悪意ある第三者等によって不正に窃取

された際の被害を最小化するための措置及び内部からの不

正操作や誤操作を防止するための措置を講ずること。 

８ ログ管理・監査 

 

・ 管理・監視対象とするログを定義すること。 

・ ログは、保管及び閲覧可能な期間を定め、閲覧可能な期間

において常時参照可能な状態を維持すること。 

・ ログは、保管内容の改ざんを防止するための仕組みを導入

すること。 

・ 情報漏えいの疑義発生時もしくは監査対応時等において、

ログ管理機能により過去のアクセス状況を追跡できるこ

と。 

・ 取得したログを定期的に確認し、不正侵入や不正アクセス

に関する点検、分析を実施すること。 

・ 取得したログ等はサービス提供期間中保持すること。 
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９ 暗号化 

 

・ 情報を送受信する際は、通信経路の暗号化（https通信

等）に対応すること。 

・ 通信経路の暗号化と OSのログインパスワード等、ソフトウ

ェアが持つ暗号化機能を組み合わせて適用すること。 

・ 暗号鍵の管理方法については調査社員の了解を得ること。 

・ 暗号アルゴリズムは、電子政府推奨暗号リストに準拠した

製品とすること。 

10 サービス不能攻撃対策 ・ サービス提供に必要なサーバー装置が装備している機能又

は民間事業者等が提供する手段を用いてサービス不能攻撃

への対策を行うこと。 

・ サービス不能攻撃を受けた場合の影響を最小とする手段を

備えたデータベース基盤等を構築すること。 

11 標的型攻撃対策 ・ 標的型攻撃による組織内部への侵入を低減する対策（入口

対策）を講ずること。 

・ 内部に侵入した攻撃を早期検知して対処する、侵入範囲の

拡大の困難度を上げる、及び外部との不正通信を検知して

対処する対策（内部対策）を講ずること。 

12 アプリケーション・コンテ

ンツのセキュリティー要求 

・ 不正プログラム及び開発時点で公開されている脆弱性を含

まないこと。 

・ 実行プログラムの形式以外にコンテンツを提供する手段が

ない限り、実行プログラムの形式でコンテンツを提供しな

いこと。 

・ 電子証明書を利用する等、提供するアプリケーション・コ

ンテンツの改ざん等がなく真正なものであることを確認で

きる手段がある場合には、それをアプリケーション・コン

テンツの提供先に与えること。 

・ 脆弱性が存在するバージョンの OS やソフトウェア等の利

用を強制する等の情報セキュリティー水準を低下させる設

定変更を、利用者に要求することがないように提供方式を

定めて開発すること。 

・ サービス利用者その他の者に関する情報が本人の意思に反

して第三者に提供される等の機能がアプリケーション・コ

ンテンツに組み込まれることがないよう開発すること。 



19 

 

13 DNSの対策 ・ 要安定情報を取り扱う情報システムの名前解決を提供する

DNS のコンテンツサーバーにおいて、名前解決を停止させ

ないための措置を講ずること。 

・ DNS のキャッシュサーバーにおいて、名前解決の要求への

適切な応答をするための措置を講ずること。 

・ DNS のコンテンツサーバーにおいて、JESCOのみで使用す

る名前の解決を提供する場合、当該情報が外部に漏えいし

ないための措置を講ずること。 

・ DNS のコンテンツサーバーを複数台設置する場合は、管理

するドメインに関する情報についてサーバー間で整合性を

維持すること。 

・ 管理するドメインに関する情報が正確であることを定期的

に確認すること。 
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５．システムの移行作業に係る要求 

５．１ アプリケーション等の移行に係る要求 

総合管理システム固有のモジュール等は、現運用環境で利用しているモジュールのプログラムを

変更せずに、新運用環境に合わせて設定変更等を行うこととする。 

新運用環境にて動作検証及び性能検証を実施することとし、トレーサビリティ機能においては「表

17 トレーサビリティ機能 性能検証条件」に示す条件において性能検証を実施すること。 

性能検証にて実運用に影響のある結果が出た場合、調査社員に改善提案を行い、改善を実施するこ

と。 

 

表 17 トレーサビリティ機能 性能検証条件 

条件 数量 

Webアプリ利用同時ユーザー数 300ユーザー 

同時車両アクセス数 900台 

 

５．２ データ移行に係る要求 

本システムでは「表 18 移行データ種類」に示すデータを移行すること。 

現運用環境における移行データを「表 19 提供データ」に示す内容で３回に分けて提供する。提

供手段については、調査社員より提示する。 

 

表 18 移行データ種類 

種類 内容 備考 

DBMSデータ DBMS（Oracle）に保持している 

マスタデータ、業務データ等 

DB ダンプ形式（バイナリー）で

提供する。 

ファイルデータ サーバー等に格納されている帳票

ファイル、設定ファイル等 

種類別フォルダに分けファイル

データとして提供する。 

 

表 19 提供データ 

データ 用途 提供時期 案 

新運用環境構築・検証用データ ・ 新運用環境構築の際の検証や動作確認等で

利用することを想定したデータである。 

・ DBMSデータは令和８年３月末時点のデータ

を DBダンプ形式（バイナリー）で提供する。 

・ ファイルデータについては、現運用環境に

配備されているファイルを提供する。 

令和８年４月中

旬 
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移行リハーサル用データ ・ 移行リハーサル時に使用するデータとして

提供する。 

・ DBMSデータは 10月末時点のデータを DBダ

ンプ形式（バイナリー）で提供する。 

・ ファイルデータについては、新運用環境構

築・検証用データからの差分を提供する。 

令和８年 11 月中

旬 

本番環境移行用データ ・ 新運用環境の移行用データとして提供す

る。 

・ DBMSデータは現環境の稼働停止後のデータ

を DBダンプ形式（バイナリー）で提供する。 

・ ファイルデータについては、移行リハーサ

ル用データからの差分を提供する。 

令和８年 12月末 

 

５．３ その他 

システム移行時に以下を考慮し、移行設計及び設定等を行うこと。 

・ 利用者の PCにインストールされているクライアント証明書は、新運用環境においても引き続

き利用できること。 

・ 現運用環境で利用しているドメインは新運用環境でも引き続き利用できること。 

・ サーバー構成等は、初期構築コスト及び運用コストを最小となるように考慮すること。 

 

 



別紙2 総合管理システム　機能一覧

機能（大項目） 機能（中項目） 機能概要 画面数
表示項目数

（平均)

入力項目

（平均)

ボタン・リンク数

（平均)

関連テーブル数

（平均)

機能別

ステップ数概算
共通機能 各サブシステム共通で利用する機能を提供する。 - - - - - -

Webアプリ Webブラウザー向けに各種機能を提供する。 - - - - - -

共通処理 Webアプリ向けの共通処理を提供する。 2 5 2 3 22 800

ユーザー操作 アカウントに関するユーザー向けの機能を提供する。 - - - - - -

ログイン機能 アカウントID、パスワードによる認証機能を提供する。

ただし、総合管理システムにWebブラウザーでアクセスする場合は、クライアント証明書が必要となる。
2 2 3 1 5 1300

ログアウト機能 利用中アカウントのログアウトを行う機能を提供する。 0 0 0 1 1 100

パスワード変更機能 利用中アカウントのパスワードを変更する機能を提供する。 1 0 3 1 1 100

情報共有機能 ユーザー向けの情報共有機能等を提供する。 - - - - - -

お知らせ表示機能 Webアプリログイン後のページにお知らせを表示する機能を提供する。 2 9 13 45 14 2900

ナレッジ機能 ユーザー間で共有するドキュメントを登録する機能を提供する。 3 6 8 10 9 5500

運用管理機能 システム運用に必要な機能を提供する。 - - - - - -

EUC機能 以下の種類の出力内容に関して、汎用のUIより登録済み情報の条件を入力し、CSVファイルとして出

力する機能を提供する。

「輸送実績（運行計画別）」

「輸送実績 （搬入先施設別）」

「輸送車両情報出力」

「作業効率に係る統計出力」

「大型土のう袋等に係る統計出力」

「輸送済み旧タグ情報出力」

「紐付済み新タグ情報出力」

「輸送済み新タグ 定置未登録情報出力」

「スクリーニング時最大表面汚染密度出力」

「日次被ばく線量（作業場所毎の集計（月単位））出力」

「日次被ばく線量（作業場所毎の集計（年単位））出力」

「日次被ばく線量（作業場所と作業者区分毎の集計（月単位））出力」

「日次被ばく線量（作業場所と作業者区分毎の集計（年単位））出力」

「日次被ばく線量（作業者区分毎の集計（月単位））出力」

「日次被ばく線量（作業者区分毎の集計（年単位））出力」

「作業員の累積被ばく線量分布出力」

「車両走行状況出力」

「放射能濃度分布」

2 14 2 6 179 2400

メッセージ登録 履歴検索機能 Webアプリログイン後のページに表示するお知らせ等を登録、管理する機能を提供する。

任意のアカウントを複数指定して、お知らせ内容をEmailで送信する機能を提供する。
4 22 12 11 30 8700

連絡先グループ管理機能 お知らせでEmailを利用する際の宛先のアカウントを管理する機能を提供する。 2 6 1 4 6 1800

担当事業者選択 トレーサビリティ機能で、アラート等の通知を受け取る事業者を選択する機能を提供する。 1 5 3 1 4 700

API処理実行結果表示機能 端末アプリからのリクエストの結果等を表示する為の機能を提供する。 1 20 23 7 4 2600

ユーザーメンテナンス機能 ユーザー管理を行う為の機能を提供する。 2 6 6 7 4 2300

権限マスタメンテナンス機能 ユーザーが利用できる機能を制限する為の設定を管理する機能を提供する。 2 9 10 6 9 3000

マスタメンテナンス システムマスタ管理を行う為の機能を提供する。 2 10 7 6 4 1100

マスタデータ取込機能 システム動作設定用のマスタデータをCSVファイルで設定する為の機能を提供する。 1 6 1 2 2 800

マスタデータダウンロード機能 システム動作設定用の登録済みのマスタデータをCSVファイルで出力する機能を提供する。 1 5 6 3 2 800

バッチ処理 JobCenterより起動されて実行する処理であり、データ収集や、集計、帳票の非同期作成などに利用

する。
- - - - - -

共通処理機能 JobCenterで実行するジョブにて利用する共通のジョブ処理を提供する。 - - - - 4 200

新規タスク監視処理 各サブシステムの帳票作成機能等で非同期の帳票作成エントリーがあるか確認し、エントリーがあれば

対応する処理を起動する。
- - - - 2 400

サブシステム

1 / 9 ページ



別紙2 総合管理システム　機能一覧

機能（大項目） 機能（中項目） 機能概要 画面数
表示項目数

（平均)

入力項目

（平均)

ボタン・リンク数

（平均)

関連テーブル数

（平均)

機能別

ステップ数概算
サブシステム

トレーサビリティ 中間貯蔵施設への輸送実績や、中間貯蔵施設内で発生した除去土壌の情報を集約し、画面や帳

票などで出力する機能である。
- - - - - -

Webアプリ Webブラウザー向けに各種機能を提供する。 - - - - - -

アラートポップアップ表示 端末アプリからの実績登録に対して、業務上のチェックを行い、警告としてポップアップ（別ページ）表示

する機能を提供する。

ポップアップ表示は、ログイン後に表示されるすべての画面で共通的に表示される。

1 2 - 1 5 700

輸送・動態監視 輸送工事における輸送車両の監視に利用する機能を提供する。 - - - - - -

輸送状況概要 事業者毎もしくは搬出元毎に、当日の輸送状況（４段階）毎の輸送車両数や、当日の進捗度合

い、フレコンの輸送数量等を表示や、登録済み予定数量を表示する機能を提供する。

表示対象の事業者を指定するフィルタ機能を提供する。

1 34 3 8 12 2500

輸送経過管理 搬出元毎に、輸送状況（６段階）毎の輸送車両数、輸送車両、アラート発生状況の表示や、監視

業務の対応状況メモの登録、閲覧する機能を提供する。

任意の日付指定や、表示対象となる事業者や搬出元を指定して表示する機能を提供する。

3 9 3 7 15 5600

輸送状況一覧 車両毎の輸送状況（12段階）の実績時刻、車両毎の情報（車両番号、事業者、行先等）を表

示する。

輸送予定の登録状況から、搬出元別の車両リストをExcelで出力する機能を有する。

5 47 10 8 46 10100

輸送状況編集 輸送予定に登録された輸送ステータスの時間等を修正する機能を提供する。 5 31 10 4 78 9800

個別監視ユニット管理 輸送統括管理センター向けに特定の搬出元の輸送のみとする設定を行う機能を提供する。

本設定を行うことで、設定した搬出元の輸送に関係するアラートのみの表示や、地図画面の初期表示

時に表示する車両を制御することができる。

3 9 2 4 12 4000

車両走行状況 中間貯蔵施設までの高速道路、一般道を簡易道路地図で表示し、簡易道路地図上に最新の輸送

車両の数量を表示する機能を提供する。

道路区間毎に車両の詳細を表示や、交通規制の状況の登録・削除などをすることができる。

4 18 3 6 9 4600

地図：現在位置 地図（GoogleMaps）上に、輸送中の車両の位置を車両状態（輸送ステータス、アラート発生状況

に応じた車両アイコンで表示する機能を提供する。

車両アイコンをクリックすることで、車両の詳細情報を表示する機能を提供する。

1 71 26 5 21 3800

地図：軌跡確認 登録済みの位置情報に基づき、地図（GoogleMaps）上に任意の車両軌跡を表示する機能や、車

両の軌跡情報をダウンロードする機能を提供する。
1 37 28 5 16 2600

地図：輸送ルート確認 登録済みの運行計画に設定される輸送ルートを、地図（GoogleMaps）上に表示する機能を提供

する。
1 47 19 2 10 1100

輸送の実績表示 任意期間や表示対象となる事業者、運行計画を指定し、輸送実績（輸送台数、輸送フレコン数）を

表示する機能を提供する。

輸送実績の詳細をCSVファイルで出力する機能を有する。

1 31 18 8 19 1900

アラート一覧 表示対象、期間を指定し、発生したアラートの表示及びアラートに対するメモ登録を行う機能を提供す

る。
4 13 11 8 26 7600

運行計画管理 搬出元から中間貯蔵施設までの運行計画に関する情報（搬出元、輸送ルート等）の管理及び運行

計画に対する日々の輸送予定等の管理を行う機能を提供する。
- - - - - -

運行計画管理 運行計画の情報（事業者、搬出元、輸送ルート、計画期間等）の管理を行う機能を提供する。

運行計画で利用する輸送ルートの判定エリア情報（輸送ルート外アラートなどの判定で利用）を

GeoJsonファイルで登録する機能も有する。

5 15 19 8 36 15300

輸送予定管理 運行計画に対し日々の輸送予定（輸送車両、運転手）の管理を行う機能を提供する。

輸送予定情報のCSVファイルを利用して輸送予定を登録する機能も有する。
4 15 8 8 42 9300

事前走行実施者管理 運行計画に対し事前走行を実施した運転手の管理を行う機能を提供する。

事前走行実施者CSVファイルを利用して輸送予定を登録する機能も有する。
3 10 1 4 21 3500

2 / 9 ページ



別紙2 総合管理システム　機能一覧

機能（大項目） 機能（中項目） 機能概要 画面数
表示項目数

（平均)

入力項目

（平均)

ボタン・リンク数

（平均)

関連テーブル数

（平均)

機能別

ステップ数概算
サブシステム

新タグ情報管理 新タグに付与する新タグIDの発行及び新タグ紐付情報を管理する為の機能を提供する。 - - - - - -

新タグID発行 輸送物を一意に管理する為のIDである、新タグIDのリストをCSVファイルで出力する為の機能を提供す

る。

新タグIDは、事業者毎、輸送物の種類毎に管理される。

1 1 7 1 2 800

新タグID確認 事業者別に新タグIDの発行状況を確認する為の機能を提供する。 1 8 8 5 3 900

新タグ紐付　メンテナンス 新タグ紐付情報をCSVファイルで管理する為の機能を提供する。 1 16 2 3 12 4300

新タグID情報照会 新タグIDに対する登録状況を確認する為の機能を提供する。 1 10 1 2 7 1200

新タグID発行事業者修正 新タグIDの発行元事業者を別の事業者に修正する為の機能を提供する。 1 1 4 1 3 1000

新タグ紐付情報管理（除去土壌等） 輸送物（除去土壌等）に新タグIDと輸送物の情報（除去土壌等種別、重量、表面線量率等）を

表示する機能を提供する。

登録済みの新タグ紐付情報をCSVファイルで出力する機能を有する。

2 44 37 5 11 4600

新タグ紐付情報管理（焼却灰） 輸送物（焼却灰）に新タグIDと輸送物の情報（焼却灰種別、重量、表面線量率等）を表示する

機能を提供する。
2 16 16 4 8 2100

大型土のう袋等情報管理 輸送物の除染時情報（直轄、非直轄）の管理を行う機能を提供する。 - - - - - -

除染時大型土のう袋等（直轄）取込 除染時大型土のう袋等（直轄）のCSVファイルを登録する為の機能を提供する。 1 41 3 3 7 1600

除染時大型土のう袋等（直轄）確認 登録済みの除染時大型土のう袋等（直轄）の情報を表示する為の機能を提供する。 2 33 28 4 6 4000

除染時大型土のう袋等（非直轄）取込 除染時大型土のう袋等（非直轄）のCSVファイルを登録する為の機能を提供する。 1 15 3 3 7 1100

除染時大型土のう袋等（非直轄）確認 登録済みの除染時大型土のう袋等（非直轄）の情報を表示する為の機能を提供する。 2 19 20 4 4 2900

除染時データメンテナンス（一覧） 表示条件を指定し、登録済みの除染時データを表示する為の機能を提供する。 1 21 31 6 4 2200

除染時データダウンロード 登録済みの除染時大型土のう袋等（直轄、非直轄）の情報を除染時データのフォーマットに変換し、

CSVファイルで出力する機能を提供する。
1 24 4 1 6 1300

焼却灰情報管理 輸送物の焼却灰情報の管理を行う機能を提供する。 - - - - - -

焼却時旧タグ情報取込 焼却時旧タグ情報のCSVファイルを登録する為の機能を提供する。 1 6 2 3 3 1000

焼却時旧タグ情報一覧 登録済みの焼却時旧タグ情報を表示する為の機能を提供する。 1 15 4 6 3 900

焼却時旧タグ情報出力 登録済みの焼却時旧タグ情報をCSVファイルで出力する機能を提供する。 1 7 1 3 2 600

焼却時データ出力 登録済みの焼却時データをCSVファイルで出力する機能を提供する。 1 8 2 1 5 700

情報管理 管理している情報の出力等を行う機能を提供する。 - - - - - -

輸送カード一覧 表示条件を指定し、登録済みの輸送カードをPDFファイルで出力する為の機能を提供する。 1 13 14 8 8 1500

運転状況取込 急ブレーキをかけた場所の位置情報をCSVファイルで登録する為の機能を提供する。 1 10 3 2 4 900

定置情報　メンテナンス 定置情報をCSVファイルで管理する為の機能を提供する。 1 6 1 3 7 1700

定置情報出力 出力条件を指定し、定置情報をCSVファイルで出力する為の機能を提供する。

出力形式として「新タグ紐付情報および定置情報」、「定置情報」の２種類のフォーマットを出力可能。
3 24 10 7 22 4900

位置情報未登録輸送一覧 バッチ処理で抽出された位置情報を登録してない輸送車両の表示及びCSVファイルで出力する為の機

能を提供する。
1 19 9 13 4 3200

車両位置情報取得 登録済みの位置情報より、任意条件の位置情報をCSVファイルで出力する指示を行う為の機能を提

供する。

作成処理は、バッチ処理の「車両位置情報取得」機能を利用して非同期に行う。

2 15 12 7 11 4900

車両位置情報登録 位置情報をCSVファイルで登録・削除する為の機能を提供する。 1 4 1 2 3 900

搬出情報出力 搬出元から搬出されたにフレコンの情報を出力する。 - - - - - -

搬出情報（直轄）出力 搬出物が土壌かつ直轄に分類されているフレコンの情報をCSVファイルで出力する。 1 4 9 3 5 800

搬出情報（非直轄）出力 搬出物が土壌かつ非直轄に分類されているフレコンの情報をCSVファイルで出力する。 1 8 7 3 5 800

搬出情報（焼却灰）出力 搬出物が焼却灰のフレコンの情報をCSVファイルで出力する。 1 3 5 3 4 600

帳票ダウンロード 帳票の作成指示及び作成された帳票ファイルのダウンロードを行う機能を提供する。 - - - - - -

出力帳票選択 登録済み輸送情報から、以下の2種類の帳票作成の指示を行う。

「輸送車両周辺の放射線量率」

「輸送の実績（集計表）」

帳票の作成処理は、バッチ処理の「帳票作成」機能を利用して非同期に行う。

3 11 7 2 19 1600

出力帳票一覧 バッチ処理の「帳票作成」機能で作成された帳票の一覧を表示し、選択された帳票をダウンロードする。 1 8 7 6 7 1300
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別紙2 総合管理システム　機能一覧

機能（大項目） 機能（中項目） 機能概要 画面数
表示項目数

（平均)

入力項目

（平均)

ボタン・リンク数

（平均)

関連テーブル数

（平均)

機能別

ステップ数概算
サブシステム

マスタ管理 輸送業務に必要なマスタ情報を管理する為の機能を提供する。 - - - - - -

仮置場マスタメンテナンス 仮置場（搬出元）に関する情報を管理する為の機能を提供する。

輸送中に位置情報から仮置場出発を判定する為の判定エリア情報をGeoJsonファイルで登録する機

能も有する。

3 11 10 6 12 4000

保管場マスタメンテナンス 保管場に関する情報を管理する為の機能を提供する。

輸送中に位置情報から保管場到着、保管場出発を判定する為の判定エリア情報をGeoJsonファイル

で登録する機能も有する。

5 11 9 8 20 8000

位置停滞除外エリアメンテナンス 輸送中に位置情報から位置停滞を判定する際に、停滞判定から除外する場所の情報をGeoJsonファ

イルで登録する機能を提供する。
1 10 1 4 5 200

事業者マスタメンテナンス 輸送工事を実施する事業者の情報を管理する為の機能を提供する。 2 19 16 6 18 3200

端末アプリメンテナンス 輸送工事に利用する端末アプリ（車載アプリ、現場アプリ）のバージョンアップ用ファイルを管理する為の

機能を提供する。
3 8 10 8 12 4600

接続端末メンテナンス 輸送工事に利用する端末アプリ（車載アプリ、現場アプリ）をインストールする端末（スマートフォン

等）を管理する為の機能を提供する。
3 7 10 5 11 4700

車両・運転手情報管理 輸送予定の登録に必要な車両、運転手を管理する為の機能を提供する。 - - - - - -

車両データメンテナンス 登録済みの車両データを管理する為の機能を提供する。 2 13 11 6 18 100

車両データ取込 CSVファイルよりデータを登録する為の機能を提供する。 1 13 3 2 10 100

車両データ出力 登録済みの車両データをCSVファイルで出力する為の機能を提供する。 1 10 6 2 2 800

運転手マスタメンテナンス 登録済みの運転手データを管理する為の機能を提供する。 2 8 12 8 9 3300

運転手マスタ取込 CSVファイルよりデータを登録する為の機能を提供する。 1 9 3 2 4 900

受講者マスタメンテナンス 運転手データの登録前に登録が必要となる受講番号の登録状況の表示及びCSVファイルより登録す

る為の機能を提供する。
3 4 8 4 7 3100

端末アプリ連携機能 端末アプリ（現場アプリ、車載アプリ）向けのデータ登録等のIFを提供する。 - - - - - -

共通処理 端末アプリ連携の共通処理を提供する。 - - - - 21 3500

端末管理 認証や端末アプリの状況、バージョンアップ等の管理を行う為の機能を提供する。 - - - - - -

端末アクティベーション 総合管理システムで端末アプリを使う為に、アクティベーション（サーバーに登録した情報との照合や、端

末キー情報の登録）を行う為の機能を提供する。
- - 11 - 4 400

ログアップロード 端末アプリで保存しているログファイルをサーバーのストレージに格納する為の機能を提供する。 - - 10 - 6 400

端末チェック 端末アプリからのアクセス時に、端末の利用可否、最新の更新ファイルの有無を判定する為の機能を提

供する。
- - 13 - 7 500

端末設定ファイル配信 端末アプリの最新の設定ファイルを配信する為の機能を提供する。 - - 12 - 7 600

更新ファイル配信 端末アプリの最新のバージョンアップファイルを配信する為の機能を提供する。 - - 11 - 6 500

バージョンアップ完了報告 端末アプリより送信されるバージョンアップ完了報告をサーバーに保存する為の機能を提供する。 - - 10 - 5 400

業務データ受信 端末アプリより送信される輸送ステータスのサーバーへの登録及び照会されたデータを配信する為の機能

を提供する。
- - - - - -

業務データ 端末アプリからのアクセスに対し、共通処理（認証、配信ファイルの有無判定）を行う機能を提供す

る。

業務データ以外の業務データ受信系IFは、業務データの後続として処理を行う。

- - 15 - 7 700

車両状態登録 車載アプリから送信される車両状態（事故、渋滞、故障）を受信し、サーバーに登録する機能を提供

する。

Webアプリにアラートを表示する為のデータ登録も行う。

- - 7 - 10 500

輸送カード情報連携 車載アプリからの要求により、輸送カード番号に該当する輸送カード情報を応答する機能を提供する。 - - 33 - 10 1200

輸送カードPDFファイル配信 車載アプリからの要求により、輸送カード番号に該当する輸送カードPDFファイルを配信する機能を提供

する。
- - 6 - 20 2400

輸送カード承認状況 現場アプリからの要求により、輸送カード番号に該当する輸送カードの承認状況を応答する機能を提供

する。
- - 10 - 4 700

受入完了状況 車載アプリからの要求により、輸送カード番号に該当する輸送カードの荷下完了連携状況を応答する

機能を提供する。
- - 17 - 7 700

輸送予定照会 車載アプリからの要求により、該当車両の輸送予定及び簡易音声案内用案内データを応答する機能

を提供する。
- - 40 - 8 1300
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別紙2 総合管理システム　機能一覧

機能（大項目） 機能（中項目） 機能概要 画面数
表示項目数

（平均)

入力項目

（平均)

ボタン・リンク数

（平均)

関連テーブル数

（平均)

機能別

ステップ数概算
サブシステム

新タグ紐付データ取込（除去土壌等） 現場アプリから送信される新タグ紐付情報（除去土壌等）を受信し、サーバーに登録する機能を提供

する。
- - 38 - 7 2300

新タグ紐付データ取込（焼却灰） 現場アプリから送信される新タグ紐付情報（焼却灰）を受信し、サーバーに登録する機能を提供す

る。
- - 26 - 7 1700

旧タグ情報照会（除去土壌等） 現場アプリからの要求により、旧タグIDに該当する除染時情報を応答する機能を提供する。 - - 27 - 5 900

旧タグ情報照会（焼却灰） 現場アプリからの要求により、旧タグIDに該当する焼却時情報を応答する機能を提供する。 - - 18 - 4 700

新タグ情報照会（除去土壌等） 現場アプリからの要求により、新タグIDに該当する新タグ紐付情報（除去土壌等）を応答する機能を

提供する。
- - 34 - 5 1100

新タグ情報照会（焼却灰） 現場アプリからの要求により、新タグIDに該当する新タグ紐付情報（焼却灰）を応答する機能を提供

する。
- - 19 - 5 700

車両位置情報取込 車載アプリから送信される位置情報を受信し、サーバーに登録する機能を提供する。

位置情報と搬出元エリア情報、搬出先エリア情報より判定を行い、仮置場出発、保管場到着、保管

場出発の輸送ステータス判定及び登録を行う。

輸送ルート外や、位置停滞などの判定を行い、Webアプリにアラートを表示する為のデータ登録も行う。

- - 38 - 42 6000

輸送ステータス更新 端末アプリから送信される輸送ステータス（輸送開始、積込開始、荷下完了、スクリーニング完了、輸

送終了）を受信し、サーバーに登録する機能を提供する。

輸送ステータス連携時に入力不備等の判定を行い、Webアプリにアラートを表示する為のデータ登録も

行う。

- - 33 - 34 5100

輸送カード申請 端末アプリから送信される輸送カード情報を受信し、サーバーに登録する機能を提供する。

連携時に入力不備等の判定を行い、Webアプリにアラートを表示する為のデータ登録も行う。
- - 42 - 51 8900

定置ステータス更新 端末アプリから送信される定置情報を受信し、サーバーに登録する機能を提供する。 - - 22 - 5 1800

端末アプリ
トレーサビリティサブシステムへの輸送工事やフレコンの実績情報を登録する為のアプリケーションであり、

スマートフォン(Andoroid12以上)で動作する。端末アプリは用途により車載アプリ、現場アプリの２種

類が存在する。

- - - - - -

車載アプリ
輸送車両で利用し、輸送車両の位置情報を定期的に登録する為の機能を提供する。

設定ファイルにより接続するサーバーの情報や機能動作等を変更することが可能である。
- - - - - -

アクティベーション 車載アプリの準備としてサーバーとの関連付けを行う為の機能を提供する。

事前にサーバー側で端末IDを登録し、アクティベーション用のQRコードを表示させる。

アプリ側でQR読込、必要情報を入力して、情報をサーバーに送信することで、アプリが利用可能な状態

となる。

1 8 - 4 - 400

ログイン 運転手QRコード、車両QRコードを読み取り、認証する為の機能を提供する。

ログイン時に、プログラムのアップデート、設定ファイルの配信状況を確認の上、最新に更新することができ

る。

サーバーより当該車両の輸送予定情報を取得する。

1 6 1 5 - 900

設定機能 アプリの状態の表示及びログ送信を行う為の機能を提供する。 2 10 - 4 - 700

位置情報送信 設定ファイルの定義に従い、位置情報を定期的にサーバーに送信する為の機能を提供する。

通信状況により送信できない場合は、通信状況が回復後、まとめてサーバーに送信する。

簡易音声案内機能 ログインの際に取得した輸送予定情報に設定されている、案内ポイントを基に、合成音声による簡易案

内を行う為の機能を提供する。

輸送カード取込機能 輸送カードのQRコードを読み取り、サーバーから輸送カードPDFファイルの受信及びサーバーへ輸送カー

ド発行ステータスを登録する為の機能を提供する。

ダウンロードした輸送カードPDFファイルと、輸送カード情報にアクセスする為のQRコードを画面に表示す

る機能も提供する。

1 7 - 3 - 500

スクリーニング登録機能 スクリーニング結果を入力し、輸送ステータスの内、スクリーニング完了ステータスをサーバーに登録する為

の機能を提供する。

最新の輸送予定情報を取得し、最終輸送であると判定した場合は、輸送ステータスの輸送終了ステー

タスをサーバーに登録する。

1 6 1 2 - 500

終了 アプリケーションを終了する為の機能を提供する。 - - - - - -

20001 8 1 8 -
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別紙2 総合管理システム　機能一覧

機能（大項目） 機能（中項目） 機能概要 画面数
表示項目数

（平均)

入力項目

（平均)

ボタン・リンク数

（平均)

関連テーブル数

（平均)

機能別

ステップ数概算
サブシステム

現場アプリ 仮置場や保管場などの作業現場で利用し、新タグ紐付情報、輸送カード申請、荷下し状況、定置情

報などの登録を行う為の機能を提供する。

設定ファイルにより接続するサーバーの情報や機能動作等を変更することが可能である。

- - - - - -

アクティベーション 現場アプリの準備としてサーバーとの関連付けを行う為の機能を提供する。

事前にサーバー側で端末IDを登録し、アクティベーション用のQRコードを表示させる。

アプリ側でQR読込、必要情報を入力して、情報をサーバーに送信することで、アプリが利用可能な状態

となる。

1 8 - 4 - 400

ログイン ユーザーアカウントQRコード、作業場所QRコードを読み取り、認証を行う為の機能を提供する。

ログイン時に、プログラムのアップデート、設定ファイルの配信状況の確認を上、最新に更新することができ

る。

1 6 - 4 - 600

設定機能 アプリの状態の表示及びログ送信を行う為の機能を提供する。 1 10 - 3 - 600

メニュー 現場アプリの各機能を選択する為の画面機能を提供する。 1 4 - 11 - 400

新タグ紐付（土壌） 新タグ、共通タグに記載されているバーコード、QRコードを読み取り、必要情報を入力した後に、新タグ

紐付情報（土壌）をサーバーに登録する為の機能を提供する。
7 12 3 4 - 4000

新タグ参照（土壌） 新タグ、共通タグに記載されているバーコード、QRコードを読み取り、登録済みの新タグ紐付情報を参

照する為の機能を提供する。
2 16 1 3 - 800

旧タグ参照（土壌） 旧タグに記載されているQRコードを読み取り、除染時情報を参照する為の機能を提供する。
2 16 1 3 - 900

新タグ紐付（焼却灰） 新タグに記載されているバーコードを読み取り、必要情報を入力した後に、新タグ紐付情報（焼却灰）

をサーバーに登録する為の機能を提供する。
5 8 2 4 - 1800

新タグ参照（焼却灰） 新タグに記載されているバーコードを読み取り、登録済みの新タグ紐付情報（焼却灰）を参照する為

の機能を提供する。
2 11 1 3 - 600

旧タグ参照（焼却灰） 旧タグに記載されている番号を入力し、番号に関連する焼却時情報を参照する為の機能を提供する。 2 9 1 3 - 500

輸送カード申請 運転手QRコード、車両QRコード、行先QRコード及び輸送する荷物に取付された新タグ等のコードを読

み取り、輸送ステータスの輸送カード申請をサーバーに登録する為の機能を提供する。
4 15 5 5 - 3000

荷下完了登録 輸送カードのQRコードと輸送された荷物に取り付けられた新タグ等のコードを読み取り、輸送ステータス

の輸送カード申請をサーバーに登録する為の機能を提供する。
2 10 2 4 - 1000

定置情報登録 定置場QRコードと輸送された荷物に取り付けられた新タグ等のコードを読み取り、必要情報を入力した

後に、定置情報をサーバーに登録する為の機能を提供する。
2 9 2 4 - 1100

終了 アプリケーションを終了する為の機能を提供する。 - - - - - -

バッチ処理 JobCenterより起動されて実行する処理であり、データ収集や、集計、帳票の非同期作成などに利用

する。
- - - - - -

車両走行状況画面用データ作成 ５分毎に、最新の車両位置情報より車両走行状況画面に表示するデータを作成する為の機能を提

供する。
- - - - 10 1700

帳票作成 帳票出力機能で指定された内容に基づき帳票用データの作成と帳票ファイル（Excelファイル）を作成

し、ダウンロード可能となるように配置する為の機能を提供する。

「輸送車両周辺の放射線量率」

「輸送の実績（集計表）」

- 140 - - 41 7800

車両位置情報未登録抽出 前日輸送車両の内、１分間に１度車両位置情報が登録されていない車両を抽出する機能を提供す - - - - 8 1300

車両位置情報抽出 指定された条件を基に、車両位置情報を抽出する機能を提供する。 - - - - 4 800

EUC　元データ更新 最新の業務データに基づき、EUC機能で利用する情報を格納する7つのマテビューを更新する機能を提

供する。
- - - - 1 100

定置情報出力 集計用データとして全定置情報を抽出し、CSVファイルで出力する機能を提供する。 - 23 - - 2 800

輸送済未定置情報出力 前日締めの未定置情報をCSVファイルで出力する機能を提供する。 - 8 - - 11 0

不要データ削除 以下のテーブルにおいて、不要データを削除する。

「フレコン定置情報送信明細ワーク」

「車両位置情報＿現在」

「車両走行状況集計」

「アラート発生中ステータスの削除」

- - - - 4 600
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別紙2 総合管理システム　機能一覧

機能（大項目） 機能（中項目） 機能概要 画面数
表示項目数

（平均)

入力項目

（平均)

ボタン・リンク数

（平均)

関連テーブル数

（平均)

機能別

ステップ数概算
サブシステム

被ばく情報 中間貯蔵施設内で作業する作業員の被ばく情報を集約し、帳票などで出力する機能を提供する。 - - - - - -

Webアプリ Webブラウザー向けに各種機能を提供する。 - - - - - -

ファイルアップロード 被ばく情報ファイル（CSVファイル）をシステムに登録する為の機能を提供する。 - - - - - -

アップロードファイル選択 被ばく情報に関して以下の5種類のファイルを登録する為の機能を提供する。

「日次報告データ」「月次報告データ」「３か月累積データ」「四半期累積データ」「作業員データ」
6 4 1 3 48 7600

ファイルアップロード履歴確認 年月、事業者、ファイル種類別に指定し、登録状況をカレンダー形式で表示する為の機能を提供する。
1 12 5 5 9 2700

帳票ダウンロード 帳票の作成指示及び作成された帳票ファイルのダウンロードを行う為の機能を提供する。 - - - - - -

出力帳票選択 登録済み被ばく情報から、以下の4種類の帳票の作成の指示を行う為の機能を提供する。

「作業員の累積被ばく線量の分布」

「作業員の日次被ばく線量の分布」

「作業員の属性別の日平均被ばく線量」

「作業員の月次・四半期の被ばく線量」

帳票の作成処理は、バッチ処理の「帳票作成」機能を利用して非同期に行う。

5 4 4 4 15 3200

出力帳票一覧 バッチ処理の「帳票作成」機能で作成された帳票の一覧を表示し、選択された帳票をダウンロードする

為の機能を提供する。
1 21 7 5 5 1400

アラート一覧 登録された被ばく情報に対し、ファイルの種類別に閾値を超えた情報を抽出し、一覧として表示する為

の機能を提供する。
1 38 - - 5 1000

スクリーニング完了ステータス更新 スクリーニング施設でスクリーニングを実施した輸送車両に対して、結果を登録する為の機能を提供す

る。

対象の車両を検索する機能も提供する。
2 8 2 4 19 2400

バッチ処理
JobCenterより起動されて実行する処理であり、データ収集や、集計、帳票の非同期作成などに利用

する。
- - - - - -

帳票作成 ユーザーからの指示により以下の４種類の帳票を作成し、ダウンロード可能な状況とする機能を提供す

る。

「作業員の累積被ばく線量の分布」

「作業員の日次被ばく線量の分布」

「作業員の属性別の日平均被ばく線量」

「作業員の月次・四半期の被ばく線量」

- 25 - - 27 6200
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別紙2 総合管理システム　機能一覧

機能（大項目） 機能（中項目） 機能概要 画面数
表示項目数

（平均)

入力項目

（平均)

ボタン・リンク数

（平均)

関連テーブル数

（平均)

機能別

ステップ数概算
サブシステム

モニタリング
中間貯蔵施設内で測定したデータやモニタリングポスト等の測定結果を集約し、表示等を行う為の機

能を提供する。
- - - - - -

Webアプリ Webブラウザー向けに各種機能を提供する。 - - - - - -

モニタリング測定結果 登録済みのモニタリング情報と測定機材マスタを基に、地図（GoogleMaps）上に測定地点及び最

新の測定結果を表示する為の機能を提供する。
1 67 32 1 17 1700

ファイルアップロード 測定結果ファイル（CSVファイル）をシステムに登録する為の機能を提供する。 - - - - - -

アップロードファイル選択 モニタリングに関して以下の3種類のファイルを登録する為の機能を提供する。

「空間線量率（手動）取込」

「地下水中放射性物質濃度取込」

「大気中放射性物質濃度（手動）取込」

4 4 1 3 40 6900

ファイルアップロード履歴確認 年月、事業者、ファイル種類別に指定し、登録状況を一覧で表示する為の機能を提供する。

登録済みのデータをダウンロードする。
1 7 5 5 2 1300

帳票ダウンロード 帳票の作成指示及び作成された帳票ファイルのダウンロードを行う為の機能を提供する。

出力帳票選択 登録済み情報から、以下の種類の帳票の作成の指示を行う為の機能を提供する。

「中間貯蔵施設予定地敷地境界における空間線量率」

「中間貯蔵施設予定地敷地境界における1日の平均空間線量率」

「中間貯蔵施設予定地敷地境界における大気中放射性物質濃度」

「輸送路における放射線量率の測定結果」

「輸送路における空間線量率グラフ（24時間）」

「モニタリングポイントの日ごとの空間線量率」

「保管場における1日の平均空間線量率（日別表）」

「保管場における空間線量率のモニタリング（グラフ）」

「保管場における空間線量率のモニタリング」

「地下水中の放射性物質濃度のモニタリング」

帳票の作成処理は、バッチ処理の「帳票作成」機能を利用して非同期に行う。

11 9 6 3 20 7800

出力帳票一覧 バッチ処理の「帳票作成」機能で作成された帳票の一覧を表示し、選択された帳票をダウンロードする

為の機能を提供する。
1 8 8 5 5 1400

アラート一覧 登録されたモニタリングデータに対し、ファイルの種類別に閾値を超えた情報を抽出し、一覧として表示す

る為の機能を提供する。
1 60 - - 1 2200

機器一覧 登録済みの測定記載の一覧を表示する為の機能を提供する。 1 21 7 5 5 1800

マスタメンテナンス モニタリングサブシステムで利用する２種類のマスタに対し、CSVファイルを利用してデータの管理を行う

為の機能を提供する。
- - - - - -

モニタリングマスタ更新 測定機材マスタのファイルをアップロードし、マスタを管理する為の機能を提供する。 1 16 1 4 10 4500

測定地点グループ更新 測定地点グループのファイルをアップロードし、マスタを管理する為の機能を提供する。 1 8 1 4 4 3000

バッチ処理
JobCenterより起動されて実行する処理であり、データ収集や、集計、帳票の非同期作成などに利用

する。
- - - - - -

帳票作成 ユーザーからの指示により、以下の帳票を作成し、ダウンロード可能な状況とする為の機能を提供する。

「中間貯蔵施設予定地敷地境界における空間線量率」

「中間貯蔵施設予定地敷地境界における1日の平均空間線量率」

「中間貯蔵施設予定地敷地境界における大気中放射性物質濃度」

「輸送路における放射線量率の測定結果」

「輸送路における空間線量率グラフ（24時間）」

「モニタリングポイントの日ごとの空間線量率」

「保管場における1日の平均空間線量率（日別表）」

「保管場における空間線量率のモニタリング（グラフ）」

「保管場における空間線量率のモニタリング」

「地下水中の放射性物質濃度のモニタリング」

- 24 - - 92 12300
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別紙2 総合管理システム　機能一覧

機能（大項目） 機能（中項目） 機能概要 画面数
表示項目数

（平均)

入力項目

（平均)

ボタン・リンク数

（平均)

関連テーブル数

（平均)

機能別

ステップ数概算
サブシステム

外部情報公開 インターネット上で、モニタリングポストや輸送状況等の情報公開をするための機能である。 - - - - - -

モニタリング公開 地図（GoogleMaps）上に公開対象の測定地点及び測定結果を表示する為の機能を提供する。 3 10 2 1 - 700

車両走行状況公開 中間貯蔵施設までの高速道路、一般道を簡易道路地図で表示し、簡易道路地図上に最新の輸送

車両の数量を表示する為の機能を提供する。
2 10 - - - 3000

区域内車両状況 中間貯蔵施設施設内の施設と道路を簡易道路地図で表示し、簡易道路地図上に最新の輸送車両

の数量等を表示する為の機能を提供する。

業務利用を前提とするため、閲覧時に認証を行う。

2 27 2 - - 4000

バッチ処理
JobCenterより起動されて実行する処理であり、データ収集や、集計、帳票の非同期作成などに利用

する。
- - - - - -

モニタリング公開　サイト用表示用データ生成 外部公開対象となっている測定機材について、定期的に最新の測定データを基に表示用データを生成

する機能を提供する。
- 16 - - - 1800

車両走行状況公開　サイト用表示用データ生成 トレーサビリティサブシステムで管理している輸送車両の位置情報等より中間貯蔵施設敷地外の道路

区間別の輸送車両台数を集計し、定期的に最新情報を基に表示用データを生成する機能を提供す

る。
- 10 - - 6 1300

区域内車両状況　サイト用表示用データ生成 トレーサビリティサブシステムで管理している輸送車両の位置情報等より中間貯蔵施設敷地内の各施

設及び道路区間別の輸送車両台数を集計し、定期的に最新情報を基に表示用データを生成する機

能を提供する。

夜間に集計用データを生成し、データを配置する。

- 25 - - 38 8200

外部連携 総合管理システムより関連する外部システムとデータ連携を行う機能である。 - - - - - -

施設実績管理システム トレーサビリティ機能で管理されている新タグ紐付情報、定置情報を施設実績管理システムに送信す

る。
- - - - - -

リアルタイム連携 受入分別施設で荷下されたフレコンの情報（新タグ紐付及び施設情報）を施設実績管理システムに

送信する機能を提供する。
- 51 - - 28 1700

夜間連携機能 保管場に荷下されたフレコンの情報（新タグ紐付及び定置情報）を施設実績管理システムに送信す

る機能を提供する。
- 56 - - 18 1900

モニタリング収集システム モニタリング収集システムでモニタリングポストの計測結果を集積しており、総合管理システムからモニタリ

ング収集システムにアクセスし、モニタリングデータを取得する。
- - - - - -

モニタリングデータ取込 モニタリング収集システムにsftpで接続し、モニタリングデータファイルを取得し、取得したデータをDBに取

り込む機能を提供する。
- 6 - - 11 3000

情報収集・分析システム 情報収集・分析システムにモニタリングサブシステム、被ばく管理サブシステムの業務データを送信する。 - - - - - -

夜間連携機能 日毎に連携対象テーブルより差分データを抽出し、情報収集・分析システムにsftpでデータを送信する

機能を提供する。
- 37 - - 18 4400

9 / 9 ページ



別紙3 総合管理システム　環境別　サーバー・サービス構成案

【共通】

構成 用途 数量 サービス スペック等 備考

インターネット 外部通信用 1 Internetgateway 1Gbps / 2TB IO合計

DNS管理 DNS管理用 1 Route53
メール送信 Email 送信用 1 Simple Email Service １日1000件程度
リソース監視 CPU使用率 CloudWatch EC2,RDS

メモリ使用率 CloudWatch EC2,RDS

ストレージ使用率 CloudWatch EBS,RDS

死活監視 CloudWatch / Route53 NLB,EC2,RDS

ログ管理 CloudWatch / S3 ログはS3へ配置を想定

ファイル共有 アプリケーション用 1 FSx for Windows File

Server

2TB 初期は旧環境からの移行

データ配置を想定

バックアップ　その他用 1 S3 5TB 初期は旧環境からの移行

データ配置を想定

【本番環境】

構成 用途 数量 サービス スペック 備考

VPC構成 ローカルエリアの設定 1 VPC

ロードバランサー 冗長構成切替 1 NLB

アプリサーバー サーバープログラム 実行環境 2 EC2 

2 EBS

データベース DBMS実行環境 1 RDS for Oracle 16コア 64GB

MultiAZ

Oracle standard

ストレージ：1TB

バックアップ：2TB

業務データ：500G

インデックス：300G

増加：24G/年

5年：120G増加

管理サーバー 1 EC2

1 EBS

他システム連携 施設実績管理システム用 1 VPC peering 本番環境のみ

【練習環境】

構成 用途 数量 サービス スペック 備考

VPC構成 ローカルエリアの設定 1 VPC

ロードバランサー 冗長構成切替 1 NLB サービスで冗長確保

アプリサーバー サーバープログラム 実行環境 1 EC2 

1 EBS

データベース DBMS実行環境 1 RDS for Oracle 2コア 16GB

SingleAZ

Oracle standard

ストレージ：500GB

管理サーバー 1 EC2

1 EBS

【検証環境】

構成 用途 数量 サービス スペック 備考

VPC構成 ローカルエリアの設定 1 VPC

ロードバランサー 冗長構成切替 1 NLB

アプリサーバー サーバープログラム 実行環境 1 EC2 

1 EBS

データベース DBMS実行環境 1 RDS for Oracle 2コア 16GB

SingleAZ

Oracle standard

ストレージ：300GB

管理サーバー 1 EC2

1 EBS

AZを分けて配置

2コア 16GB

OS:WindowsServer

SSD:200GB

JobCener実行

及びメンテナンス用

2コア 16GB

OS:WindowsServer

SSD:200GB

4コア 32GB

OS:Windows Server

SSD:200GB

JobCener実行

及びメンテナンス用

4コア 16GB

OS:Windows Server

SSD:500GB

2コア 16GB

OS:Windows Server

SSD:200GB

JobCener実行

及びメンテナンス用

2コア 16GB

OS:WindowsServer

SSD:200GB



別紙4 試験運用・関連保守に係る業務 一覧

定例報告 週次報告 運用・保守状況及び運用改善案の報告

ログに関する点検及び不正侵入や不正操作の有無についての分析・報告

各サーバーの資源（CPU、メモリ利用率等）の利用状況の報告

資源不足やその兆候がある場合の資源増強や対策に係る提案

運転管理・監視等 稼働監視 サーバー、ネットワーク、アプリケーション等の稼働監視

バッチジョブやスケジュールベースで動作する機能、JSON連携の異常等の稼働監視

異常発見時のインシデント記録

資源監視 CPU使用率、メモリ使用率、ディスク使用率等のリソース監視

利用状況の報告 各サーバーの資源（CPU、メモリ利用率等）の利用状況の確認

ネットワーク状況監視 ネットワークの利用状況（帯域）の監視、出力されるログの蓄積や解析

セキュリティー監視 不正アクセス及びウイルス対策等のセキュリティー監視

サービス稼働監視 本システムを稼働するうえで必要なプロセスの監視

障害発生時のエスカレーション

障害の切り分けと一次対応の実施

インシデント管理 インシデントの分類及び管理

問題管理へのエスカレーション

問題管理 問題・エラーの識別、調査、分析及び管理

対応状況の報告 問合せ内容や、インシデント対応状況及び分析結果の報告

アプリケーションプログラム等の保守 変更管理 カテゴリ及び発行者等の変更履歴の保持

各種変更への対応

リリース管理 リリース実施の計画立案

リリースに関する情報の管理

構成管理 ソフトウェア構成管理一覧を作成、変更が生じた場合の反映

是正保守及び予防保守 ヘルプデスクからの対応依頼に対し、調査及び回答の作成

トラブル対応におけるプログラムの作成、修正及びテスト

保守作業に伴うマニュアルへの影響を調査、作成及び修正

作業区分 作業項目 作業内容



別紙4 試験運用・関連保守に係る業務 一覧

作業区分 作業項目 作業内容

システムインフラ保守 定期保守 データベースの再編成

機器定期点検の計画、影響分析及び報告の確認

ドキュメント管理 システム構築で作成したマニュアル等のドキュメントを保管及び修正

バックアップ バックアップの実施

バックアップ管理票の作成

セキュリティー管理 セキュリティーパッチの適用

セキュリティーパッチの適用状況管理

ウイルスパターンファイル更新 パターンファイルの更新

パターンファイルの更新状況管理

是正保守及び予防保守 JESCOからの対応依頼に対し、調査及び回答の作成

トラブル対応におけるプログラムの作成、修正及びテスト

保守作業に伴うマニュアルへの影響を調査、作成及び修正

ネットワーク管理 ネットワーク変更 接続先の追加や変更が生じた際の変更作業

障害発生時対応 障害検知 障害検知

障害発生箇所の切り分け

関係事業者への連絡

復旧作業 復旧作業（暫定対策、恒久対策）

復旧確認

報告



機密性１ 

別紙 5 

情報セキュリティガイドライン 

受注者は本業務遂行にあたり以下の情報セキュリティ対策を遵守しなければならない。 

また、受注者は当社からの要請があった場合は情報セキュリティ対策実施状況の確認のため、「情報

セキュリティ対策実施状況確認リスト」を提出すること。 

 

 

1. 情報セキュリティガイドラインの遵守 

受注者は本情報セキュリティガイドラインを遵守し、必要な対策を講じることにより、故意又は

過失による事件や事故等の未然防止に努めなければならない。 

 

2. 情報セキュリティ管理体制 

受注者は本業務に係る情報セキュリティを確保するため、受注者の組織内において管理体制を整

えると共に情報セキュリティ教育を実施しなければならない。また、当社は情報セキュリティ対策

の実施状況を確認するため、書面の提出若しくは現地確認を、又はその両方を求める場合があり、

受注者はこれに協力しなければならない。 

 

3. 情報の取り扱いに関する管理対策 

受注者は本業務に係る情報を取り扱う範囲（作業場所）及び保管場所を明確にするとともに、関

係者以外の者が情報に触れることが無いよう適切に管理しなければならない。 

 

4. 技術的なセキュリティ対策 

受注者は本業務のために利用するネットワーク、構成機器（スイッチ、ルータ、端末機及びサー

バを含む）、ソフトウェア、クラウド環境等に対し、マルウェア感染・不正アクセス・情報漏洩等の

防止対策を講じなければならない。 

 

5. 外部記憶媒体の利用に関する管理対策 

受注者は受注者所有の外部記憶媒体（ハードディスク、ＵＳＢメモリ等）を当社機器に接続して

はならない。ただし、外部記憶媒体を接続せざるを得ない場合は当社に報告すること。 

なお、許可を得て接続する場合は事前にマルウェアチェックを実施し安全であることを確認する

こと。 

 

6. ＰＣの使用に関する管理対策 

受注者は受注者所有ＰＣを当社ネットワークに接続してはならない。当社ネットワークに接続し

たＰＣでの作業が必要な場合は当社に報告すること。 

 

7. セキュリティインシデント（事件、事故等）に対する対策 

受注者はインシデント及び違反等を認知した場合は、直ちに当社に報告しなければならない。 

 

8. 業務委託におけるセキュリティ対策 

受注者は受託業務における情報を当該業務外の目的で使用してはならない。また、受託業務に

関する当社業務システムに当社の意図しない変更が行われることが無いよう対策を講じなければ

ならない。 

なお、再委託（再々委託等も含む）先においても当社の情報セキュリティ対策を遵守すること

とし、受注者がこれを担保しなくてはならない。 

 



機密性１ 

 

9. 外部サービス選定のセキュリティ対策 

受注者は本業務における情報セキュリティ要件を定め外部サービスを選定すること。また、クラ

ウドサービスの選定はＩＳＭＡＰ等認証機関による情報セキュリティ認証取得済みを原則とする。

認証未取得の場合は情報セキュリティ対策の実施状況を確認すること。 

 

10. 外部サービス利用のセキュリティ対策 

 受注者は外部サービス利用時に情報漏洩することが無いよう対策を講じなければならない。また、

利用を終了する際、将来にわたり情報漏洩することが無いよう対策を講じなければならない。 

 

以上 
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別紙6【用語集】

用語 記載箇所 分類 意味

ユーザー 全般 プロジェクト 本システムを利用することが可能な利用者を表す。

システム管理者 全般 プロジェクト ユーザーの内、システムを管理する役割を表す。

車載アプリ 特記仕様書　別紙を含む各所 プロジェクト 車載端末で動作する、本システム用のアプリを表す。

現場アプリ 特記仕様書　別紙を含む各所 プロジェクト 現場端末で動作する、本システム用のアプリを表す。

端末アプリ 特記仕様書　別紙を含む各所 プロジェクト 車載アプリ、現場アプリの総称を表す。

輸送事業者
別紙1　1.業務要件　1.1　対象シ

ステムについて
プロジェクト

環境省からの委託により、仮置場から中間貯蔵施設への除去土壌等の輸

送及びそれに伴う情報収集・報告を行う事業者を表す。

事業者 別紙2各所 プロジェクト 仮置場事業者、輸送事業者、中間貯蔵施設事業者等を表す。

除去土壌等 特記仕様書　別紙を含む各所 プロジェクト 除染に伴い生じる土壌や廃棄物等を表す。

大型土のう袋 別紙2各所 プロジェクト 除去土壌等を格納する袋を表す。

フレコン 特記仕様書　別紙を含む各所 プロジェクト 大型土のう袋の別名。

輸送フレコン 別紙2各所 プロジェクト フレコンの内、中間貯蔵施設へ輸送するフレコンを表す。

中間貯蔵施設 特記仕様書　別紙を含む各所 プロジェクト
除染によって取り除いた土壌等を、最終処分するまでの間、安全に管

理・保管するための施設を表す。

仮置場 別紙各所 プロジェクト 除染によって取り除いた土壌等を一時的に保管しておく場所を表す。

搬出元 別紙2各所 プロジェクト 仮置場等の輸送対象物の搬出の元となる場所の総称を表す。

受入分別施設 別紙2各所 プロジェクト
中間貯蔵施設内に設けられている大型土のう袋などで搬入された除去土

壌等を分別する施設を表す。

保管場 別紙各所 プロジェクト 中間貯蔵施設内に設けられている大型土のう袋等の置き場所を表す。

定置場 別紙2各所 プロジェクト 保管場と同義。

搬出先 別紙2各所 プロジェクト 輸送対象物を搬出する目的地となる場所を表す。

総合管理システム 特記仕様書　別紙を含む各所 プロジェクト
除去土壌等の輸送において、輸送対象物の全数管理、輸送車両の運行管

理、業務従事者の被ばく管理を行うためのシステムを表す。

運行計画 別紙各所 プロジェクト
除去土壌等の輸送における計画を表す。計画名称、期間、対象の仮置

場、対象の中間貯蔵施設、予定数量などが定められる。

輸送予定 別紙各所 プロジェクト
除去土壌等の輸送における車両、運転手等の計画を表す。

実施日、車両と運転手の情報、輸送の順序などが定められる。

回転 別紙各所 プロジェクト
輸送車両は搬出元と搬出先を往復するが、往路のみ、もしくは、１回往

復で１回転と表現し、複数往復することを複数回転と表す。

輸送車両 特記仕様書　別紙を含む各所 プロジェクト 仮置場から除染土壌等や焼却灰を輸送する際に利用する車両を表す。

運転手 別紙各所 プロジェクト

輸送車両を運転する者を表す。

運転手は環境省が開催している運転者講習を受講していることが必要と

なる。

定置情報 別紙各所 プロジェクト
保管場・定置場にフレコンを配置した際の配置情報を表す。

定置情報は定置区画、区域、段数で構成する。

輸送ルート 別紙2各所 プロジェクト

輸送時に利用する道順・経路を表す。

輸送時の経路は搬出元から搬出先、保管場まで決められたルートのみ走

行することが出来る。

輸送ステータス 別紙各所 プロジェクト

輸送車両における輸送の状況を以下の項目と共に時刻を管理する。

[ステータス]

輸送開始：搬出元で輸送作業が開始した（車両毎に１度だけ）

積込開始：搬出元で輸送車両への積込作業が開始した

輸送カード申請：輸送カードを申請した

輸送カード承認 or 輸送カード強制承認：輸送カードが承認された

輸送カード発行・携帯：輸送カードを運転手が携帯した

搬出元出発：輸送車両が搬出元判定エリアから出発した

搬出先到着：輸送車両が搬出先判定エリアに到着した

荷下完了：積荷が下ろされ荷下完了した

スクリーニング完了：スクリーニングが終了した

搬出先出発：輸送車両が搬出先判定エリアから出発した

輸送終了：輸送終了が連携した
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用語 記載箇所 分類 意味

輸送カード 別紙2各所 プロジェクト

輸送車両でフレコンを輸送する際に使用する伝票を表す。

フレコンを輸送時は運転手は必ず環境省より承認された紙の輸送カード

を携帯する必要がある。

除染時データ 別紙2各所 プロジェクト

除去土壌等を詰めたフレコンの素性情報を表す。

除染時データには除去土壌の種別（土壌、草木類など）や由来等の情報

が含まれる。

環境省より事業者に対して輸送前に提供される。

焼却時データ 別紙2各所 プロジェクト

焼却灰を詰めたフレコンの素性情報を表す。

焼却時データには焼却灰の種別（主灰、飛灰など）等の情報が含まれ

る。

環境省より事業者に対して輸送前に提供される。

旧タグ 別紙2各所 プロジェクト
除染時データや焼却時データを特定するための除染作業時、焼却作業時

にフレコンに付与されるタグを表す。

旧タグID 別紙2各所 プロジェクト
除染時にフレコンを管理する為に付与されるIDを表す。

旧タグIDは除染場所毎に一意となるIDが付与される。

新タグID 別紙2各所 プロジェクト

中間貯蔵施設へ輸送するフレコンおよび、中間貯蔵施設域内で発生した

フレコンを個体管理する際に付与するIDを表す。

新タグIDは総合管理システムにて発行され、中間貯蔵施設で管理するフ

レコン全体で一意となる。

新タグ 別紙各所 プロジェクト

輸送時にフレコンに付与されるタグを表す。

新タグには新タグIDが印刷されている。

除去土壌や焼却灰の種類により、決められた色のタグを付与する。

※白：除去土壌、青：不燃物、緑色：草木類等

共通タグ 別紙各所 プロジェクト

除染時にフレコンに付与されるタグを表す。

共通タグにはQRコードが印刷され、QRコード内の情報として、新タグ

ID及び旧タグIDに相当するIDと、輸送に必要な情報が付与される。

新タグ紐付 別紙各所 プロジェクト

輸送するフレコンに新タグIDを関連付ける作業、もしくは、関連付ける

際に付与する追加情報を表す。

新タグをフレコンに紐づける作業時に、旧タグ、重量、表面線量率等を

追加で付与する。

スクリーニング 別紙2各所 プロジェクト
中間貯蔵施設から退出する際に、放射性物質に汚染されていないか確認

する行為を表す。

ミドルウェア 特記仕様書　別紙を含む各所 一般

OSとアプリケーションの間に入る形で動作するソフトウェアのことを

表す。OSの機能拡張や、アプリケーションの共通機能の役割を果た

す。 Webサーバー、アプリケーションサーバー、データベース管理シ

ステムなどが、その一例。

DNS【Domain Name System】 特記仕様書　別紙を含む各所 一般

ネットワーク上でドメインやホスト名とIPアドレスの対応関係を管理す

るシステムを表す。例えるなら、名前から電話番号を調べる電話帳のよ

うなもの。

WBS【Work Breakdown Structure】

特記仕様書　第３　作業の実施要

領に関する事項　１　プロジェク

ト管理

一般
プロジェクトマネジメントで計画を立てる際に用いられる手法 の一つ

で、プロジェクト全体を細かい作業に分割した構成図を表す。

PMP【Project Management Professional】

特記仕様書　第４　作業の実施体

制・方法に関する事項　２　作業

要員に求める資格等

一般

アメリカ合衆国の非営利団体であるProject Management Institute

(PMI) が主催しているプロジェクトマネジメントに関する国際資格。受

験資格として実務経験と研修受講が必須。

CISSP【Certified Information Systems

Security Professional】

特記仕様書　第４　作業の実施体

制・方法に関する事項　２　作業

要員に求める資格等

一般

(ISC)2(International Information Systems Security Certification

Consortium)が認定を行っている情報セキュリティーに関する国際資

格。受験資格として実務経験が必須。

バッチ処理 特記仕様書　別紙を含む各所 一般

一定期間(若しくは一定量)データを集め、まとめて一括処理 を行う処理

方式。あるいは、複数の手順から構成される一連の処理において、あら

かじめそれらを登録しておき、自動的に 連続処理を行う処理方式。

コンポーネント
別紙1　3.非機能要件　3.2システ

ム方式に関する要件
一般

ハードウェア、ソフトウェア、システムを構成する部品や要素などのこ

と。

マルウェア 別紙各所 一般
悪意のこもったソフトウェアの総称。コンピューターウイルスはマル

ウェアの一種である。

FQDN【Fully Qualified Domain Name】
別紙1　2.機能要件　2.3　システ

ム環境に係る要件
一般

DNSにおける「TLD（Top Level Domain）まで完全に指定された」ホ

スト名のことである。
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用語 記載箇所 分類 意味

DBMS【Database Management System】
別紙1　2.機能要件　2.4　ソフト

ウェア等に係る要件
一般

コンピューターのデータベースを構築するために必要なデータベース運

用、管理のためのシステム、およびそのソフトウェアのことである。

GeoJsonファイル 別紙2各所 一般
地理空間データ交換フォーマットの一つであり、本システムでは、判定

エリアの定義を登録する際に使用している。

sftp【SSH File Transfer Protocol】 別紙各所 一般
ファイルを送受信するための仕組みの一つであり、本システムでは、他

システムとの連携に使用している。
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第１章 総則 

１．１ 目的 

福島県内において除染等に伴って大量に発生した除去土壌等は、一定の期間、中

間貯蔵施設において安全に保管を行うこととしている。 

本共通仕様書は、中間貯蔵に係る調査・研究業務を実施するにあたって共通の事

項を定めるものである。 

 

１．２ 適用 

(1) 中間貯蔵・環境安全事業株式会社（以下「JESCO」という。）が発注する中間貯

蔵に係る調査・研究業務の実施に関する共通的な仕様等を示し、契約図書の内

容について、統一的な解釈及び運用を図るとともに、その他必要な事項を定め、

もって契約の適正な履行の確保を図るためのものである。 

(2) 契約図書は、相互に補完し合うものとし、そのいずれかによって定められてい

る事項は、契約の履行を規定するものとする。設計図書の間に相違がある場合

の優先順位は、次の①から⑤の順番とし、これによりがたい場合は、調査社員

と協議する。 

①質問回答書 

②現場説明書 

③特記仕様書 

④図面 

⑤共通仕様書 

(3) 受託者は、信義に従って誠実に業務を履行し、調査社員の指示がない限り業務

を継続しなければならない。 

 

１．３ 用語の定義 

本共通仕様書に使用する用語は、次の定義に定めるもののほか、平成二十三年三

月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出

された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法（平成 23 年法律

第 110 号）の定めるところによる。 

(1) ｢委託者」とは、JESCO の契約職をいう。 

(2) ｢受託者」とは、業務の実施に関し、委託者と委託契約を締結した個人若しく

は会社その他の法人をいう。 

(3) ｢契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。 

(4) ｢設計図書」とは、仕様書、図面、現場説明書及び質問回答書をいう。 

(5) ｢仕様書」とは、共通仕様書、特記仕様書をいい、「特記仕様書」は共通仕様書

を補足し、業務の履行に関する明細又は業務に固有の技術的要求を定める図書

をいう。 

(6) ｢図面」とは、入札に際して委託者が示した設計図、委託者から変更又は追加

された設計図等をいう。 
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(7) ｢現場説明書」とは、業務の入札に参加する者に対して、委託者が当該業務の

契約条件等を説明した書類をいう。 

(8) ｢質問回答書」とは、共通仕様書、特記仕様書、図面及び現場説明書に関して、

質問受付時に入札参加者から所定の手続きを経て寄せられた質問書に対して

委託者が回答する書面をいう。 

(9) ｢調査社員」とは、契約図書に定められた範囲内において受託者に対する指示、

承諾又は協議の職務等を行う者で、委託者が定めた者をいう。 

(10)｢業務管理者」とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統括を行うほか、業務

委託料の変更、業務委託料の請求及び受領並びに契約の解除に係る権限を除き、

契約に基づく受託者の一切の権限を履行することができる者で、受託者が定め

た者をいう。 

(11)｢主任技術者」とは、業務履行の技術上の管理を行う者で、受託者が定めた者を

いう。 

(12)｢照査技術者」とは、業務計画書及び成果物の内容の技術上の照査を行う者を

いう。 

(13)｢放射線管理責任者｣とは、作業員等の放射線管理を指揮監督する有資格者で、

受託者が定めた者をいう。 

(14)｢放射線業務従事者」とは、受託者の指示のもと、除染特別地域、汚染状況重点

調査地域等の場所で、個人の被ばく管理が必要な作業場所において、作業を実

施する者をいう。 

(15)｢同等の能力と経験を有する技術者」とは、業務に関する技術上の知識を有す

る者で、特記仕様書で規定する者又は委託者が承諾した者をいう。 

(16)｢検査」とは、契約図書に基づき検査社員が業務の完了若しくは既済部分又は

一部分の完了を確認することをいう。 

(17)｢検査社員」とは、業務の検査を行う者で、委託者が定めた者をいう。 

(18)｢指示」とは、調査社員が業務管理者に対し、業務の履行上必要な事項につい

て、書面によって示し、実施させることをいう。 

(19)｢協議」とは、書面により契約図書の協議事項について、調査社員と業務管理者

が対等の立場で合議し、結論を得て書面に残すことをいう。 

(20)｢確認」とは、契約図書に示された事項について、臨場又は関係資料により、そ

の内容について契約図書との適合を確かめることをいう。 

(21)｢承諾」とは、業務管理者が調査社員に対し書面で申し出た事項について、調査

社員が書面により同意することをいう。 

(22)｢報告」とは、業務管理者が調査社員に対し、業務の状況又は結果について、書

面により知らせることをいう。 

(23)｢提出」とは、業務管理者が調査社員に対し、業務に関する書面又はその他の資

料を示して説明し、差し出すことをいう。 

(24)「提示」とは、業務管理者が調査社員に対し、業務に関する書面又はその他の

資料を示して説明することをいう。 



5 
 

(25)｢書面」とは、印刷物等による伝達物をいい、発行年月日を記載し、署名又は記

名したものをいう。なお、記名の場合は、担当者連絡先（部署名、責任者名、

担当者名、TEL、FAX、E-mail）を記載又は押印すること。 

(26)｢立会」とは、契約図書に示された項目について、調査社員が臨場し、その内容

について契約図書との整合を確かめることをいう。 

(27)｢打合せ」とは、業務を適正かつ円滑に実施するために、調査社員と業務管理者

等が面談等により、業務の方針及び条件等の疑義を正すことをいう。 

(28)｢申出」とは、受託者が契約内容の履行あるいは変更に関して、委託者に対し

て、書面をもって同意を求めることをいう。 

(29)｢質問」とは、不明な点に関して書面をもって問うことをいう。 

(30)｢回答」とは、質問に対して書面をもって答えることをいう。 

(31)｢再委任等」とは、受託者が業務の履行に当たり、業務の一部を第三者に委任又

は委託することをいう。 

(32)｢業務期間」とは、業務を実施するための準備及び後片付け期間を含めた始期

日から終期日までの期間をいう。 

(33)｢業務着手」とは、業務のための準備作業に着手することをいう。 

 

第２章 業務の実施 

２．１ 業務の着手 

受託者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後 14 日以内に業務に

着手しなければならない。この場合において、着手とは主任技術者が業務の実施の

ため調査社員との打合せ又は現地踏査を開始することをいう。 

 

２．２ 受託者の義務 

受託者は、契約の履行に当たり業務の意図及び目的を十分に理解したうえで業務

に適用すべき諸基準に適合し、所定の成果を満足するような技術を十分に発揮しな

ければならない。 

 

２．３ 調査社員 

(1) 委託者は、業務における調査社員を定め、受託者に通知するものとする。 

(2) 調査社員は、契約の履行について委託者に代り監督し指示する権限を有するも

のであり、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、協議等

の職務を行うものとする。 

(3) 調査社員がその権限を行使する場合は、書面により行うものとする。 

 ただし、緊急を要する場合、調査社員が受託者に対し口頭による指示等を行っ

た場合には、受託者はその指示に従うものとする。調査社員はその指示等を行

った後 7 日以内に書面で受託者にその内容を通知するものとする。 
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２．４ 業務管理者 

(1) 受託者は、業務管理者を 1 名選任し、その氏名その他必要な事項を委託者に通

知するものとする。また、変更した場合も同様とする。 

(2) 業務管理者は、業務に際しては、受託者の使用人等（再委任等先又はその代理

人若しくはその使用人その他これに準じる者を含む。）（以下、「受託者の使用

人等」という。）に適宜、安全対策、環境対策、衛生管理、受託者の行うべき地

元関係者に対する対応等の指導及び教育を行うとともに、業務が適正に遂行さ

れるように管理及び監督しなければならない。 

(3) 業務管理者と主任技術者は、これを兼ねることができるものとする。 

(4) 業務管理者は、日本語に堪能でなければならない。 

 

２．５ 主任技術者 

(1) 受託者は、業務における主任技術者を 1 名選任し、その氏名その他必要な事項

を委託者に通知するものとする。また、変更した場合も同様とする。なお、業

務の都合上、複数名配置する場合は、役割分担を明確にした上で全体を総括す

る者を主任技術者とし、それ以外を「副」として定め、委託者に通知するもの

とする。 

(2) 主任技術者は、特記仕様書に示す資格の保有者であり、業務の履行に当たって、

日本語に堪能でなければならない。 

(3) 主任技術者に委任できる権限は、契約図書に基づき業務履行の技術上の管理を

行うこととする。 

(4) 主任技術者は、調査社員が指示する場合には、関連する他の業務の受託者と十

分に協議のうえ相互に協力し、業務を履行しなければならない。 

 

２．６ 照査技術者 

(1) 受託者は、特記仕様書に定める場合には、その氏名その他必要な事項を委託者

に通知するものとする。なお、変更した場合も同様とする。 

(2) 照査技術者は、業務管理者及び主任技術者を兼ねることができないものとする。 

(3) 照査技術者は、特記仕様書に示す資格の保有者であり、業務の履行に当たって、

日本語に堪能でなければならない。 

 

２．７ 放射線管理責任者 

(1) 受託者は、特記仕様書に定める場合には、次の各号に掲げるすべての要件を満

たす者から放射線管理責任者をあらかじめ選任し、委託者に通知するものとす

る。 

①第1種放射線取扱主任者免状若しくは第2種放射線取扱主任者免状を有する

者又は次に掲げる専門教育機関等の講習を受けた者 

ｲ. 国立研究開発法人（旧独立行政法人）日本原子力研究開発機構が行う放

射線防護コース（旧：放射線防護基礎課程）、放射線安全管理コース（旧：
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ラジオアイソトープコース）、放射線基礎課程、旧放射線管理コース、

旧 RI・放射線初級コース、旧 RI・放射線上級コース 

ﾛ. 国立研究開発法人量子技術研究開発機構量子医学・医療部門（旧独立行

政法人放射線医学総合研究所）が行う放射線防護入門コース、放射線防

護のための管理・計測コース、放射線防護のための生命科学コース、放

射線規制に関する法令アドバンスコース（旧独立行政法人放射線医学総

合研究所が行った放射線防護課程、放射線影響・防護応用課程、放射線

影響・防護基礎課程、旧ライフサイエンス課程を含む。） 

ﾊ. 日本原子力発電株式会社が行う放射線管理入門コース、旧原子力発電所

の放射線管理員養成コース 

ﾆ. 公益財団法人放射線計測協会が行う放射線管理入門講座、放射線管理計

測講座 

ﾎ. 原子力企業協議会が行う放射線管理員養成講習 

ﾍ. 厚生労働省委託「原発事故からの復旧・復興従事者の適正な放射線管理

指導事業」における「管理者教育」 

②放射線管理の実務経験が 1 年以上の者 

(2) 放射線管理責任者は、業務に係る放射線管理を統括し、現場における受託者の

使用人等の被ばく線量の測定、保護具類の着用などの放射線関係業務について

指導、支援を行うものとする。 

 

２．８ 業務管理者等に対する措置請求 

(1) 委託者は、業務管理者、主任技術者、照査技術者、受託者の使用人等が、業務

の実施につき著しく不適当と認められる場合は、受託者に対して、その理由を

明示した書面により、必要な措置を請求することができるものとする。 

(2) 受託者は、上記の請求があった場合は、当該請求に係る事項について必要な措

置を決定し、その結果を、請求を受けた日から 10 日以内に委託者に通知する

ものとする。 

 

２．９ 提出書類 

(1) 受託者は、契約締結後に、委託者が指定した様式による契約履行上の書類を、

調査社員を経由して委託者に遅滞なく提出しなければならない。 

(2) 受託者が、委託者に提出する書類で様式が定められていないものは、受託者に

おいて定め、提出するものとする。ただし、委託者がその様式を指示した場合

は、これによる。 

 

２．10 打合せ及び記録等 

(1) 業務を適正かつ円滑に実施するため、主任技術者と調査社員は密接な連絡をと

り、業務の方針及び条件等の疑義を正すものとし、その内容についてはその都

度受託者が書面（打合せ記録簿）に記録し、相互に確認しなければならない。 
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(2) 業務着手時及び設計図書で定める時期において、主任技術者と調査社員は打合

せを行うものとし、その結果について主任技術者が書面（打合せ記録簿）に記

録し相互に確認しなければならない。 

(3) 主任技術者は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やか

に調査社員と協議するものとする。 

 

２．11 業務計画書 

(1) 受託者は、契約締結後 14 日以内に業務計画書を作成し、調査社員に提出しな

ければならない。 

(2) 業務計画書には、契約図書に基づき下記事項を記載するものとする。 

①業務概要 

②実施方針 

③実施内容 

④業務工程 

⑤業務管理者、主任技術者、照査技術者、放射線管理責任者の氏名 

⑥業務実施体制 

⑦再委任等がある場合は、再委任等先の概要、担当する業務内容及び担当技術

者 

⑧打合せ計画 

⑨成果物の内容、部数 

⑩使用する主な図書及び基準 

⑪個人情報、機密情報の取り扱い 

⑫情報セキュリティの確保 

⑬安全管理計画（放射線管理含む） 

⑭連絡体制（緊急時含む） 

⑮その他調査社員が必要に応じて指定する事項 

(3) 受託者は、業務計画書の重要な内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえ

で、その都度調査社員に変更業務計画書を提出しなければならない。 

(4) 調査社員が指示した事項については、受託者は更に詳細な業務計画に係る資料

を提出しなければならない。 

 

２．12 関係官公庁等への手続き等 

(1) 受託者は、業務の実施に当たっては、委託者が行う関係官公庁等への手続きの

際に協力しなければならない。また受託者は、業務を実施するため、関係官公

庁等に対する諸手続きが必要な場合は、速やかに行うものとする。 

(2) 受託者が、関係官公庁等から交渉を受けた場合は、遅滞なくその旨を調査社員

に報告し協議するものとする。 
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２．13 調査に必要な手続き等（土地への立入り等） 

(1) 受託者は、屋外で行う業務を実施するため国有地、公有地又は私有地に立入る

場合は、調査社員及び関係者と十分な協議を保ち、業務が円滑に進捗するよう

に努めなければならない。なお、やむを得ない理由により現地への立入りが不

可能になった場合には、ただちに調査社員に報告し指示を受けなければならな

い。 

(2) 受託者は、業務の実施に当たり関係法令等に基づき必要な手続きが存する場合

は、当該手続きは受託者が責任をもって行うものとする。また、業務の実施に

伴い使用する用地の補償その他補償に係る費用は受託者の負担によるものと

する。 

 

２．14 立入りの手続き 

受託者は、調査のため、中間貯蔵施設区域に立入る場合は、所定の申請様式に必

要事項等を記載し、必要書類を添付のうえ調査社員に提出し身分証明書及び車両通

行証の交付を受け、立入りに際しては、これを常に携帯しなければならない。また、

業務完了等により不要となった身分証明書及び車両通行証は業務完了後直ちに調

査社員に返却するものとする。 

 

２．15 立入り範囲 

受託者は、調査社員が指定する場所以外には、立入らないものとする。ただし、

調査のため調査社員が指定する場所以外に立入らなければならない事由が生じた

場合には、事前に調査社員へ連絡し、指示を受けるものとする。  

 

２．16 特殊勤務手当等 

業務のうち帰還困難区域で作業する場合、その業務環境の特殊性に鑑み、労務単

価に加え、特殊勤務手当を支給する。 

(1) 帰還困難区域における屋外作業については、1 人 1 日当たり 6,600 円をそれぞ

れ支払うこととする。なお、1 日の作業時間が 4 時間に満たない場合には、手

当に 100 分の 60 を乗じた額とする。 

(2) 帰還困難区域における屋内作業については、1 人 1 日当たり 1,330 円をそれぞ

れ支払うこととする。 

(3) 特殊勤務手当は作業時間等に応じて支給額が異なることから精算変更を行う

ので、業務場所・業務内容・集積線量・手当の額等を管理できる特殊勤務手当

管理簿等の記録を提出すること。また、業務完了時に特殊勤務手当が適正に支

払われていることが確認できる賃金台帳等を提示すること。 

(4) 特殊勤務手当対象外の作業については、特記仕様書による。 

(5) 業務において作業環境が著しく異なる作業がある場合は、特殊勤務手当につい

て、委託者と受託者で別途協議するものとする。 

(6) 業務に必要な個人線量計等の備品、呼吸用保護具等の消耗品その他必要な物品
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は、受託者の負担とする。なお、防護服の着用が必要な場合は、受託者の負担

で準備すること。 

(7) 業務に伴って発生する廃棄物は、受託者が関係法令に基づき適正に処理するこ

ととし、その費用は受託者の負担とする。 

 

２．17 地域との協調 

(1) 受託者は、契約図書の定め又は調査社員の指示により受託者が行うべき地元関

係者への説明、交渉等を行う場合には、交渉等の内容を書面で随時、調査社員

に報告し、指示があればそれに従うものとする。 

(2) 受託者は、業務の実施中に委託者が地元協議等を行い、その結果を条件として

業務を実施する場合には、調査社員の指示するところにより、地元協議等に立

会うとともに、説明資料及び記録の作成を行うものとする。 

(3) 受託者は、業務の実施にあたり法令、協定等を遵守し、地域との協調を保ち問

題が生じないよう注意を払うとともに、万一問題が生じた場合には、速やかに

調査社員に報告し、その指示を受けるものとする。 

 

２．18 環境物品等の調達 

受託者は、契約図書に基づいて業務実施中又は完了時に提出する紙類・納入印刷

物及び納入印刷物に付属する文具類（ファイル等）については、グリーン購入法（国

等による環境物品等の調達の推進に関する法律）に基づく基本方針の基準によるも

のとし、当該基準に適合した物品を調達し、使用したことを証する書類を業務完了

時に委託者に提出すること。 

なお、環境物品等の調達の推進に関する基本方針は環境省ホームページからダウ

ンロードできる。（資料名：環境物品等の調達の推進に関する基本方針（最新版））

また、資材、建設機械等の調達については、国土交通省ホームページからダウンロ

ードできる。（特定調達品目調達ガイドライン（案）（最新版）） 

 

２．19 業務の成果物 

(1) 受託者は、業務が完了した場合は、契約図書に示す成果物が契約図書に基づく

内容となっているかどうかについて確認し、確認したことを示す記録と成果物

を完了届とともに提出し、検査を受けるものとする。 

(2) 受託者は、契約図書に定めがある場合又は調査社員の指示する場合で同意した

ときは、履行期間中においても成果物の部分引き渡しを行うものとする。 

 

２．20 関連法令及び条例等の遵守 

受託者は、業務の実施に当たっては、関連する関係諸法規及び条例、協定等を遵

守しなければならない。 
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２．21 検査等 

(1) 受託者は、委託者に対して業務の完了を完了届により通知する時までに、契約

図書により義務付けられた書類の整備をすべて完了し、調査社員に提出してお

かなければならない。 

(2) 調査社員は、業務の検査に当たっては、あらかじめ、業務管理者に対して検査

日を通知するものとする。その通知があった場合、受託者は、検査に必要な書

類や成果物等を整備するとともに、屋外で行う検査においては、必要な人員及

び機材を準備し提供しなければならない。この場合検査に要する費用は受託者

の負担とする。 

(3) 検査社員は、調査社員及び業務管理者の立会のうえ、次の各号に掲げる検査を

行うものとする。 

①業務の成果物の検査 

②業務管理状況の検査 

業務管理状況については、書類、記録及び写真等により行う。 

 

２．22 業務の再委任等 

(1) 受託者は、主たる業務を再委任等してはならない。 

(2) 受託者は、主たる業務以外を再委任等する場合には、あらかじめ委託者の承諾

を得なければならない。 

 

２．23 著作権等の扱い 

(1) 受託者は、成果物が著作権法（昭和 45 年法律第 48 号）第 2 条第 1 項第 1 号に

規定する著作物（以下「著作物」という。）に該当する場合には、当該著作物に

係る受託者の著作権（著作権法第 21 条から第 28 条に規定する権利をいう。）

を当該著作物の引渡し時に委託者に無償で譲渡するものとする。 

(2) 委託者は、成果物が著作物に該当するとしないとにかかわらず、当該成果物の

内容を受託者の承諾なく自由に公表することができる。 

(3) 委託者は、成果物が著作物に該当する場合には、受託者が承諾したときに限り、

既に受託者が当該著作物に表示した氏名を変更することができる。 

(4) 受託者は、成果物が著作物に該当する場合において、委託者が当該著作物の利

用目的の実現のためにその内容を改変するときは、その改変に同意する。また、

委託者は、成果物が著作物に該当しない場合には、当該成果物の内容を受託者

の承諾なく自由に改変することができる。 

(5) 受託者は、業務の履行に当たって知り得た秘密を漏らしてはならない。 

(6) 受託者は、成果物（業務を行う上で得られた記録を含む。）が著作物に該当す

るとしないとにかかわらず、委託者が承諾した場合には、当該成果物を使用又

は複製し、又（5）にかかわらず、当該成果物の内容を公表することができる。 

(7) 委託者は、受託者が成果物の作成に当たって開発したプログラム（著作権法第

10 条第 1 項第 9 号に規定するプログラムの著作物をいう。）及びデータベース
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(著作権法第 12 条の 2 に規定するデータベースの著作物をいう。)について、

受託者が承諾した場合には、別に定めるところにより、当該プログラム及びデ

ータベースを利用することができる。 

(8) 受託者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき

保護されている第三者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている

ものを使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 

 

２．24 守秘義務 

(1) 受託者は、業務の実施過程で知り得た秘密を第三者に漏らしてはならない。 

(2) 受託者は、業務の結果（業務の過程において得られた記録等を含む。）を第三

者に閲覧させ、複写させ、又は譲渡してはならない。ただし、あらかじめ委託

者の書面による承諾を得た場合はこの限りではない。 

(3) 受託者は、業務に関して委託者から貸与された情報その他知り得た情報を業務

計画書に記載される者以外には秘密とし、また、業務の遂行以外の目的に使用

してはならない。 

(4) 受託者は、業務に関して委託者から貸与された情報その他知り得た情報を業務

の完了後においても第三者に漏らしてはならない。 

(5) 取り扱う情報は、業務のみに使用し、他の目的には使用しないこと。また、委

託者の許可なく複製しないこと。 

(6) 受託者は、業務に関して委託者から貸与された情報その他知り得た情報につい

て、業務完了時に、委託者への返却若しくは消去又は破棄を確実に行うこと。 

(7) 受託者は、業務の遂行において貸与された情報の外部への漏えい若しくは目的

外利用が認められ又そのおそれがある場合には、これを速やかに委託者に報告

すること。 

 

２．25 個人情報の取り扱い 

(1) 受託者は、個人情報の保護の重要性を認識し、契約による事務を処理するため

の個人情報の取り扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害することのないよ

う、個人情報の保護に関する法律第 20 条の規定に基づき、個人情報の漏えい、

滅失、改ざん又はき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措

置を講じなければならない。 

(2) 受託者は、契約による事務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに第三者

に知らせ、又は業務の遂行以外の目的に使用してはならない。契約が完了し、

又は解除された後においても同様とする。 

(3) 受託者は、契約による事務を処理するために個人情報を取得する場合は、あら

かじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。また、当該利

用目的の達成に必要な範囲内で、適正かつ公正な手段で個人情報を取得しなけ

ればならない。 

(4) 受託者は、調査社員の指示又は承諾がある場合を除き、契約による事務を処理
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するための利用目的以外の目的のために個人情報を自ら利用し、又は提供して

はならない。 

(5) 受託者は、調査社員の指示又は承諾がある場合を除き、契約による事務を処理

するために調査社員から提供を受けた個人情報が記録された資料等を複写し、

又は複製してはならない。 

(6) 受託者は、調査社員の指示又は承諾がある場合を除き、契約による事務を処理

するための個人情報については自ら取り扱うものとし、第三者にその取り扱い

を伴う事務を再委任等してはならない。 

(7) 受託者は、個人情報の漏えい等の事案が発生し、又は発生するおそれがあるこ

とを知った場合は、速やかに調査社員に報告し、適切な措置を講じなければな

らない。なお、調査社員の指示があった場合はこれに従うものとする。また、

契約が完了し、又は解除された後においても同様とする。 

(8) 受託者は、契約による事務を処理するために調査社員から貸与され、又は受託

者が収集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、契約の完了後

又は解除後速やかに調査社員に返却し、又は引き渡さなければならない。ただ

し、調査社員が、廃棄又は消去など別の方法を指示した場合は、当該指示に従

うものとする。 

(9) 調査社員は、受託者における個人情報の管理の状況について、調査社員が必要

と認める場合は、受託者に対して報告を求め、確認することができるものとす

る。 

(10)受託者は、契約による事務に係る個人情報の管理に関する責任者を特定するな

ど管理体制を定めなければならない。 

(11)受託者は、従事者に対し、在職中及び退職後においても契約による事務に関し

て知り得た個人情報の内容をみだりに第三者に知らせ、又は業務の遂行以外の

目的に使用してはならないことなど、個人情報の保護に関して必要な事項を周

知しなければならない。 

 

２．26 情報セキュリティの確保 

(1) 受託者は、業務の開始時に、当該業務に係る情報セキュリティ対策とその実施

方法及び管理体制を定めなければならない。 

(2) 受託者は、委託者から要機密情報を提供された場合には、当該情報の機密性の

格付けに応じて適切に取り扱うための措置を講ずること。また、業務において

受託者が作成する情報については、調査社員の指示に応じて適切に取り扱うこ

と。 

(3) 調査社員は、情報セキュリティ対策について、調査社員が必要と認める場合は、

受託者に対して報告を求め、確認することができるものとする。 

(4) 受託者は、業務の完了時に、業務で実施した情報セキュリティ対策を報告する

こと。 
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第３章 安全等の確保 

３．１ 安全管理  

(1) 受託者は、業務及び交通等の安全に関する諸法令を遵守し、常に交通安全確保

をはじめとする業務の安全に留意し、災害の防止を図らなければならない。ま

た、そのために必要な教育や資質の確認を不断に行わなければならない。 

(2) 受託者は、労働災害及び一般公衆の迷惑となる事態が万一発生した場合は、そ

の被害を最小限度にとどめるよう最善を尽くすとともに、必ず調査社員へ報告

すること。 

(3) 受託者は、業務の実施にあたり安全管理計画書を策定し調査社員に提出し、こ

れに従い安全管理を実施するものとする。 

(4) 中間貯蔵施設区域での作業は、以下の各号に該当する準備を行うこと。 

①中間貯蔵施設区域においては、水道、電気、ガスなどのインフラが利用不可

能な場合もあることから、作業の実施に際しては、必要な準備を行うこと。 

②中間貯蔵施設区域においては、救急車、消防車その他緊急車両等の立入りが

制限される場合もあるため、事故や火災等の防止に努めるほか、緊急の事態

に対応できるよう、必要な準備を行うこと。 

(5) 受託者は、業務で使用する車両には、ドライブレコーダーを装備すること。 

(6) 受託者は、始業前点呼を行ない、作業員の体調確認（顔色、眠気の有無、応答

の声の調子等の確認）を行い作業に支障をきたすおそれがある者は作業させな

いこと。また、特に車の運転業務に携わる者については、法令に則り酒気帯び

の有無等を適切に確認すること。 

 

３．２ 電離放射線管理に関する事項 

(1) 受託者は、業務の実施にあたり次の規則及びガイドラインを遵守すること。 

①規則 

ｲ. 東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染

するための業務等に係る電離放射線障害防止規則（平成23年厚生労働省

令第152号） 

ﾛ. 電離放射線障害防止規則（昭和47年労働省令第41号） 

②ガイドライン 

ｲ. 除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドライン

（平成23年12月22日付け基発1222第6号） 

ﾛ. 特定線量下業務に従事する労働者の放射線障害防止のためのガイドラ

イン（平成24年6月15日付け基発0615第6号） 

ﾊ. 事故由来廃棄物等処分業務に従事する労働者の放射線障害防止のため

のガイドライン（平成25年4月12日付け基発0412第2号） 

(2) 受託者は、上記 3.2（1）①ｲ、ﾛの放射線業務に関する以下の書類を提出するこ

と。 
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①1 日あたりの個人被ばく線量（ポケット線量計測定値） 

 日々の個人被ばく線量を毎日の作業終了後提出すること。またその線量の 1

か月間の集計値を提出すること。 

②一定期間の個人被ばく線量（ガラスバッジ、ポケット線量計等による評価値） 

 1 か月間、四半期間及び 1 年間の個人被ばく線量について、集計後速やかに

提出すること。 

③放射線業務従事者を「除染等業務従事者線量登録管理制度」に登録するため

に必要な書類 

 氏名、被ばく歴、生年月日、特殊健康診断実施期日（法令上必要な場合）、特

別教育実施期日等を記載した書類を、指定日までに提出すること。 

④中央登録センターへの定期線量登録及び記録の引き渡しに必要な書類 

 定期線量登録に必要な氏名、中央登録番号、生年月日、四半期被ばく線量等

を記載した所定の様式を四半期ごとに、線量等の引き渡しに必要な作業期間

中の被ばく線量等を記載した書類及び特殊健康診断結果の写しを提出する

こと。 

 

３．３ 中間貯蔵施設区域からの退域 

(1) 退域時は、従事者及び業務車両の汚染検査（スクリーニング）を行い、異常の

ないことを確認し、スクリーニング結果を調査社員へ報告すること。 

(2) スクリーニングは、表面汚染密度を測定できる GM 式サーベイメータを用いて

行うこと。 

(3) スクリーニングの結果、汚染が確認された場合は直ちに調査社員へ連絡しその

指示に従うこと。 

 

３．４ 作業災害の防止  

受託者は、作業中常に完全な安全装備（保護衣・保護具等）を常備し、これを必

要とする作業には、必ず作業員に着用させるものとする。 

 

３．５ 盗難及び災害の防止 

(1) 受託者は、業務の実施にあたり支給品を含む材料、機器、機材、設備等の盗難

及び災害防止のための管理を行うとともに、機器、設備等に損傷を与えるおそ

れがある場合は、安全処置を適切に行うものとする。 

 また、その他委託者が指示する措置を適切に行うものとする。 

(2) 受託者は、業務の実施にあたり委託者が貸与する材料、機器、機材、設備等の

善良な管理者の注意義務をもって管理しなければならない。 

 

３．６ 事故・災害発生時の措置 

万一事故・災害が発生した場合には、発見者は自ら、あるいは業務管理者又は主

任技術者を通じて、直ちに調査社員に通報連絡を行うとともに、初期活動（人命救
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助を含む。）を行うこと。ただし、自らの安全確保を最優先とすること。 

 

３．７ 事故報告書 

受託者は、業務中に事故が発生した場合には、直ちに調査社員に通報するととも

に、調査社員が指示する様式で、指示する期日までに事故発生報告書を提出しなけ

ればならない。 

 

第４章 補則 

４．１ 補則 

この仕様書の記載事項の解釈に疑義を生じ、又は見解を異にする場合、もしくは

定めのない事項が生じた場合は、委託者と受託者の間で協議して決定するものとす

る。 

以上 
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総合管理システムの基盤移行業務 

（令和７年度）       

提案書作成要領・提案書審査要領 
 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

 

 本書は、総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度）の提案書の作成、審査等の要領

を提示するものである。 

 

Ⅰ 提案書作成要領 

１．提案書の構成及び作成方法 

提案書は、評価項目に基づき、次に従って作成すること。 

（１）評価項目に従い「１.業務の基本方針」から「８.仕様書の遵守」までの各評価項目を

目次とし、それぞれの要求要件に基づき提案書を作成すること。記述上の必要性に応じ、

各評価項目内を細分化して目次立てすることは差し支えない。 

（２）提案書は、実施可能な内容として作成すること。 

 

２．提案書様式、提出部数等 

提案書は、資料 1-2 の提案書作成様式に従い作成すること。記載上の必要に応じて様式

を変更しても差し支えないが、様式の変更は必要最小限にとどめること。提案書は、参考

資料を含めて綴じ込んだ１式を PDF化し、２部（正：１部、副：１部[提案者を特定できな

いように社名等を塗りつぶす等の措置を講ずること]）を電子メールで提出すること。 

やむを得ず紙資料で提出する場合は、７部（正：１部、副：６部[提案者を特定できない

ように社名等を塗りつぶす等の措置を講ずること]）を提出すること。 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社（以下「JESCO」という。）から連絡が取れるよう、提案

書上に連絡先（電話番号、FAX番号、メールアドレス、担当者の所属と氏名）を記載するこ

と。 

 

評価項目及び要求要件 

評価項目 
要求要件 

大項目 小項目 

1.業務の基本方針 
本業務の実施に当たっての基本方針を記述するこ

と。 

2.業務の

実施方法 
2.1システム設計等引継ぎ 

総合管理システムの現ベンダーより、運用環境、ア

プリケーションの設計を引継ぐ業務について進め方

資料 1-1 
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等を記述すること。 

2.2設計及び設計書の作成 

新運用環境の設計方針や進め方について記述するこ

と。また、以下について記述すること。 

a)新運用環境のサーバー構成案 

b)ソフトウェア構成案 

c)セキュリティ対策案 

d)バックアップ方針 

2.3 新運用環境等の構築 
新運用環境等の構築における方針及び進め方につい

て記述すること。 

2.4動作検証 動作検証の方針及び進め方について記述すること。 

2.5 システム移行 
システム移行の方針及び進め方について記述するこ

と。 

2.6 システム移行後の新運

用環境での試験運用及

び関連保守 

新運用環境での試験運用及び関連保守の方針及び進

め方を記述すること。また、試験運用・関連保守の

実施体制及び試験運用時のクラウドサービス費用

（月額）想定について記述すること。 

3. 業務の計画 
特記仕様書にある業務内容を業務工程等にまとめ提

案すること。 

4.業務の実施体制 本業務の実施に十分な体制を記述すること。 

5.組織の実績 
本業務と類似する業務の実績について、業務名、契

約先、業務の概要等を記述すること。 

 

6．環境マネジメントシステム認証等 

 

環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアクシ

ョン 21等）の認証取得状況を記述すること。 

なお、事業者の経営における主たる事業所（本社等）

又は本業務に従事する事業所で取得しているものに

限る。 
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7.組織のワーク･ライフ･バランス等の推

進に関する認定等取得状況 

 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律、

次世代育成支援対策推進法、青少年の雇用の促進等

に関する法律に基づく認定等（プラチナえるぼし認

定、えるぼし認定、プラチナくるみん認定、くるみ

ん認定、トライくるみん認定、ユースエール認定等）

の有無を記載し、有の場合は認定等の名称を記載す

るとともに、認定通知書等の写し（内閣府男女共同

参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人に

ついては、その確認通知書の写し）を添付すること。

ただし、提案書提出時点において認定等の期間中で

あること。 

 

8.仕様書の遵守 

 

特記仕様書に規定する業務の目的や作業項目を理解

し、仕様書の要求を満足した提案になっていること。 

 

Ⅱ 提案書審査要領及び落札決定の方法 

１．落札方式及び得点配分  

（１）落札方式 

一般競争入札（総合評価落札方式） 

（２）評価値の計算方法 

評価値の算出方法は下記のとおりとする。 

○評価値  ＝  価格評価点 ＋ 技術評価点 

○価格評価点 ＝  ６０．０× （１－入札価格／予定価格 ）  

○技術評価点 ＝ １８０.０ × 技術評価の得点合計点 ／ 技術評価の配点合計点 

※各評価項目の技術評価の得点は、（基礎点＋加点）とする。 

※上記式により計算し、小数点第五位以下を切り捨てたものとする。 

 

２．提案書審査（技術評価点の採点）の手順 

提出された提案書は、中間貯蔵事業における委託業務等評価審査委員会（以下「委員会」

という。）が審査し、技術評価点を採点する。技術評価点は、各委員が提案書を「資料 1-3 

提案書の評価基準」に基づき審査し、採点を行った後、委員会において採点結果等の審議

を行い決定する。 

各項目の技術評価の得点は、以下により算出する。 

（１）基礎点部分の採点 

技術上の基準を満たす場合に当該基礎点全部を得点とする。提案内容が基礎点を付与す

るための基準を満たしていない場合には基礎点を付与せず、失格とする。 
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（２）加点部分の採点 

配点 5点の場合、技術上の基準に基づき、A：5点、B：3.75点、C：2.5点、D：1.25点、

E：0点の 5段階評価とし、配点に応じて係数をかけて得点を算出する。（「6．環境マネジメ

ントシステム認証等」「7.組織のワーク･ライフ･バランス等の推進に関する認定等取得状況」

を除く。） 

配点 10 点の場合、技術上の基準に基づき加算し得点を算出する。（「4.業務の実施体制」

を除く。） 

なお、基礎点がある項目における加点部分の「E：0点」とは、基礎点の基準は満たすが、

加点部分の基準を何ら満たさない場合である。 

   

３．落札決定 

 ２.による技術評価点に、提案書に係る入札価格に基づく価格評価点を加算し、評価値を

算出する。入札価格が予定価格の制限の範囲内にあるもののうち、評価値の最も高いもの

を落札者とする。 
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総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度） 

に関する提案書作成様式 

 

 

 本業務の実施に当たっては、仕様書に規定する業務の目的や作業項目を理解し、仕様

書の要求を満足した提案になっていること。なお、業務の実績については、公告日まで

に完了している業務とする。 

 

１．業務の基本方針 

（作成注） 

・本業務の実施に当たっての基本方針を記述すること。 

 

  (※)A4版 2枚以内とする。 

 

２．業務の実施方法 

2.1 システム設計等引継ぎ 

（作成注） 

・総合管理システムの現ベンダーより、運用環境、アプリケーションの設計を引継ぐ

業務について進め方等を記述すること。 

 

  (※)A4版 3枚以内とする。 

 

2.2 設計及び設計書の作成 

（作成注） 

・新運用環境の設計方針や進め方について記述すること。 

また、以下について記述すること。 

a)新運用環境のサーバー構成案 

b)ソフトウェア構成案 

c)セキュリティ対策案 

d)バックアップ方針案 

 

  (※)A4版 10枚以内とする。 

 

2.3 新運用環境等の構築 

（作成注） 

・新運用環境等の構築における方針及び進め方について記述すること。 

  (※)A4版 3枚以内とする。 

 

資料 1-2 
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2.4 動作検証 

（作成注） 

・動作検証の方針及び進め方について記述すること。 

  (※)A4版 3枚以内とする。 

 

2.5 システム移行 

（作成注） 

・システム移行の方針及び進め方について記述すること。 

 

  (※)A4版 3枚以内とする。 

 

2.6 システム移行後の新運用環境での試験運用及び関連保守 

（作成注） 

・新運用環境での試験運用及び関連保守の方針及び進め方を記述すること。 

また、試験運用・関連保守の実施体制及び試験運用時のクラウドサービス費用（月

額）想定について記述すること。 

 

  (※)A4版 3枚以内とする。 

 

３．業務の計画 

（作成注） 

・特記仕様書にある業務内容を業務工程等にまとめ提案すること。 

(※)A4版 2枚以内とする。 

 

４．業務の実施体制 

（作成注） 

・本業務の実施に十分な体制を記載すること。 

 

(※)A4版 2枚以内とする。 

 

５．組織の実績 

（作成注） 

・本業務と類似する業務の実績について、業務名、契約先、業務の概要等を記述す

ること。 

業務名  

契約先  
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契約金額(千円)  

業務期間  

業務の概要  

 （※）①本様式は、A4版 1枚以内に記述すること。 

②業務名は５件まで記述できるものとする。 

③業務の概要の欄には、会社の実績がわかるように業務内容を具体的かつ簡潔

に記述すること。 

④記述した業務の内容が確認できる資料（契約書、仕様書等）及び従事したこ

とが確認できる資料（テクリス完了登録、実施体制図等）を添付すること。 

⑤類似する業務とは、AWS における Web システムの保守・運用、Java プラット

フォームのサーバーサイドアプリケーションの保守・運用、及び Android ス

マートフォン/Android ハンディターミナルにおける Android アプリの保守・

運用を意味する。 

 

６．環境マネジメントシステム認証等 

（作成注） 

環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアクション 21 等）の認証取得状

況を記述すること。 

なお、事業者の経営における主たる事業所（本社等）又は本業務に従事する事業

所で取得しているものに限る。 

  (※)A4版 1枚以内とする。 

 

７．組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等取得状況 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律、次世代育成支援対策推進法、

青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定等（プラチナえるぼし認定、える

ぼし認定、プラチナくるみん認定、くるみん認定、トライくるみん認定、ユースエ

ール認定等）の有無を記載し、有の場合は認定等の名称を記載するとともに、認定

通知書等の写し（内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法

人については、その確認通知書の写し）を添付すること。 

ただし、提案書提出時点において認定等の期間中であること。 

 

女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律に基づく

認定（えるぼし認定企業・プラ

チナえるぼし認定企業）等 

 

・プラチナえるぼし（※①） 

・えるぼし 3 段階目（※②） 

・えるぼし 2 段階目（※②） 

・えるぼし 1 段階目（※②） 

・行動計画（※③） 

次世代育成支援対策推進法に

基づく認定（くるみん認定企

・プラチナくるみん認定 

・くるみん認定（新基準※④） 
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業・トライくるみん認定企業・

プラチナくるみん認定企業）等 

・くるみん認定（旧基準※⑤） 

・トライくるみん認定 

青少年の雇用の促進等に関す

る法律に基づく認定 

ユースエール認定 

 

  （※）①女性活躍推進法（令和 2年 6月 1日施行）第 12条に基づく認定 

     ②女性活躍推進法第９条に基づく認定 

      なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必要。 

     ③常時雇用する労働者の数が 100人以下の事業主に限る（計画期間が満了して 

      いない行動計画を策定している場合のみ）。 

     ④新くるみん認定（改正後認定基準（令和４年４月１日施行）により認定） 

     ⑤旧くるみん認定（改正前認定基準又は改正省令附則第 2条第 5項の経過措置 

      により認定） 

     ⑥複数の認定等に該当する場合は、最も得点が高い区分により加点を行うもの 

      とする。 
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様式 

 

提  案  書 

 

                                                令和  年  月  日 

 

   中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

   契約職取締役 永野 直樹 殿 

 

 

                                住    所   

                                商号又は名称 

                                代 表 者 氏 名                         

 

 

  令和７年ｘ月 xx 日付けで公告のありました中間貯蔵・環境安全事業株式会社が発 

注する総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度）に係る入札について提案書を

提出いたします。 

 なお、公告2.競争参加資格の条件を満たすこと及び添付資料の内容について事実と相

違ないことを誓約します。 

 

 

 

 

 

 

 

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 

 



提案書の評価基準

大項目 合計 基礎点 加点

本業務の実施に当たっての基本方針
を記述すること。

必須 10 5 5

【基礎点を付与する基準】
本業務の実施に当たっての基本方針が特記仕様書及
び要求仕様書（以下、「特記仕様書等」という。）
を踏まえたものとなっていること。

【加点部分】
除去土壌に係る輸送や中間貯蔵施設区域内の物流に
関する知見を有した上で、特記仕様書の内容を十分
理解し、業務の目的を踏まえた上で、妥当な基本方
針が具体的に記述されているかを評価する。

総合管理システムの現ベンダーよ
り、運用環境、アプリケーションの
設計を引継ぐ業務について進め方等
を記述すること。

必須 10 5 5

【基礎点を付与する基準】
特記仕様書等の内容を踏まえた提案になっているこ
と。

【加点部分】
運用環境、アプリケーションの設計を引継ぐ業務に
ついて進め方が論理的に記述されていれば評価す
る。

新運用環境の設計方針や進め方につ
いて記述すること。

必須 10 5 5

【基礎点を付与する基準】
新運用環境の設計方針や進め方が特記仕様書等の内
容を踏まえたものになっていること。

【加点部分】
新運用環境の設計方針や進め方が論理的に記述され
ていれば評価する。
実現可能性や費用対効果を考慮した記述がされてい
れば評価する。

「a)新運用環境のサーバー構成案」
について記述すること。 必須 15 5 10

【基礎点を付与する基準】
新運用環境のサーバ構成案が特記仕様書等の内容を
踏まえたものになっていること。

【加点部分】
メンテナンス性、費用対効果を考慮したサーバー構
成が記述されていれば評価する。

「b)ソフトウェア構成案」について
記述すること。 必須 15 5 10

【基礎点を付与する基準】
ソフトウェア構成案が特記仕様書等の内容を踏まえ
たものになっていること。

【加点部分】
サポート期間、費用対効果を考慮したソフトウェア
構成が記述されていれば評価する。

「c)セキュリティ対策案」について
記述すること。 必須 15 5 10

【基礎点を付与する基準】
セキュリティ対策案が特記仕様書等の内容を踏まえ
たものになっていること。

【加点部分】
安全性、メンテンス性、費用対効果を考慮したセ
キュリティ対策が記述されていれば評価する。

「d)バックアップ方針案」について
記述すること。 必須 15 5 10

【基礎点を付与する基準】
バックアップ方針案が特記仕様書等の内容を踏まえ
たものになっていること。

【加点部分】
バックアップ方針案およびバックアップ実施手段に
おいて、メンテンス性、費用対効果を考慮した記載
されていれば評価する。

新運用環境等の構築における方針及
び進め方について記述すること。

必須 10 5 5

【基礎点を付与する基準】
新運用環境等の構築における方針及び進め方が特記
仕様書等の内容を踏まえたものになっていること。

【加点部分】
新運用環境等の構築における方針及び進め方が論理
的に記述されていれば評価する。
実現可能性や費用対効果を考慮した記述がされてい
れば評価する。

動作検証の方針及び進め方について
記述すること。

必須 10 5 5

【基礎点を付与する基準】
動作検証の方針及び進め方が特記仕様書等の内容を
踏まえたものになっていること。

【加点部分】
動作検証の方針及び進め方が論理的に記述されてい
れば評価する。
実現可能性や費用対効果を考慮した記述がされてい
れば評価する。

2.2
 設計及び設
計書の作成

2.3
新運用環境等
の構築

1.業務の基本方針

2.1
システム設計
等引継ぎ

2
.
業
務
の
実
施
方
法

2.4
動作検証

2.2-①
 設計及び設
計書の作成

2.2-②
 設計及び設
計書の作成

2.2-③
 設計及び設
計書の作成

2.2-④
 設計及び設
計書の作成

評価項目
要求要件 評価基準

評価
区分

 技術評価点 技術評価点
の採点小項目

業務名：総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度）



システム移行の方針及び進め方につ
いて記述すること。

必須 10 5 5

【基礎点を付与する基準】
システム移行の方針及び進め方が特記仕様書等の内
容を踏まえたものになっていること。

【加点部分】
システム移行の方針及び進め方が論理的に記述され
ていれば評価する。
実現可能性や費用対効果を考慮した記述がされてい
れば評価する。

新運用環境での試験運用及び関連保
守の方針及び進め方を記述するこ
と。また、試験運用・関連保守の実
施体制及び試験運用時のクラウド
サービス費用（月額）想定について
記述すること。

必須 10 5 5

【基礎点を付与する基準】
新運用環境での試験運用及び関連保守の方針及び進
め方が特記仕様書等の内容を踏まえたものになって
いること。

【加点部分】
新運用環境での試験運用及び関連保守の方針及び進
め方が論理的に記述されていれば評価する。
実現可能性や費用対効果を考慮した記述がされてい
れば評価する。

特記仕様書に係る業務内容を業務工
程等にまとめ提案すること。

必須 10 5 5

【基礎点を付与する基準】
特記仕様書等の内容を踏まえた業務計画が示されて
いること。

【加点部分】
特記仕様書の内容をもれなく取り込んだ実施可能で
妥当な業務工程等が提案されていれば評価する。

本業務の実施に必要な体制を記載す
ること。

必須 15 5 10

【基礎点を付与する基準】
特記仕様書等の内容を踏まえた業務の実施体制、業
務従事者の役割及び資格保有者が提案されているこ
と。

【加点部分】
特記仕様書等の内容を踏まえ、適切な役割分担の下
で効率的・効果的な人員配置がなされているととも
に、組織内でのバックアップ体制等が整っている
か。また、再委託者に業務の一部を行わせる場合
は、業務の根幹部分を提案者が実施しているととも
に、再委託者との役割分担が明確かつ適切であるか
を評価する。

本業務と類似する業務の実績につい
て、業務名、契約先、業務の概要等
を記載すること。

任意 10 － 10

【加点部分】
要求要件を満たす業務が記載されているか。なお、
総合管理システムの構成要素と同じ要素が含まれた
業務の実績を有する者を高く評価する。（最大5件
とし、評価の高い3件を評価の対象とする。）

環境マネジメントシステム（ISO14001、
エコアクション21等）の認証取得状況を
明示すること。
なお、事業者の経営における主たる事業
所（本社等）又は本業務に従事する事業
所で取得しているものに限る。

任意 5 － 5
【加点部分】
環境マネジメントシステム（ISO14001、エコアク
ション21等）の認証取得の有無を評価する。

仕様書に規定する業務の目的や作業
項目を理解し、仕様書の要求を満足
した提案になっていること。

必須 5 5 －
【基礎点を付与する基準】
業務内容を理解し、仕様書の要求を満足した提案に
なっているかを評価する。

4.業務の実施体制

2.6
システム移行
後の新運用環
境での試験運
用及び関連保
守

3. 業務の計画

2.5
システム移行

5.組織の実績

8.仕様書の遵守

6．環境マネジメント
システム認証等

7.組織のワーク・ラ
イフ・バランス等の
推進に関する認定等
取得状況

女性活躍推進法に基づく認定等
（プラチナえるぼし・えるぼし認定等）
・プラチナえるぼし（※①） 5点
・えるぼし3段階目（※②）　4点
・えるぼし2段階目（※②）　3点
・えるぼし1段階目（※②）　2点
・行動計画（※③）　　　　 1点
※①　女性活躍推進法（令和2年6月1日施行）第12
条に基づく認定
※②　女性活躍推進法第９条に基づく認定
なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと
が必要。
※③　常時雇用する労働者の数が100人以下の事業
主に限る（計画期間が満了していない行動計画を策
定している場合のみ）。

次世代法に基づく認定
（プラチナくるみん認定・くるみん認定・トライく
るみん認定）
・プラチナくるみん認定　   　4点
・くるみん認定（新基準※④） 3点
・くるみん認定（旧基準※⑤） 2点
・トライくるみん認定　　　 　2点
※④　新くるみん認定（改正後認定基準（令和４年
４月１日施行）により認定）
※⑤　旧くるみん認定（改正前認定基準又は改正省
令附則第2条第5項の経過措置により認定）

若者雇用推進法に基づく認定
（ユースエール認定）         4点

※複数の認定等に該当する場合は、最も得点が高い
区分により加点を行うものとする。

女性の職業生活における活躍の推進に関
する法律（以下「女性活躍推進法」とい
う。）、次世代育成支援対策推進法（以
下「次世代法」という。）、青少年の雇
用の促進等に関する法律（以下「若者雇
用推進法」という。）に基づく認定等
（プラチナえるぼし認定、えるぼし認
定、プラチナくるみん認定、くるみん認
定、トライくるみん認定、ユースエール
認定等）の有無を記載し、有の場合は認
定等の名称を記載するとともに、認定通
知書等の写し（内閣府男女共同参画局長
の認定等相当確認を受けている外国法人
については、その確認通知書の写し）を
添付すること。ただし、提案書提出時点
において認定等の期間中であること。

任意 5 － 5



 

競争参加資格確認申請書 

 

                                                令和 ７年  月  日 

   中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

   契約職取締役 永野 直樹 殿 

 

 

                                住    所   

                                商号又は名称 

                                代表者氏名                       

 

 

令和７年８月２７日付けで公告のありました総合管理システムの基盤移行業務（令和７

年度）に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。 

 なお、発注説明書４の競争参加資格を満たしていること及び添付書類の内容については事実と相

違ないことを誓約します。 

 

記 

 

１． 令和７・８・９年度に有効な全省庁統一資格（「役務の提供等」、営業品目「調査・研究」、「情報処

理」又は「ソフトウェア開発」のいずれか）において、「A」又は「B」級に格付けされている者である

審査結果通知書の写し。  

 

２．受注等実績表（様式１）                                      

注）添付資料等は、競争参加資格確認申請書に添付し、１つの PDF にまとめる。 

 

※（参考までにお知らせください）  適格請求書(インボイス)発行事業者登録番号[有] （T               ） 

（登録済の場合はTで始まる登録番号を記載）                     [無]  

（無しの場合は[有]に取り消し線を記載）  

 

担当者等連絡先（※本事項の記載により代表印省略可） 

部 署 名： 

責任者名： 

担当者名： 

Ｔ Ｅ Ｌ： 

Ｆ Ａ Ｘ： 

Ｅ-mail ： 



様式１ 
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（凡例）              受注等実績表 

年度 件名 業務期間 契約先 
契約金額 
（千円） 

Ｒ２ ○○○○システムの基盤移行業務 
R2.4.1～ 

R3.3.31 
福島県（元請） xx,xxx 

 

  

受注等実績表 

 

年度 件名 業務期間 契約先 
契約金額 
（千円） 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

令和２年度以降の受注業務のうち、クラウドサービス上でデータベースに関連するシステ

ムの構築又は開発をした実績を元請けとして契約していることを証明するものとして、契約

書の写し（発注者、受注者、契約内容、契約金額及び業務期間が明らかになる部分の写し

（確認部分の抜粋））を添付すること。（最大３件） 

 なお、上記契約書の写しで業務内容を確認できない場合、仕様書等で内容を確認できる部

分の写しを添付すること。 

 

※業務実績は完了しているものに限る。 



総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度） 

 

 

入札説明会（リモート）参加申込書 

            令和７年  月  日 

会社名                        

 

参加希望者名 

 

所属                 役職 

氏名 

所属                 役職 

氏名 

所属                 役職 

氏名 

所属                 役職 

氏名 

担当者連絡先 

氏名： 

TEL：           

e-mail： 

 

開 催 日 
令和７年９月８日（月）1時間程度、開始時間未定 

弊社より別途参加 URLをご連絡します。 

 備   考 ・リモート開催とし、参加手順は別途連絡する。 

・発注説明書を弊社ホームページよりダウンロードし、用意す

ること。 

 

 

提出期限：令和７年９月３日（水）16：00 

提 出 先 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

管理部契約・購買課（担当：奥村） E-mail:keiyaku-1@jesconet.co.jp    

                     Tel：03-5765-1916   
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（様式第１２号） 

 

 

既存資料の閲覧に関する申込書兼誓約書 

 

令和  年  月  日 

 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 

   契約職取締役 永野 直樹 殿 

会社名              

代表者              

 

 以下業務の提案書作成にあたり、既存資料の閲覧を申し込みます。また、閲覧にあた

っては以下事項について誓約します。 

 

 業務名 

 

総合管理システムの基盤移行業務（令和７年度） 

 閲覧資料名 

 

 総合管理システム基本設計書（システム方式、機能一覧、画面設

計、ソフトウェア構成、ハードウェア構成等） 

 閲覧希望日 

 

第一希望：令和   年  月   日  AM・PM 

第二希望：令和  年  月  日  AM・PM 

第三希望：令和  年  月  日  AM・PM 

希望する書類 

 

 

 会社名・担当者

名 

 

 〇〇〇 

 〇〇部〇〇課  〇〇 〇〇 

 担当者連絡先 

 

 ＴＥＬ 〇〇〇－〇〇〇－〇〇〇〇 

 メール 〇〇〇〇〇＠〇〇.〇〇.〇〇 

 

 誓約事項 

１ 閲覧において、資料のコピー及び撮影を行わない。 

２ 閲覧において、JESCO職員が立ち会うことに同意する。 

３ 閲覧に関して、JESCO職員の指示がある場合にはこれに従う。 

４ 閲覧により知り得た情報は、本調達に係る提案書の作成のみに使用し、いかなる理由に

おいてもその他の目的に使用しない。 

５ 閲覧により知り得た情報は、本調達に係る提案書の作成の関係者以外に漏らさない。 

                                      

以上 

 


	案1.入札公告  (18)

